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要約 
 
歴史的に見て、経済発展はエネルギー消費量の増加と温室効果ガス（GHG）排出量の伸びと強い相関関係にある。

再生可能エネルギー（RE）は、持続可能な開発（SD）に貢献し、この相関関係を解消する手助けとなりうる。ま

た、再生可能エネルギーは社会の最貧層が現代的なエネルギーサービスを利用出来る機会を与える。このことは、

８つのミレニアム開発も公卿（MDGs）のいずれの達成においても重要なものである。 
 
持続可能な開発の理論上の概念は、持続可能な開発と再生可能エネルギーの間の相互作用の評価に役に立つ枠組み

を示すことが出来る。持続可能な開発は人間社会と自然の関係に関する問題を軽減する。従来、持続可能な開発は

経済、環境、社会の 3 つを柱として構成されており、開発目標は概略的にⅢつに分類される。これらは相互依存的、

相互支援的に強化し合っているが、開発目標は図式的に分類可能である。別の概念的枠組みでは、持続可能な開発

は、弱い持続可能性と強い持続可能性という 2 つのパラダイムの両極において方向付けが可能である。これらのパ

ラダイムでは、自然資本と人為的資本の代替性の想定が異なる。再生可能エネルギーは、3 つの柱で構成される開

発目標に貢献でき、また、弱い持続可能性、強い持続可能性双方の観点で評価可能である。これは、再生可能エネ

ルギーの利用は、それによって将来における利用可能性を減少させない限り、持続する自然資本と定義づけられる

ためである。 
 
再生可能エネルギーと持続可能な開発の関係は、世界的、地域的に考慮した目標と制約の積み重ねとして見ること

が出来る。再生可能エネルギーが持続可能な開発にどの程度貢献するかを正確に把握するには、国別の評価が不可

欠であるが、（1）社会、経済開発、（2）エネルギーアクセス、（3）エネルギー安全保障、（4）気候変動の緩和

と環境や健康への影響の低減という、持続可能な開発が掲げる多くの重点目標に再生エネルギーは貢献出来る。危

機な人為的気候変動を緩和することは、世界的な再生可能エネルギー使用増加を支える強い原動力の 1 つと考えら

れる。本章では、これら 4 つの持続可能な開発の目標と再生可能エネルギーの関係、同時に化石燃料及び原子力エ

ネルギー技術に関する科学的文献についてまとめる。これらの評価は、帰属的ライフサイクル評価（LCA）または

エネルギー統計に基づくボトムアップ指標、動的な統合モデル指標及び質的分析など、様々な方法論に基づいて行

われる。 
 
国の発展段階が異なると、再生可能エネルギーを進めるための動機や社会経済に関する持続可能な開発の目標が異

なる。特に先進工業国においては、雇用機会の創出及び経済の構造的変化の積極的な促進は、再生可能エネルギー

の促進を支援する目的となっている。しかし、関連するコストは、増加するエネルギー需要を満たすのに再生可能

エネルギーが望ましいかどうかを判断する主たる要素となってしまっている。また、エネルギー価格の上昇が工業

的途上国の開発の見通しを阻害する可能性があるという懸念が指摘されている。これは、国際的な負担分担体制に

ついて同時進行で詳細に議論を行う必要があることを強調している。今のところ、再生可能エネルギーをベースと

する分散型送電系統は拡張されてきており、すでに発展途上国においてエネルギーアクセスが向上してきている。

有利な状況下では、非再生可能エネルギーの利用に比べコストが低く抑えられており、特に、集中型エネルギーへ

のアクセスができない遠隔地や貧しい農漁山村においてそれが見られる。また、発電以外への再生可能エネルギー

技術は、たとえば温水及び穀物乾燥への太陽エネルギーの利用、交通機関へのバイオ燃料の利用、冷暖房、調理、

照明へのバイオガス及び近代的バイオマスの利用、揚水への風力の利用など、エネルギーのサービスを近代化させ

る機会を提供している。再生可能エネルギーの普及は、エネルギー資源の多様化、限られた数の供給者への依存度

減少、価格変動に伴う経済的な脆弱性の減少により、エネルギーの安全保障に貢献することが出来る。多くの発展

途上国は、その国のエネルギー安全保障の定義に地域の供給安定性及び信頼性も含めており、エネルギーアクセス

とエネルギー安全保障上の課題を特に関連させている。 
 
エネルギーシステムから環境への影響を軽減するという持続可能な開発の目標を支援することにおいて、再生可能

エネルギー技術は、特に温室効果ガス排出に関しては、化石燃料と比べて重要な便益をもたらしている。これらの

便益を最大に出来るかどうかは、各再生可能エネルギー・プロジェクトに関する特定の技術、管理及び立地特性、

特に土地利用変化（LUC）の影響に関する特性に依存することが多い。発電のライフサイクル評価は、再生可能エ

ネルギーによる温室効果ガス排出量が、一般に化石燃料を選択した場合の温室効果ガス排出量よりも大幅に低く、

また、様々な条件下で、二酸化炭素回収・貯留（CCS）を用いる化石燃料の場合よりも低いことを示している。集

光型太陽熱発電（CSP）、地熱、水力、潮力及び風力における温室効果ガス排出量の推計は、最大でも 100g CO2eq/kWh
以下であり、すべての再生可能エネルギーの中間値は、4～46g CO2eq/kWh の範囲となる。しかし、バイオエネル

ギー生産の温室効果ガスの収支は、主に土地管理及び土地利用変化において、不確実性が大きい。土地利用変化を

除き、多くのバイオエネルギーシステムでは、化石燃料システムと比べ、温室効果ガス排出量が減少しており、埋

め立て処分や副産物の残渣物や廃棄物からの温室効果ガス排出の抑制につながる可能性がある。また、バイオエネ

ルギーと二酸化炭素回収・貯留を組み合わせることにより、さらに削減出来る可能性がある。輸送燃料において、

いくつかの第一世代のバイオ燃料は比較的低程度ではあるが、温室効果ガス緩和ポテンシャルをもたらすものもあ

る。一方で、多くの次世代バイオ燃料では、気候に与える便益はより大きいと考えられる。バイオエネルギー生産

からの便益を最適化するには、不確実性を減らし、バイオエネルギーによる土地利用変化のリスクを軽減する方法
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を検討することが重要である。 
 
再生可能エネルギーは、大気汚染及び健康に関する便益ももたらすことが出来る。非燃焼系の再生可能エネルギー

発電技術は、化石燃料をベースとする発電と比較して地域での大気汚染を大幅に減らし、関連する健康への影響を

低減する可能性がある。しかし、水及び生物多様性への影響は、地域の状況による。水不足が既に懸案事項になっ

ている地域においては、非火力利用の再生可能エネルギー技術または乾式冷却を用いる熱利用の再生可能エネルギ

ー技術は、水資源へ新たな負担を与えずにエネルギーのサービスを提供出来る。従来の水冷式火力発電は、特に水

不足や気候変動に対し脆弱なことがある。水力及び一部のバイオエネルギーシステムは、水の供給力にかかってお

り、競争力が激化するか、水不足緩和のいずれかが発生する。生物多様性に対する再生可能エネルギー特有の影響

は、いいものも悪いものもある。これらの影響の程度は、場所により異なる。再生可能エネルギー技術の事故リス

クは無視できないものであるが、再生可能エネルギー技術に多く見られる分散型の構造は、災害における悲惨な状

況の可能性を著しく抑える。しかし、一部の水力発電プロジェクトに関係するダムは、場所により異なる要因によ

って特定のリスクを生み出す可能性がある。 
 
再生可能エネルギー普及に向けた世界規模の温暖化緩和の経路について記述するシナリオの文献は、関連する持続

可能な開発の予測される影響にいくつかの見識を与えることが出来る。将来の GHG 排出量に上限を設けることは、

気候変動の影響のコストを考慮しなければ、福祉の効用を減少させる（通常、これは国内総生産または先立つ消費

によって不可避的に測定される）。このような福祉の損失は緩和技術の可用性及びコストについての仮定に基づい

ており、温室効果ガスを抑制する技術的な代替手段、たとえば再生可能エネルギー技術の可用性が制限される場合

に上昇する。シナリオ分析は、再生可能エネルギー生産の拡大の多くは発展途上国にて見られる可能性が高いとし

ている。たとえば伝統的バイオマスから近代的エネルギーへの移行は、単に化石燃料への移行となりうるため、エ

ネルギーアクセスの増加は持続可能な開発のすべての面にとって必ずしも有益とは言えない。近代的エネルギーの

サービスへのアクセスを可能にする再生可能エネルギーへの強制的な移行は、家計にマイナスの影響を与える可能

性があるにもかかわらず、一般に、利用可能なシナリオ分析では、増加するエネルギーアクセスに対する政策及び

財政支援の役割を強調している。緩和シナリオにおける再生可能エネルギーの普及がエネルギー・ポートフォリオ

の多様化に寄与する範囲で、エネルギーシステムが（突然の）エネルギー供給分断からの影響を受けにくくするこ

とで、再生可能エネルギーの普及はエネルギー安全保障を高める可能性がある。シナリオでは、この再生可能エネ

ルギーの役割はエネルギー形態によって変化するとしている。適切な炭素緩和政策が整えば、建築及び産業部門に

おいて集中的に使用されてますます不足していく化石燃料と置き換わるポテンシャルを持つ再生可能エネルギー

を利用して、発電は比較的容易に脱炭素が可能である。対照的に、輸送部門では、技術的なブレークスルーが行わ

れない限り液体燃料の需要が非弾力的なままである。そのため、石油及びエネルギー安全保障に関する懸案事項は、

引き続き将来の世界のエネルギーシステムで重要な意味をもつ可能性が高い。これは、現在と比較して、発展途上

国でより顕著に見られることとなるだろう。エネルギーシステムからの環境及び健康への影響を考慮するため、い

くつかのモデルでは硫酸塩汚染のような明白な影響を含めている。一部のシナリオ結果では、気候政策にて地域の

大気汚染（粒子状物質）の改善につながるとしているが、大気汚染抑制政策のみが温室効果ガス排出量の削減を行

うわけではないことが示されている。また、別の示唆も提示しており、いくつかの可能性のあるエネルギーの経路

では、バイオ燃料生産支援へ土地が流用される可能性があるとしている。シナリオ結果は、気候政策が他の政策措

置と併用されない場合、広範な森林減少をもたらし得る可能性を指摘している。土地はバイオエネルギー作物栽培

用へと移行されつつあるが、これは持続可能な開発に対し温室効果ガス排出などの悪影響を与える可能性がある。 
 
様々なレベルでの再生可能エネルギー政策と持続可能な開発の戦略における方策を統合することにより、現存する

障壁を克服し、持続可能な開発の目標に沿って再生可能エネルギーを普及させるための支援を可能にする。持続可

能な開発において、障壁は再生可能エネルギーの普及を妨害し続ける。市場関連の障壁や経済的な障壁は、社会的

及び個人的な価値や基準にも本来関連するため、根源的には再生可能エネルギー及びそれに関連する普及の影響に

対する個人、グループ、社会の認識や受入に影響を与えていく。そのため、コミュニケーションに特化した取り組

みはあらゆる変革戦略において極めて重要な要素であり、この状況において地域の持続可能な開発の構想は重要な

役割を持つ可能性がある。国際的及び国家的レベルにおいて、戦略は次のものを含むべきである。持続可能な開発

に対し不利に働く恐れのあるメカニズムの除去、環境的及び社会的外部性を内在化する持続可能な開発のメカニズ

ム、及びリープフロッグを含む低炭素で環境にやさしい持続可能な開発を支援する再生可能エネルギー戦略。 
 
以上のような評価によって、再生可能エネルギーが様々な程度において持続可能な開発に貢献出来ることが示され

た。これ以降も、現存する知識の溝を埋めるため、学際的な調査がさらに必要である。環境や健康への影響に関連

する便益がさらに明確に現れてくる可能性がある一方で、たとえば社会的及び経済的発展への正確な貢献はより不

明瞭である。持続可能な開発と再生可能エネルギーの間の相互関係に関する知識を高め、効果的で経済的効率性が

高く、社会にも受容性のあるエネルギーシステムへの変革とは何であるのかという答えを出すため、様々な（特に

異時的、空間的、及び世代内の）持続可能性の次元を反映させて、社会、自然及び経済科学からの見解をはるかに

密接に統合（リスク分析手法の採用など）することが必要である。これまでのところ、知識の土台は、調査の特定

部分の非常に狭い見解に限定されることが多く、問題の複雑性を完全には考慮していない。 
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9.1 序論 
 
持続可能な開発（SD）は 1972 年にフネ報告書（Founex Report）により政治的、公的及び学問的領域にて現れ、1987
年には「ブルントラント報告書」としても知られるブルントラント委員会（WCED）の報告書「地球の未来を守る

ために（Our Common Future）」により再び提起された。この「再生可能エネルギー資源と気候変動緩和について

の特別報告書 」は、持続可能な開発は、将来の世代が彼ら自身のニーズを満たすための能力を損なうことなく、

現在のニーズを満たすとする、ブルントラントの定義に従っている（WCED, 1987; Bojö et al., 1992）。そのような

概念を実行に移す困難さにより、持続可能な開発の多くの競合する枠組みがそれ以降に提案されている（Pezzey, 
1992; Hopwood et al., 2005）。本章では、いくつかの持続可能な開発の概念を紹介し、持続可能な開発と再生可能エ

ネルギーの関連性を明らかにし、意思決定の潜在的重要性を明確にしていく。 
 
持続可能な開発は、1992 年にブラジルのリオデジャネイロで開催され、温室効果ガスの大気濃度を安全と考えら

れるレベルに安定させようとした、環境と開発に関する国際連合会議（UNCED）において気候変動と（それ以降

は IPCC とも）強く結びつけられた。結果として、緩和活動の技術及びコストパフォーマンスに注目した IPCC の

第1次評価報告書をもとに、第2次評価報告書では社会的な検討事項に加え衡平性の懸案事項が盛り込まれた（IPCC, 
1996a）。第 3 次評価報告書では世界的な持続可能性について包括的に取り組み（IPCC, 2007b）、第 4 次評価報告

書（AR4）には気候優先論文及び開発優先論文の両方のレビューに焦点を当てた、第 2 作業部会（WG）及び第 3
作業部会の報告書の両方に持続可能な開発についての章を盛り込んだ（IPCC, 2007a,b）。 
 

9.1.1 持続可能な開発の概念 
 
従来、持続可能性は経済、環境、及び社会が全て相互に連携し、持続可能性と関わりを持つと考える「3 本柱モデ

ル（three pillar model）」の枠組みに位置づけられていた（BMU, 1998）。3 本柱モデルは、持続可能性の概念の包

括的な性質を明確に認識し、持続可能性の問題を図式的に分類することを可能にする。国連総会は、持続可能な開

発における相互に依存し補強しあう柱としての 3 つの要素（経済発展、社会的発展及び環境保護）の一体化を推進

する活動を目的としている（UN, 2005a）。この見解は、ある一連の動き（化石燃料を再生可能エネルギー資源に

置き換えるなど）が、3 つの開発目標を同時に満たすことが可能という見解に賛同している。3 本柱モデルは、あ

いまいな分類により明確な基準的概念を薄くし、自然資本保護の必要性を分野間統合の方法的概念に置き換えてい

ると批判されてきた（Brand and Jochum, 2000）。 
 
別の概念的枠組みでは、持続可能な開発は、弱い持続可能性と強い持続可能性という 2 つの両極に位置するパラダ

イムに沿って方向付けが可能であるとしている。この 2 つのパラダイムでは、自然資本と人為的資本の持続可能性

の想定が異なる（Hartwick, 1977; Pearce et al., 1996; Neumayer, 2003）。弱い持続可能性は、代用可能なパラダイム

に分類され（Neumayer, 2003）、全体としての資本ストックのみを保全する必要があるとの考え方に基づいている。

つまり自然資本は将来の福利を損なうことなく人為的資本と置き換えることが出来るという考えである。このよう

に、弱い持続可能性は新古典派厚生経済学の拡大と解釈することが出来る（Solow, 1974; Hartwick, 1977）。たとえ

ば、再生可能資源や、市場価格により誘発される技術進歩などによって化石燃料のような非再生可能資源は代替可

能であるという議論が可能である（Neumayer, 2003）。弱い持続可能性は、環境悪化をより多くの機械、輸送イン

フラ、教育、情報技術などの人為的資本によって環境悪化を補うことが出来る可能性を示唆する。 
 
弱い持続可能性では、様々な資本形成の可用性の変化に対して経済システムが柔軟に適合することを想定する一方、

強い持続可能性では社会や経済の経路に対してガードレールを提案しようとする環境保護の視点が出発点である。

強い持続可能性は、自然資本は生産目的または規制・支援・栽培システムの環境整備のどちらとも置き換えること

はできないという信念に基づき（Norgaard, 1994）、非代替性パラダイムとみなすことが出来る（Pearce et al., 1996; 
Neumayer, 2003）。たとえば、温室効果ガスを吸収する大気の能力などの限られた吸収源は、強い持続可能性の概

念を制限することで、より確保出来る可能性がある（Neumayer, 2003; IPCC, 2007b）。ある重要な解釈においては、

（様々な形式の自然資本の間での代替を認めるのではなく、）特定の非代替的資源（いわゆる「重要な自然資本」）

の物理的貯蔵は、維持されなければならないとされる（Ekins et al., 2003）。持続可能性の範囲内に留まるためのガ

ードレールは、非線形、不連続性、非円滑性及び非凸性により正当化されるか、それらが動機になることが多い

（Pearce et al., 1996）。一般的な関連要因として、自然科学者は、特定の転換点、すなわち小さな摂動が地球シス

テムの状態または発展を定性的に変化させる可能性のある臨界閾値について警告及び言及している（Lenton et al., 
2008）。予防原理は、自然資本を減少させる行動をしている人々に対して、自然資本の減少が無害であることの立

証責任を設定し、ガードレールからの距離を十分にとることを唱えている（Ott, 2003）。 
 
再生可能エネルギーは 3 本柱モデルの開発目標に貢献でき、また弱い持続可能性及び強い持続可能性の両方の条件

にて評価可能である。化石燃料やウランなどの非再生可能エネルギー源の消費は、自然資本を直接減少させる。対

照的に、再生可能エネルギーは、その資源の利用により将来の潜在的採取量が減少しない限りは自然資本を維持す

る。 
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9.2 持続可能な開発と再生可能エネルギー間の相互作用 
 
再生可能エネルギーと持続可能な開発の関係は、世界的、地域的な考慮を伴う目標と制約の積み重ねと見ることが

出来る。本章では、第 4 次評価報告書の結論と同じく、危機をもたらす人為起源な気候変動に対する緩和を行うこ

とが世界的な再生可能エネルギー技術の利用の増加を後押しする強い原動力の 1 つとなるというところから始め

る。気候変動の安定化レベル（たとえば、大気中の GHG 濃度の上限が最大 550ppmCO2eq 以下、もしくは産業革命

前の全球平均と比較して温度上昇の上限値が２度以下の状態）は受容されており、9.1 節で取り上げたとおり、強

い持続可能性の原則に対する暗黙の了解がある。 
 
再生可能エネルギーは、多くの温室効果ガス緩和戦略（第 10 章）において中心的な役割を担うと予想されており、

また、すべてのコスト負荷が最小になるように、技術的可能性と経済的効率性が高くなければならない。そのため、

技術的可能性及び削減の道筋を最適化するモデルの知識は重要である。しかし、エネルギー技術、経済的コストと

便益、及びエネルギー政策は、本報告書の他の章で述べたとおり、それらが組み込まれている社会や自然環境に依

存する。したがって、空間的及び文化的変化は、一貫した持続可能な開発への取り組みにおいてもう 1 つの重要な

因子となる。持続可能性の課題と解決法は、地理的状況（太陽放射など）、社会経済的状況（エネルギー需要の誘

発など）、社会内及び社会全体での格差、細分化された制度及び現存するインフラ（送電系統など）によって決定

的に異なる（Holling, 1997; NRC, 2000）だけでなく、持続可能性の規範的理解の違いによっても異なる（Lele and 
Norgaard, 1996）。そのため、分析者は、分析や解決のための戦略の地理的な位置や特定の場所に準じた差別化（e.g., 
Wilbanks, 2002; Creutzig and Kammen, 2009 など）と、持続可能性に対する認識論的観点及び規範的観点の多元性

（Sneddon et al., 2006 など）を求めている。 
 
このような状況は、持続可能な開発の目標全体と整合をとりつつ再生可能エネルギーの普及を確実なものとするた

めに、再生可能エネルギー技術の社会的影響と環境的影響の両方を評価することが必要であることを強調する。た

とえば、温室効果ガス排出上昇、森林破壊、他の目的に使用することのできない土地の拘束、水の消費により、再

生可能エネルギー技術自体がどの程度環境へ影響を与え、自然資本を減らすのかというような、これらの重要な警

告の一部を本章にて取り上げる。弱い持続可能性及び強い持続可能性パラダイムの点から見た、これらの影響の評

価は、脱炭素化及びその他の持続可能性の目標の間の潜在的トレードオフを明確にする。 
 
それゆえ、持続可能な開発を確実に行うための取り組みは、いくつかの緩和への道筋に新たな制約または選定基準

を課すことができ、事実上、政策決定者及び市民に対して強制的にトレードオフを認めさせることでもある。エネ

ルギーシステムにおける新たな境界条件それぞれについて、一部の開発の道筋は非持続的であるとして取り除かれ、

また、気候緩和について一部の技術的に実現可能なシナリオにおいても、持続可能な開発が重要である場合にはそ

の実現不可能となることがある。しかし、本章で取り上げたとおり、気候緩和シナリオと比較される現状継続（BaU）

の軌道も持続可能な開発を達成させるにはおそらく不十分である。 
 

9.2.1 第 9 章の枠組みと本報告書の他章とのつながり 
 
本章では、持続可能な開発の包括的な目標の促進において、再生可能エネルギーが担うことが出来る役割の概要に

ついて取り上げる。本報告書の第 1 章は、再生可能エネルギー技術を紹介し、気候変動緩和と関連づける。第 2～
7 章は特定の再生可能エネルギー技術単独のポテンシャルと影響について評価する。第 8 章は現在のエネルギーシ

ステムと再生可能資源との統合に焦点を当て、第 10 章及び 11 章では再生可能エネルギーや気候緩和の経済的コス

ト及び便益、さらに再生可能エネルギー政策の経済的コスト及び便益について、それぞれ取り上げる。統合的な章

として、本章では、様々なエネルギー技術の持続可能な開発の影響について比較・報告を行い、持続可能な開発に

関する再生可能エネルギーの普及に対する障壁またはその機会を取り上げることで、持続可能な開発の観点からの

再生可能エネルギーの役割を評価する。図 9.1 に本報告書の第 9 章とその他の章とのつながりについて示す。 
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図 9.1: 第 9 章の枠組みと他の章とのつながり 
 
持続可能な再生可能エネルギーの普及の道筋に対する最終的で包括的な評価のために、本章では、本報告書の他の

章において取り上げられているように、関連する経済的費用・便益や現在のエネルギー政策を含む各特定のエネル

ギー技術に関する情報をまとめる必要があろう。結果として、再生可能エネルギーの普及に関連する持続可能な開

発の機会について、政策決定者に対し道筋とその機会を実現する方法について示す一方で、意図しない副次的悪影

響を避けることで、その概要をはっきり示すことができたであろう。しかし、様々な潜在的な機会が多様であり、

現在のモデル能力に制約がある状況下では、そのような包括的な統合評価はまだ実用的ではない。本章では、1.4.1
節に概要が示されている明確に定義された以下の一連の機会の評価に焦点をあてる。 
 

・社会的・経済的発展 
・エネルギーアクセス 
・エネルギー安全保障 
・気候変動の緩和と環境・健康への影響の低減 

 
これらの一連の発展の機会は、持続可能な開発に貢献するために再生可能エネルギーが達成しなければならない目

標とみなすことが出来る。以降の節で取り上げるとおり、再生可能エネルギーは最新のエネルギー技術へのアクセ

スを増加させることができ、社会的・経済的発展を促進することを可能とする。エネルギーアクセスや社会的・経

済的発展のための対策は、たとえば、ジェンダー衡平性やエンパワーメントを含むエネルギー関連の衡平性の課題

を重視することで、現在の福祉に関係し、世代間の衡平性や持続可能性にもある程度関係する。エネルギー安全保

障、気候変動の緩和、環境影響の低減に対する再生可能エネルギーは、持続可能性に固有である世代間の福祉に関

する側面に対して潜在的な貢献があるのは明白である。エネルギーアクセス、社会的・経済的発展、及びエネルギ

ー安全保障の懸案事項は、非常に多くの場合、弱い持続可能性のパラダイムの下で検討されるが、これは、これら

の目標間のバランスを踏まえてトレードオフが考慮されるためである。一方、環境への影響は、通常、強い持続可

能性のパラダイムの下で評価されるが、これは、変革の道筋に対する制約として理解されることが多いからである。

責任ある意思決定を可能にするためには、代替エネルギーシステムの選択がもたらす持続可能な開発の目標に対す

る結果と起こりうるトレードオフを理解することが極めて重要である。 
 
 
本章では、これら 4 つの持続可能な開発の目標と再生可能エネルギー間の関係、同時に化石燃料及び原子力エネル

ギー技術についての科学論文の概要について説明する。将来的に付け加える必要のある持続可能な開発の側面から

の見方や潜在的な発展の道筋のより包括的な評価は、量的及び質的な方法で、またより叙述的な方法で概説されて

いる。9.3 節では、現在利用可能なデータ（ライフサイクル評価など）をもとにした静的ボトムアップ指標に注目

し、個々の再生可能エネルギー技術及びその他のエネルギー技術の社会経済的影響と環境影響を評価する。9.4 節

は、より動的なトップダウン型の統合方式によって、将来の再生可能エネルギーの普及と持続可能な開発の道筋の

相互作用の評価することを目的とする。道筋とは、世界規模の様々なエネルギー技術間の複雑な相互関係を対処す

る試みによるシナリオの結果であるとまずは理解されている。このため、第 9 章では主に、統合モデルを使用した

世界的なシナリオについて取り上げる。これらは第 10 章でも分析の中心となる。持続可能な開発の文脈における

再生可能エネルギーの障壁と機会の分析を目的とする 9.5 節にて分析を締めくくる。 
 
結論としては、持続可能な開発の多次元的課題の面で、再生可能エネルギーを評価すると、世界中で通用する唯一

の答えは存在しないといえる。多くの解決法が、地方、地域的及び文化的状況に強く依存し、また、発展途上国と
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先進国では解決法やの手法やそれぞれが重視する内容が恐らく異なる。そのため、本章では再生可能エネルギーを

利用する持続可能な開発に対する道筋をはっきりと薦めることはできない。 
 

9.2.2 再生可能エネルギー及び持続可能な開発の指標に対する持続可能な開発の目標 
 
エネルギー指標は、持続可能性原則と一貫性をもつエネルギー･サブシステムにて行われる進歩状況を各国が把握

する手助けとなる。指標の測定や報告は、持続可能な開発の実施を測定するだけではなく、実施を促し、また、意

思決定への波及影響も持つ（Meadows, 1998; Bossel, 1999）。しかし、エネルギーの持続可能性の測定は、様々な概

念的及び技術的課題が付随しており（Sathaye et al., 2007）、手法の更新が必要となる（Creutzig and Kammen, 2009）。 
 
過去 20 年にわたり、経済、社会及び環境の幅広いテーマに関連する、持続可能な開発に対する統一された一連の

エネルギー指標の開発が進展してきた（Vera and Langlois, 2007）。再生可能エネルギー技術においては、量的指標

は電気料金、技術のライフサイクル全体における温室効果ガス排出量、再生可能エネルギー源の利用可能性、エネ

ルギー変換効率、必要な土地及び水消費を含む（Evans et al., 2009）。他の手法では、再生可能エネルギーシステム

の性能、正味エネルギー要求量(net energy requirement)、温室効果ガス排出及びその他の指標を基にした、様々な再

生可能エネルギーシステムと比較した性能指数を開発している（Varun et al., 2010）。 
 
普遍的に使用されている国内総生産（GDP）を超えて経済発展の概念を拡大する必要があるため、持続可能な開発

の様々な指標が提案されている。弱い持続可能性の総合指標には、グリーン国民純生産、真の貯蓄量（Hamilton, 1994; 
Hamilton and Clemens, 1999; Dasgupta, 2001）、持続可能な経済福祉指標（ISEW）、真の進歩指標（GPI）（Daly, 2007
など）などがある。持続可能な経済福祉指標（ISEW）や真の進歩指標（GPI）は強い持続可能性の支持者により中

間段階として提案されている。特に、後者の 2 つのように国内総生産を拡大した指標は、1970 年代または 80 年代

以降、国内総生産から質的に大きく外れる傾向にあり、多くの経済協力開発機構（OECD）参加国においてその指

標は沈滞している（イギリスにおいては減少している）（Lawn, 2003）。強い持続可能性により一致している指標

は、環境収容力・エコロジカルフットプリント･復元力（Pearce et al., 1996）、持続可能な国民所得・持続可能性の

ギャップ（Hueting, 1980; Ekins and Simon, 1999）が含まれる。 
 
しかし、経済発展に対する集合指標の使用（たとえば人間開発指数（HDI）または持続可能な経済福祉指標（Fleurbaey, 
2009））は重大な問題を引き起こす。結果の値は不確実性が高いと指標づけられ、また、方法論的及び認識論的見

地において疑問視されることが多い（Neumayer, 2003）。集合指標の構成要素の重みづけのための特定の選択に対

する厳密な正当化は困難であり、また、多くの指標は代用指標であるため、量的な正確さを伴わない誤ったメッセ

ージを伝える恐れもある。また、複合指標の構成要素のために、信頼性が高く国際的に一貫したデータ系列を獲得

するのは困難であることが多い。持続可能性の集合指標は社会的発展や経済的発展の多くの側面を統合するため、

再生可能エネルギーの普及によるある特定の持続可能性に対する影響が無視される。続可能性の評価はよく識別さ

れた指標の計器盤を必要とする（Stiglitz et al., 2009）。 
 
9.3 節では、静的ボトムアップ測定の観点で再生可能エネルギーを評価するが、一方でその限界を認識している。

9.2.1 節で定義した、持続可能な開発の 4 つの目標は、持続可能な開発に対する再生可能エネルギーの貢献を評価

するガイドラインとして用いられる。持続可能性は、境界が開かれた概念であり、未知の可能性に対する転向要素

（tipping element）に直面するため、最終段階まで一貫した量的評価の実現は疑わしい。新たな課題が出現したり

新たなデータが利用可能になったりした場合に調整される可能性のある量的指標は、既存の文献の評価のための適

切な枠組みを表すが、持続可能な開発に対する包括的で一貫性を持つ測定方法を獲得するための大きなギャップを

埋めることができない。 
 
社会的・経済的発展 
 
経済成長とエネルギー消費拡大の間に強い相関関係があるため、エネルギー部門は一般に、経済発展に対する鍵と

認識されてきた。国内総生産や一人当たりの国内総生産などの指標は、数十年の間、経済発展を示す数字の尺度と

して使用されてきた（統合モデルなど。9.4.1 節を参照）。また、人間開発指数は一人あたりのエネルギー使用量

と密接に関連するとされている（9.3.1 節を参照）。人間開発指数は、各国の相対的発展レベルを評価するのに使

用され、また、購買力平価で調整された収入、リテラシー及び平均余命をその 3 つの主要マトリクスとして含む。

人間開発指数は、社会の幸福度を評価する多くの潜在的な基準の 1 つに過ぎないが、発展を示す尺度の指標として

の役目を持ち得る。 
 
上記パラメータ（国内総生産、人間開発指数）の時系列データの可用性により、これらのパラメータは本章で指標

として利用される（9.3.1.1 及び 9.3.1.2 節）。しかし、総合的マクロ経済パラメータ（国内総生産）や、これらの

経済指標（人間開発指数）の拡張版ですら、社会的及び経済的発展の持続可能性の全体像をとらえるのには不十分

である点は重要である。技術発展の追加的な指標はエネルギー強度の減少である。つまり、1 ドルの国内総生産を

生み出すのに必要なエネルギー量の減少量である。 
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経済の効率的特性を示す指標以外にも、たとえば雇用機会の増加のようなマクロ経済の追加的便益は、再生可能エ

ネルギーと潜在的に関係がある（9.3.1.3 節参照）。また、2009 年にコペンハーゲンで行われた会議での合意など

に基づいて、発展途上国が気候変動緩和対策を行うことを支援するために財務的支援の約束が富裕国家間でなされ

ている（9.3.1.4 節を参照）。後半において指摘したこれらの点はそれぞれ、地域的状況及び実施される特定の政策

によって、プラスの影響またはマイナスの影響のいずれかをもつ可能性がある。 
 
エネルギーアクセス 
 
再生可能エネルギーまたは非再生エネルギーのいずれであっても、近代的エネルギーサービスへのアクセスは、特

に発展の初期段階にある国々にとって、発展の評価と密接な相関関係にある。実際に、適切なエネルギーのサービ

スとミレニアム開発目標（MDG）の達成の間の関連性は、2002 年の持続可能な開発に関する世界首脳会議にて提

起されたヨハネスブルグ実施計画にて明確に定義された（IEA, 2010b）。多数の研究にて強調されている通り、社

会の最貧層が（電力または天然ガスといった）近代的エネルギーにアクセス出来るようにすることは、8 つのミレ

ニアム開発目標のいずれを達成するためにも極めて重要である（Modi et al., 2006; GNESD, 2007a; Bazilian et al., 
2010; IEA, 2010b）。 
過去数百年にわたり、工業化された社会は、非再生可能な化石エネルギー源、原子力エネルギー及び大規模な水力

発電を有効利用し、自分たちの生活の質を変革させてきた。しかし、2010 年において、世界人口の約 20%は、主

に農村部に住んでいて、いまだに電力へのアクセスができずにいる。その 2 倍の人数が伝統的バイオマスを主な手

段として調理を行っており、それは主に非持続的な方法に集中している（IEA, 2010b）。エネルギーアクセスを高

めるための協調的な取り組みが欠落しているため、電力へのアクセスや現代的な調理ができない人々の絶対数が、

今後数十年での大幅に変わるとは推測されていない。 
 
9.3.2 節でより詳細に検討された具体的な指標は、収入に関連する一人当たりの最終エネルギー消費と、電力アク

セスの分析（農村部と都市部で分割）、石炭または伝統的バイオマスを調理に利用する人数データである。国内ま

たは地域内の農村部と都市部の間にある様々な不均衡（使用されるエネルギーの形態及び量に関して、またはイン

フラの信頼性などに関して）を解消するためのエネルギーシステムの将来に向けた道筋が持続的であるかを評価出

来るモデルの必要性がエネルギーアクセスの議論の中に潜んでいる（9.4.2 節を参照）。 
 
エネルギー安全保障 
 
「エネルギー安全保障」という用語の定義で広く受け入れられているものはなく、この用語の意味は状況に強く依

存する（Kruyt et al., 2009）。一般的なレベルにおいては、この用語は、エネルギー供給の（突然の）分断に対する

頑健性と理解するのが最もよいと考えられる（Grubb et al., 2006）。エネルギーシステム全体で広く考えると、変

化する時間的及び地理的規模の違いによって、安全保障が異なった局面で運用されていることが識別出来る

（Bazilian and Roques, 2008）。資源の可用性と分配、及びエネルギー供給の変動性と信頼性という 2 つの広範囲の

テーマは、現在のシステムまたは将来の再生可能エネルギーシステム計画のいずれにおいてもエネルギー安全保障

に関連する問題として認識することが出来る。経済成長とエネルギー消費の相互依存を考えると、継続する分断は

多くの社会に対し、深刻な経済的及び基本機能的問題を引き起こす可能性があるため、安定的なエネルギー供給の

確保は先進国と発展途上国の経済が共に直面する主な政策的懸念と技術的・経済的課題である（Larsen and 
Sønderberg Petersen, 2009）。 
 
長期的に見て、化石燃料の不足及び化石埋蔵物の質の低下する可能性をあることは、持続可能な世界の再生可能エ

ネルギーシステムへの移行するための重要な理由となる。復元可能な化石燃料資源量の問題は異論が多く、楽観主

義者（Greene et al., 2006）はより悲観的な見方（Campbell and Laherrère, 1998）や投資が不足するという中間主義者

の慎重な予測（IEA, 2009）から反論されている。しかし、再生可能エネルギーの利用増加により、各国において化

石燃料の利用からの移行が可能になり、現在の化石燃料の埋蔵の枯渇は鈍化し、これらの埋蔵が枯渇する時はさら

に先に延びる（Kruyt et al., 2009）。 
 
短期的には資源の可用性及び分配の制約についての懸念もまた、エネルギー安全保障の重要な要因となる。他に特

別な条件がない限り、エネルギーシステムの単一のエネルギー源に対する依存が高まると、エネルギーシステムが

重大な分断に陥りやすくなる。例として、石油供給の分断、予想外の大規模で長期にわたる風不足や日照の低下（天

候によるものなど）、またはあらゆる供給源の予期しない影響の発生などがあげられる。 
 
エネルギー輸入（化石燃料であれ再生エネルギーの導入に必要な技術であれ）に対する依存は発展途上国及び工業

国のエネルギー源の潜在的な不安定性を意味する。たとえば、国際エネルギー機関（IEA、1970 年代の第一次オイ

ルショックに対応するため設立された）は加盟国の石油供給分断に対する脆弱性への対応策として、各国で 90 日

分の純輸入量の石油を備蓄として保有するよう指示してきた。化石燃料と比較して、再生可能エネルギー資源は世

界中により平等に分布しており（WEC, 2007）、一般的には世界市場にて取り引きされることが少ない。そのため、

国のエネルギー・ポートフォリオでの再生可能エネルギーの割合が高まることにより、実際のエネルギー輸入への

依存度を低下させることが出来る（Grubb et al., 2006）。それゆえ、再生可能エネルギー源による供給オプション
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のポートフォリオの多様性への寄与、及び価格変動に対する経済的な脆弱性低下の程度（Awerbuch and Sauter, 2006）
は、世界、国内及び地方レベルでのエネルギー安全保障を高める機会を意味する（Awerbuch, 2006; Bazilian and 
Roques, 2008）。 
 
様々な時間規模（秒単位から季節単位まで）によって変化する再生可能エネルギー技術の導入はエネルギー安全保

障に新たな懸念をもたらす。それは、敵対的な仲介業者(agent)による供給の分断に対する懸念だけではなく、危険

性や自然の予測できない変化（日照りのような極端な出来事など）に対するエネルギー供給の脆弱性である。しか

し、再生可能エネルギーは、特に、送電系統へのアクセスがたびたび不十分となる遠隔地や農村部において、エネ

ルギーのサービスの信頼性向上への貢献が可能である。エネルギー資源の様々なポートフォリオは、優れた管理及

びシステム設計（たとえば、必要に応じてエネルギー源の地理的多様性を含めるなど）を伴うかどうかに関係なく、

安全性向上に役立つ可能性がある。 
 
安全性に対する特有の指標は特定が困難である。上に示した 2 つの広範囲なテーマに基づき、持続可能な発展のエ

ネルギー安全保障の程度に対して情報を提供するために使用される指標は、埋蔵量、可採年数、一次エネルギー消

費全体における輸入の割合、全輸入量におけるエネルギー輸入量の割合、変動性があり予測不可能な再生可能エネ

ルギー源の割合がある。 
 

気候変動緩和及び環境や健康への影響の低減 
 
第 1 章で述べたとおり、気候変動の緩和を目的とする温室効果ガス排出の削減は、再生可能エネルギー技術の需要

の高まりを背景とする主要な原動力の 1 つである。しかし、エネルギーシステムからの環境に対する負荷全体を評

価したり、潜在的なトレードオフを表面化したりするためには、その他の影響や分類の特定も考慮されなければな

らない。水や大気に対する大量の排出や、エネルギー生産の単位当たりの水、エネルギー、土地の使用量は、技術

全体で評価されなければならない。パラメータのいくつかは正確に定量化出来るが、その一方で、その他に関して

は包括的なデータや有益な指標は不足しているであろう。また、人類の健康や生物多様性に対する包括的な影響を

導き出すことは、これらの影響の多くが特定の土地、曝露経路や環境に特有であり、単一源に起因するとは考えに

くいことが多いため、困難な作業である。 
 
環境影響評価やリスク評価など、プロジェクトの環境への影響を評価する方法複数の方法がある。多くは場所によ

り異なり、設備の運転に関連する直接的な環境への影響に制限されることが多い。比較のための明確な枠組みの提

供のため、9.3.4 節でのボトムアップ測定にはライフサイクル評価（LCA）が選ばれているが、これは、通常運転

以外における負荷の主な原因となる事故リスクを相対的に評価することによって補われている。エネルギー供給技

術の公開済みライフサイクル評価の多くは、ライフサイクルの目録のみを集めており、これは、環境基準に対する

効果（または影響）の報告よりもむしろ環境に対する排出の定量化（またはリソースの消費量）の評価である。ラ

イフサイクルの影響を報告する文献または総括的な持続可能性指標が不足しているため、9.3.4 節においても、同

様の手法が用いられる。部分的には、これは様々な影響のカテゴリの非整合性によるものである。様々な形式の指

標を組み合わせて 1 つの全体的な点数を算出しようという試み（たとえば、影響の道筋を共通の評価項目へ結合す

ることや、貨幣化（monetization）により）が行われてきた。しかし、そのような採点法に付随する不確実性はあま

りにも多く、方針の決定を不可能としている（Hertwich et al., 1999; Rabl and Spadaro, 1999; Schleisner, 2000; Krewitt, 
2002; Heijungs et al., 2003; Sundqvist, 2004; Lenzen et al., 2006）。しかしながら、10.6 章にて社会的コストについて説

明し、また 9.4.4 節における分析の一部は影響の貨幣化をもとにしている。後半の節にて、土地利用変化や関連す

る温室効果ガス排出及び地方の大気汚染に焦点を当て、マクロ視点による再生可能エネルギー普及のシナリオ分析

において、どの環境への影響が代表的であるかについて分析する。 
 

9.3 社会、環境、経済的な影響: 世界及び地域の評価 
 
国によって開発レベルが異なれば、再生可能エネルギー（RE）の進歩に対する動機も異なる。開発途上国の場合、

再生可能エネルギー技術を導入する理由として、最も可能性の高いものは、エネルギーアクセスの提供（9.3.2 節

を参照）、公式な（即ち法規制がなされ、課税可能な）経済における雇用機会の創出、エネルギー輸入コストの低

減（または、化石燃料輸出国の場合、その天然資源量の寿命長期化）がある。先進産業国の場合、再生可能エネル

ギーを推進する主な理由には、気候変動緩和のための二酸化炭素排出削減（第 1 章を参照）、エネルギー安全保障

の強化（9.3.3 節を参照）、及び縮小する製造部門の雇用減を再生可能エネルギーに付随する新規雇用により緩和

するような経済における構造的変化の積極的な推進などがある。本章で評価する 4 つの持続可能な開発の目標につ

いての概念説明は、9.2.2 節を参照のこと。 
 

9.3.1 社会及び経済の発展 
 
この節では、持続可能な社会及び経済の発展への再生可能エネルギーの潜在的な貢献について評価する。ただし、

持続可能な開発の複次元的な性質により、全緩和オプションの包括的評価が関連する全コストの正式な計算を行う
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ことはできない。むしろ、次の節にて、主要問題を特定し、発展の面から再生可能エネルギーと化石燃料の関連す

る便益とデメリットについて議論する枠組みを提供する。 
 
9.3.1.1 エネルギーと経済成長 
 
エネルギーフローを制御する能力は工業生産及び社会経済の発展（Cleveland et al., 1984; Krausmann et al., 2008）に

対する非常に重要な因子であることから、産業社会は、「高エネルギー文明」と特徴づけられることが多い（Smil, 
2000）。世界的には、1 人当たりの収入は 1 人当たりのエネルギー消費と正の相関があり、経済成長は、過去数十

年におけるエネルギー消費量増加の背景にある、最も関連性の高い要因と認識されている。しかし、エネルギー消

費とマクロ経済的な生産額の増加との因果関係の方向性には、意見の一致はみられない。これは結果が、採用する

経験的方法論と研究の地域や時期に強く依存するためである（D. Stern, 1993; Asafu-Adjaye, 2000; S. Paul and 
Bhattacharya, 2004; Ang, 2007, 2008; Lee and Chang, 2008）。 
 
工業化は経済の構造的変化を引き起こすため、エネルギー需要に影響を与える。経済活動が拡大及び多様化するに

つれ、より高度で柔軟なエネルギー源への需要が生まれている。農業に強く依存する社会では、一次エネルギー消

費の大部分を伝統的バイオマスから得る一方で（Leach, 1992; Barnes and Floor, 1996）、収入が増えるつれ石炭及び

液体燃料（灯油や液化石油ガスなど）の重要度が増し、電力、ガス及び石油は 1 人あたりの収入が高い場合に優位

に立つ（Grübler, 2004; Marcotullio and Schulz, 2007; Burke, 2010、9.3.2 節及び図 9.5 を参照）。部門別にみると、発

展の初期段階にある国は、居住部門で（次いで農業部門でも）消費するエネルギーが、一次エネルギー全体のなか

で占める割合が最も大きい。新興国経済においては、製造部門が優位に立っている。一方、完全に工業化した国に

おいては、サービス及び輸送が占める割合が徐々に増加している（Schafer, 2005、図 9.2 を参照）。また、著者の

多くは（Jorgenson, 1984; Schurr, 1984 など）は、電力（他のエネルギーと比較して質が高く柔軟性も高い）が産業

先進国において生産の機械化及び自動化の原動力となっており、継続的な生産性向上に大きく貢献している点を指

摘している。 
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図 9.2: 経済部門によるエネルギー消費（EJ）。基礎データは、直接等価法1ではなく IEA の物理量法（physical content 
method）で計算されている点に留意（IEA, 2008c）。 
 
注: RoW = その他の国  
 
産業先進国グループでは発展途上国よりも一人あたりのエネルギー消費量が非常に多いという事実にも関わらず、

国全体のエネルギー消費パターンにおける縮図の特徴はそれ以上に重要である。エネルギー消費が比較的低くても

1 人当たりの収入が高い国（日本など）がある一方で、エネルギー消費が高いにも関わらず、比較的貧しい国もあ

る。特に、この傾向は化石燃料資源が豊富な国で見られる。これらの国ではエネルギーに多額の補助金が支給され

ることが多い（UNEP, 2008b）。発展途上で過渡期の経済は、多くの場合「リープフロッグ」が可能であると強く

主張されている。つまり、工業化の段階で現在の成長しきった工業経済と比較して、低エネルギー集約型及び低炭

素集約型の成長パターンに着手するため、近代的で効率の良いエネルギー技術を採用することが可能である 
（Goldemberg, 1998）ということだ。たとえば、東ヨーロッパの EU 加盟 12 か国のある研究は、1990 年から 2000
年の間に、十分に産業化した先進国及び移行経済国の間の、1 人あたりの収入（購買力平価にて測定）の集束が、

後者（移行経済国）におけるエネルギー強度の大幅な低下に付随して発生することを発見している（Markandya et al., 
2006）。産業先進国において、ある仮説が、構造変化としてのエネルギー強度が一定に減少することにより、エネ

ルギー消費から経済成長を大幅に分離させることができ、また、効率性の向上が経済活動の「脱物質化」

（dematerialization）の引き金となり得ると示唆している（Herman et al., 1990）。しかし、ほぼすべての地域におい

て時間の経過とともにエネルギー強度（つまり、国民総生産単位当たりのエネルギー消費）の減少が見受けられる

にもかかわらず、過去においては、エネルギー強度の低下よりも経済成長の方が速く進むことが多く、そのためエ

ネルギー強度の低下はエネルギー消費を実際に抑えるには不十分であることがわかっている（Roy, 2000）。また、

産業先進国におけるエネルギー強度の減少は、エネルギー集約型産業が徐々に発展途上国へと移行しているという

                                                        
1 過去のエネルギーデータは経済部門ごとのエネルギー使用（の分析）にのみ利用可能である。直接等価法を用いたデ
ータ換算時に、各経済部門で使用する多様なエネルギーキャリアも明らかにする必要があるだろう。 
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事実により部分的に説明出来ると主張されてきた（G. Peters and Hertwich, 2008; Davis and Caldeira, 2010）。また、

実際のエネルギー効率の向上は、高品質の燃料へ移行することにより大きく推進されており、エネルギー強度の低

下を漠然と継続し続けることは期待できない（Cleveland et al., 2000; R.K. Kaufmann, 2004）。 
 
9.3.1.2 人間開発指数とエネルギー 
 
9.2.2 節ですでに述べたとおり、産業先進社会における生活の質の向上は、今までのところ主として非再生可能エ

ネルギー源の開拓をもとにしている（一方で、産業化の初期段階、また今日の多くの発展途上国において水力発電

の果たす重要な役割に注意する）。その生産目的の重要性とは別に、クリーンで信頼性のあるエネルギーへのアク

セスは、健康、教育、男女平等、安全な環境といった人間開発の基本的な決定要因の重要な前提条件である（UNDP, 
2007）。 
 
図 9.3 では人間開発指数（9.2.2 節を参照）と 135 か国の 1 人当たりの一次エネルギー消費の間の相関関係を示す。

グラフはエネルギー消費と人間開発指数間の正の相関を示す。特に、人間開発のレベルが最も高い国は、最大のエ

ネルギー消費者でもある。エネルギー需要が比較的少ない（1 人当たり 84GJ 未満）国々ではより分散されている。

一部は低い人間開発指数レベル（0.5 未満）へ抑制される一方、その他の相対的エネルギー消費では中程度（0.5 か

ら 0.8）の人間開発指数を示している。エネルギー消費のレベルが上がると、エネルギー利用と人間開発指数間の

正の関係の収束(saturation)が始まる（Martinez and Ebenhack, 2008）。これは、妥当な生活水準を保証するにはある

一定のエネルギーの最低量が必要であることを意味する。Goldemberg （2001）により一人当たり 42GJ という値が

提案され、その後にエネルギー消費量の増加が生活の質をわずかに向上させる。 
 

 
 
図 9.3: 一人あたりの総エネルギー消費量（GJ）と各国の人間開発指数（HDI）間の相関。エネルギー利用の基本

データは、直接等価法ではなく、IEA の物理量法を用いて算出されることに注意2。UNDP （2010） 及び World Bank 
（2010）を基にした。 
 
9.3.1.3 雇用創出 
 
UNEP （2008a）の最近の研究によると、再生可能エネルギーはすでに、全世界の約 2,300 万の仕事を占めており、

多くの国において、雇用創出は再生可能エネルギー源への投資の主な便益の 1 つとみなされている。ドイツの環境

省による研究では、2006 年に約 236,000 名の人々が再生可能エネルギーに従事しており、2 年前の約 161,000 名か

ら増加した（BMU, 2009）。インド、ネパール及びアフリカの一部（Cherian, 2009）、またブラジル（Goldemberg et 
al., 2008; Walter et al., 2011）における再生可能エネルギーの利用の例では、発展途上国の大部分において、再生可

能エネルギーは地方の経済発展及び社会発展を促進出来ると示している。多くの政府が、クリーンエネルギー技術

に関する多額の出費をその技術の刺激策に含めていて、この刺激策は、金融及び経済危機に対応して実践されてき

た（N. Bauer et al., 2009; Bowen et al., 2009）。アメリカでは、ある研究（Houser et al., 2009）が、グリーン技術への

財政措置として 10 億 US ドル（2005 年）の出費ごとに、約 33,000 の雇用を生み出す可能性があると示唆した。ア

メリカ進歩センターによる別の研究（Pollin et al., 2008）では、907 億 US ドル（2005 年）のグリーン技術刺激策は、

およそ 200 万の雇用を生み出せると推計した。クリーンエネルギーへの 820 億 US ドル（2005 年）の出費をアメリ

カ復興・再投資法に盛り込んだ大統領経済諮問委員会‐米政権のプロジェクト（The Council of Economic Advisors to 
the US administration projects）は 2012 年まで、72 万の雇用創出または安全措置を行うとしている。さらに長期的な

                                                        
2 過去のエネルギーデータは国ごとの一人あたりのエネルギー消費（の分析）にのみ利用出来る。直接等価法を用いた
データ換算時に、各国で使用する多様なエネルギーキャリアも明らかにする必要があるだろう。 
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観点より、多くの国家的グリーン成長戦略は、たとえば中国、韓国、日本、EU 及びアメリカにおいて（UNEP, 2010）、
雇用創出に対する重大な貢献として再生可能エネルギーの普及を重視してきた。また、ある研究（Barbier, 2009）
は、「世界のグリーン・ニューディール」は、低炭素輸送及び関連する活動のみで、長期にわたり 3,400 万を超え

る雇用を創出出来るだろうと主張している。 
 
雇用の減少効果もあるとする他の研究はこの点においてより批判的であり、雇用の創出効果があるという主張は、

それを計算するために用いられる手法についての論争によってさらに力を失っている（Sastresa et al., 2009）。再生

可能エネルギー政策の労働市場効果の評価は、いずれのケースにおいても、中期的にバリューチェーンと生産パタ

ーンをどのように調整するか、長期においては構造的調整や革新的な活動がどのように反応するかを評価するとい

う困難な作業である（Fankhauser et al., 2008）。再生可能エネルギーを、労働市場に内在する非効率性を修正する

ために採用される道具とみなすべきではない。包括的評価では、特定の技術のすべての社会的コスト及び便益（労

働市場の摩擦との相互作用を含む）において、公平な条件にて再生可能エネルギーと化石燃料を適切に比較出来る

ことを要因として盛り込むことが必要である。これは、再生可能エネルギーの支援スキームのコストと化石燃料の

補助金を含む（9.5.2 節を参照）。 
 
9.3.1.4 再生可能エネルギーへの財政支援 
 
この節にて述べる再生可能エネルギーの特定の便益の評価は、国特有の事情においてのみ査定可能である。特に発

展途上国においては、関連するコストは、増加するエネルギー需要を満たすために再生可能エネルギーが望まれる

かどうかを判断する主要因子であり、エネルギー価格の上昇が途上国の発展の可能性を脅かす場合があるという懸

念が指摘されている（Mattoo et al., 2009）。しかし、9.3.2 節にてより詳しく説明する通り、再生可能エネルギーは

化石燃料（ディーゼル発電機など）に比べ、送電系統の利用ができない貧しい農村部においてコスト低減の可能性

をもたらすと示されてきた（Casillas and Kammen, 2010）。それにもかかわらず、一般に再生可能エネルギーの純

経済コストは、多くの例において、化石燃料をベースとするエネルギー生産の純経済コストを上回る（2.7、3.8、
4.7、5.8、6.7、7.8 及び 10.5 節を参照）。また、再生可能エネルギーの採用へのさらなる財務的障壁について、11.4.3
節にて説明する。 
 
全体的に言えば、コストの検討は、適用される負荷分担の枠組みを切り離して、即ち世界的な公益と位置付けられ

る温室効果ガス削減から得られる便益のためのコストを誰が引き受けるかを決めずに議論することはできない（N. 
Stern, 2007）。たとえば、コペンハーゲン合意は、2010 年から 2012 年までの間に、260 億 US ドル（2005 年）を、

発展途上国において気候対策に使用出来るようにすべきであるとしている（緩和及び適応を含む）。また、この総

計は、2020 年までに 1 年あたり 860 億 US ドル（2005 年）まで拡大すべきともしている（UNFCCC, 2009）。中期

から長期の発展途上国に対する財政的な流れの推計は、温室効果ガス安定化レベル及び適当とみなされる負荷分担

スキームに高度に依存して、大きな変化を見せる。排出権の一人あたりの配分に等しい大気中の二酸化炭素を

450ppm と仮定する安定化シナリオの推計によると、気候資金に関連する資金の流入は、2020 年ごろには、サハラ

以南のアフリカで国民総生産の最大 10%、インドでは最大 5%に達するだろう（IMF, 2008）。明らかに、この大き

な資金の流入は、再生可能エネルギーをベースとするエネルギーシステムへの移行支援において大きな役割を果た

すことが可能である。しかし、レントシーキング（rentseeking、企業が独占利益を得るために政府などに法制や政

策の実施を働きかける活動）の動きを誘発し製造活動を締め出すことで発展を弱めるのではなく、この移行が実際

の持続可能な開発の便益をもたらすようにして、大きな資金の流入を適切に統制することも非常に重要である

（Strand, 2009）。リソースレント（resource rents、鉱物資源による企業の利益）及び援助の流れ（aid flows）の統

制（たとえば、透明性及び歳入管理に関連するベストプラクティスの特定による）からの見識は、これらの課題に

ついての指針を提供出来る。したがって、再生可能エネルギーの採用決定は、単独の基準のみを基にすることはで

きないが、経済コスト、副次的便益（エネルギーアクセス、エネルギー安全保障、及び健康や環境への影響低減な

ど）、また、気候資金を用いる新たな資金提供の可能性を含む様々な局面における要素でなければならないことを

ここで再び強調しておく。 
 

9.3.2 エネルギーアクセス 
 
現在、世界の人口の大部分が、近代的でクリーンなエネルギーのサービスにアクセスできずにいるか、またはアク

セスを限定されている。持続可能な開発という観点から見て、現在、エネルギーのサービスにアクセスできずにい

るか、またはアクセスを限定されているグループ：貧困層（財産、所得またはより統合的な指標で測定）、農村部

地域や送電系統に接続していない人々）に対するエネルギーのサービスの可用性を高めるために、持続可能なエネ

ルギーの拡大が必要である。家庭においては、公害及び非効率なエネルギーのサービスからの女性に対する影響が

頻繁に見られてきた（A. Reddy et al., 2000; Agbemabiese, 2009; Brew- Hammond, 2010）。 
 
表 9.1 に電力にアクセスできない人数の推計を示す。これは、2009 年に総計で 14 億人を超えた。地域的分布は、

これが、もっぱら発展途上国の問題、特にサハラ以南のアフリカや南アジアにおける問題であることを示している。 
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表 9.1: 2009 年における電力にアクセスできない人（百万人単位）を地域ごとに表示。IEA の World Energy Outlook 
2010（新政策シナリオ）に基づく 2015～2030 年の予測、及び予測される電力化率の結果としての将来にアクセス

可能になる総人数の割合（IEA, 2010b）。 
 
地域 2009 2015 2030 2009 2015 2030 

農村部 都市部 合計 合計 合計 % % % 
アフリカ 466 121 587 636 654 42 45 57 
 サハラ以南のア

フリカ 
465 120 585 635 652 31 35 50 

アジアの発展途上

国 
716 82 799 725 545 78 81 88 

 中国 8 0 8 5 0 99 100 100 
 インド 380 23 404 389 293 66 70 80 
 その他のアジア

諸国 
328 59 387 331 252 65 72 82 

ラテンアメリカ 27 4 31 25 10 93 95 98 
発展途上国※ 1,229 210 1,438 1,404 1,213 73 75 81 
世界※※ 1,232 210 1,441 1,406 1,213 79 81 85 
注: ※ 中東諸国を含む。  ※※OECD 及び移行経済を含む。 
 

国連事務総長のエネルギーと気候変動に関する諮問グループからの最新の報告書（AGECC, 2010）は、持続可能な

開発を促進する主要部分として、2030 年までの近代的エネルギー源の普遍的アクセスの重要性を強調する。エネ

ルギーと気候変動に関する諮問グループはまた、「アクセス」という用語の再認識について提案し、送電系統の拡

大によるエネルギーアクセスの拡大、またはディーゼルプラントのような化石燃料技術の効果を超える、持続可能

な開発に対する再生可能エネルギーの特定の貢献を明らかにする。この方法は、エネルギーアクセスを「調理、暖

房（加熱）、照明、通信及び生産用途に用いるクリーンで、信頼性が高く手頃なエネルギーのサービスへのアクセ

ス」と定義し（AGECC, 2010）、人間の基本的欲求を満たすことから持続可能な開発の自立プロセスの産出への移

行に含まれる漸進的プロセスについて示す（図 9.4）。 
 

 
 
図 9.4:エネルギーのサービスに対するアクセスの漸進的レベル（AGECC, 2010、IEA のデータと分析を基に作成） 
 
注: kgoe は石油換算 kg。 
 
照明、通信、健康管理及び教育に対する電力供給などの基本的な水準のエネルギーアクセスでも、コスト節約を含

め、コミュニティーまたは家庭に大きな便益をもたらすことが出来る。しかし、エネルギーと気候変動に関する諮

問グループは、広義のエネルギーアクセスを主張し、最貧国の生活改善及び地方経済の発展の促進のため、エネル

ギー水準は基本サービスだけではなく生産用途に対するものにもすべきと主張する（図 9.4 を参照）。社会的及び

経済的基準に対する数値化最小要望などエネルギーアクセスの概念についてのより詳しい説明は Modi et al. （2005）
を参照のこと。 
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照明、健康、教育、通信及びコミュニティサ

ービス（年間 1 人あたり 50～100kWh） 
 
調理及び加熱に対する近代的燃料と技術 
（50～100kgoe の近代的燃料または改良型

のバイオマス調理ストーブ 

レベル 1 
人間の基本的欲求 

生産性を高める電力、近代的燃料及びその他

のエネルギーのサービス 
例: 
- 農業: 灌漑のための揚水、肥料、機械化さ

れた耕作 
- 商業:農産物加工、家内工業 
- 輸送:燃料 

レベル 2 
生産用途 多くの家庭用電化製品、冷暖房及び水の冷

却・加熱に対する要望の増加、自家輸送（電

力使用は年間 1 人当たり 2,000kWh）に対す

る近代的なエネルギーのサービス 

レベル 3 
近代社会のニーズ 
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アクセス問題は、地方の事情にそって3、理解される必要があり、多くの国々では、都市部及び農村部における電

力化の間に大きな違いがある（Baumert et al., 2005; Bhattacharyya, 2005; World Bank, 2008b; UNDP and WHO, 2009; 
Brew-Hammond, 2010; IEA, 2010a）。これは、特にサハラ以南のアフリカ及び南アジア地域において事実である一

方、統計は、国全体の電化率は高い国においても、いまだに農村部のアクセスが発展途上の地域における懸念事項

となっていることを示している。また、近代的なエネルギーのサービスにおける農村部と都市部の格差がいまだに

非常に著しいことを浮き彫りにしている（表 9.1 参照）。 
 
再生可能エネルギーを基盤とする分散型送電系統は一般に、全国の送電系統から遠く離れた農村部地域にてより競

争力を持つ（Baumert et al., 2005; Nouni et al., 2008; Deichmann et al., 2011）。また、農村部地域の電化は遅れている

ため、再生可能エネルギーを基盤とする小規模系統システムには大きな機会がある。都市部における電力へのアク

セスの増加における再生可能エネルギーの役割は、注目すべきものは少ない。これは、他の送電系統供給オプショ

ンによる競争力、または家庭やコミュニティーレベルにおける社会的経済的問題のいずれかと関連する。ここで、

アクセスは法律上の土地問題や手の届く価格かどうかがネックとなる。 
 
現在、約 27 億の人々が、調理用のエネルギーを木材、木炭及び糞のような伝統的バイオマスに頼っている。また、

別の 5 億人が石炭を利用していると推定されている（表 9.2）。この推計の不確実性は高いが、様々なデータにお

いてもこの範囲は限られている（EA, 2010a）。電気を利用できない 14 億を超える人々以外にも、約 13 億人がい

まだに、何らかの形の電力を利用する代わりに、調理などのエネルギーを必要とするサービスにバイオマス、灯油、

石炭または液体石油ガス（LPG）を使用している（Bravo et al., 2008; Karekezi et al., 2008; Dhingra et al., 2009, IEA, 
2010b）。 
 
表 9.2: 2009 年における、調理に伝統的なバイオマスを利用する人の数（百万人）（IEA, 2010b） 
 
地域 合計 
アフリカ 657 

  サハラ以南のアフリカ 653 

アジアの発展途上国 1,937 

  中国 423 

  インド 855 

その他のアジア諸国 659 

ラテンアメリカ 85 

発展途上国※ 2,679 

世界※※ 2,679 
注: ※※ 中東諸国を含む。  ※※OECD 及び移行経済圏を含む。 
 

これらの統計のより詳しい分析は、一般に、多くの発展途上国の貧困層におけるエネルギー消費についてのデータ

がほとんどないために難航する。エネルギー関連のデータを含む国勢調査の数が増える一方、対象は未だに貧しい

都市近郊や公式登録または土地を所有していない農村部の家庭の非常に限られたものになっている（GNESD, 2008; 
Dhingra et al., 2009）。適切に定義され一般に受け入れられている指標が不足していることが、分析の制約を強める

（IEA, 2010a）。 
 
主に室内で用いられるような、調理目的での伝統的バイオマス燃料の主たる使用は、マイナスの影響が多数確認さ

れている。これらには、健康への影響（Barnes et al., 2009、 9.3.4.3 節を参照）、燃料集めに費やす時間や、収入に

占める割合の高い少量の市販バイオマス費用などの社会的影響、木炭や市場本位のバイオマスが支配的な燃料であ

る地域における森林減少などの環境面が含まれる。 
 
現在行われている、その多くが持続可能ではないようなバイオマスの非効率な利用の形を、より持続可能で効率的

な代替策に変えることは、大きな課題となる。図 9.5 に示す通り、家計の低収入と低品質な燃料の使用には強い相

関関係があり、危険にさらされている人々は、最貧層であることが浮かび上がる。調理用の固体バイオマスと置き

換えるための、エタノールジェルなどの液体またはガス状の再生可能エネルギー燃料の導入は、数百万人の健康を

改善すると同時に重要な役割を担うであろう（Lloyd and Visagle, 2007）。液化石油ガスはすでに一部の地域で木炭

から置き換わっているが、貧困層の大部分にとっては高価格な選択肢であるため、大きく浸透している国は数か国

のみとなっている（Goldemberg et al., 2004）。バイオマスまたは液化石油ガスのバイオマスから作り出されるジメ

チルエーテルによる置き換えには将来性がある（Larson and Yang, 2004）。調理用燃料の需要を満たすのに必要な

液化バイオ燃料生産の規模は、輸送用燃料の需要を満たすものよりも小さい（8.2.7 及び 8.3.1 節）。 
 

                                                        
3 電力アクセスについての地球規模の傾向を示すデータベース
（earthtrends.wri.org/searchable_db/index.php?theme=6）も参照のこと。 
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図 9.5: 発展途上国における一人当たりの最終エネルギー消費と収入の関係（IEA, 2010b）。2000～2008 年の入手

可能な最新データを参照。 
注: LPG = 液化石油ガス 
 
遠隔地における電化に対する再生可能エネルギーの特有の関連性とは別に、再生可能エネルギー源は他のエネルギ

ー源よりも持続可能な方法でエネルギーアクセスを提供するという特別なことを成し遂げ得るが、その貢献につい

てはあまり理解されていない。 
 
持続可能な開発のためのエネルギーに関するグローバル・ネットワーク（Global Network on Energy for Sustainable 
Development）による研究では、農村部の開発に対し具体的な貢献を為す再生可能エネルギー技術のオプションを

調査した（GNESD, 2007b）。温水や穀物の乾燥への太陽エネルギーの使用、輸送へのバイオ燃料の使用、暖房（加

熱）、冷房（冷却）、調理、照明への近代的バイオマスの使用、また揚水への風力の使用などの複数の非電力技術

は、電力を利用できない地域において優先的に家庭及び生産エネルギーのニーズ（調理、温水、暖房、揚水）を満

たしていることが分かった。表 9.3 の概要にこれを示す。この概要は、再生可能エネルギーが、農村部の送電線網

を持たない地域において基本的なエネルギーのサービスを提供出来る可能性について示す。また一方で、多くの選

択肢は、多くの家庭が近くの送電系統に対してさえ合法的または経済的なアクセスを得られない都市近郊地域で増

加するスラム化したコミュニティーに対しても、等しく適用される（Jain, 2010）。 
  

その他の石油製品 

LPG、灯油 

石炭 

ガス 

電気 

伝統的バイオマス 

収入が 1 日 2US ドル以下の人口の比率 [%] 
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表 9.3: 農村部（非系統連系）の地域における再生可能エネルギーへの移行（REN21, 2010） 
 
農村部のエネルギーのサービス 現在の非系統連系の農村部のエネル

ギー源 
新規及び再生可能エネルギー源の例

照明及びその他の小さな電力需要

（住居、学校、街灯、電気通信、手

道具、ワクチン貯蔵） 

ろうそく、灯油、バッテリー、送電

系統にバッテリーを運ぶことで再充

電する中核バッテリー 

・水力発電（ピコ水力発電、マイク

ロ水力発電、小規模水力発電） 
・家庭用消化槽からのバイオガス 
・ガスエンジンを持つ小規模のバイ

オマス用ガス化装置 
・集落規模のミニグリッド及び太陽

熱/風力ハイブリッドシステム 
・太陽熱によるホームシステム 

通信（テレビ、ラジオ、携帯電話） 乾電池、送電系統にバッテリーを運

ぶことで再充電する中核バッテリー

・水力発電（ピコ水力発電、マイク

ロ水力発電、小規模水力発電） 
・家庭用消化槽からのバイオガス 
・ガスエンジンを持つ小規模のバイ

オマス用ガス化装置 
・集落規模のミニグリッド及び太陽

熱/風力ハイブリッドシステム 
・太陽熱によるホームシステム 

調理（住宅用、業務用ストーブ及び

オーブン） 
約 15%の効率の焚火の燃木、糞また

は藁 
・調理用ストーブ（薪、農産物廃棄

物）を 25%超の効率に改良 
・家庭用消化槽からのバイオガス 
・太陽熱調理器 

加熱・冷却（穀物の乾燥及びその他

の農産物加工、温水） 
大部分は木材、糞及び藁による焚火 ・改良型加熱ストーブ 

・小規模及び中規模の消化槽からの

バイオガス 
・太陽熱穀物乾燥機 
・太陽熱温水器 
・食物貯蔵用の製氷 
・小規模な送電系統の再生可能エネ

ルギーシステムの扇風機 
プロセスの原動力（小規模産業） ディーゼルエンジンと発電機 ・マイクロ水力発電、ガス化装置、

直接燃焼及び大規模なバイオ消化槽

からの小規模な送電系統システム 
揚水（農業用水及び飲用水） ディーゼルポンプ及び発電機 ・機械的風力ポンプ 

・太陽光発電（PV）ポンプ 
・マイクロ水力発電、ガス化装置、

直接燃焼及び大規模なバイオ消化槽

からの小規模送電系統システム 
 
これらの技術の一部を用いたエネルギーアクセスは地域コミュニティーのエネルギーの選択肢を増やすことが出

来る。このように、これらの技術は、経済を刺激するとともに、地方の起業に対しインセンティブを与え、照明や

調理に関する基本的なニーズとサービスに対応することで、付随的な健康や教育に対する便益ももたらしている。

たとえば、上で概要を述べた非電力技術は、地方の雇用創出、生産システム及び再生可能エネルギー資源の抽出と

処理を通じた経済活動の高まりに対し高い可能性を持っていることが分かった（GNESD, 2007a）。 
 
再生可能エネルギーを基盤としたエネルギーアクセスプログラムの実施は、急速に広がっているが、持続可能性関

連の局面の研究は、いまだに非常に限定されており、大規模実施についての文献もほとんどない。そのため、小規

模事業発展による地方の雇用創出の可能性を利用する社会的及び生産サービスの組み合わせに特に注目して、エネ

ルギーアクセスの要素が実現する特定の活動の数例に依存して分析を行わなければならない（van der Vleuten et al., 
2007; Nouni et al., 2008; Kaundinya et al., 2009; J. Peters et al., 2009; Urmee et al., 2009; Jonker Klunne and Michael, 2010）。

しかし、使用可能な評価及び事例は、エネルギーアクセスが一般にミレニアム開発目標達成及び経済発展のカギと

なることを示している。再生可能エネルギー技術はクリーンで効率的なエネルギーのサービスの供給の向上に大き

く貢献する可能性を持っている。再生可能エネルギーの普及からの持続可能な開発の潜在的便益を完全に実現する

ためには、首尾一貫した、安定した支援の政策的及び法的枠組みを用意することが不可欠である。これらの枠組み

に対するオプション及び障壁についての詳細評価を第 11 章で行う。  
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最後に、注意であるが、再生可能エネルギーの様々な設備（すなわち分散型供給と集中型供給）は実に様々な制約

を受け、後者は従来型のエネルギーシステムと同じ障壁（すなわち先行投資、立地問題、インフラと土地要件、及

びネットワーク更新問題）を経験するということにも留意すべきである。その他の新技術のように、再生可能エネ

ルギーの導入は社会的及び文化的障壁に直面し、実施は、たとえば食事や調理の習慣のような社会的構造及び地方

の伝統に敏感である必要がある。文化、主食の形式及び調理習慣への理解不足により改良型ストーブのプログラム

の失敗例が数多くある（Slaski and Thurber, 2009）。 
 

9.3.3 エネルギー安全保障 
 
エネルギー消費の削減及びエネルギー効率の改善に加え、再生可能エネルギーはエネルギー安全保障の強化を可能

にする選択肢である。本節では、再生可能エネルギー技術がエネルギー安全保障の目標に対して果たす潜在的な貢

献について、その証拠を評価する。評価は、資源の利用可能性及び分布、エネルギー源の変動性及び信頼性という、

エネルギー安全保障の 2 つの幅広いテーマに基づき行われる。テーマの概要は 9.2.2 節に示す。 
 
再生可能エネルギーが化石燃料を代替するポテンシャル（つまり、再生可能エネルギーの理論上また技術的なポテ

ンシャル）は、1.2 節で概要が示され、各章（2.2, 3.2, 4.2, 5.2, 6.2 及び 7.2 節）でそれぞれの技術の詳細な議論が行

われた。さらに、11.3.3 節では、エネルギー安全保障に関連するエネルギー政策の側面を論じる。 
 
9.3.3.1 資源の利用可能性及び分布 
 
可採埋蔵量（ratio of proven reserves to current production）（R/P）とは、埋蔵量枯渇まで、現在の生産率を今後どの

くらいの年数維持可能かを示したものであり、潜在的な化石燃料枯渇を説明する一般的な方法である。この方法論

に従うと、最近の推定値では、石炭の枯渇は（世界的な可採埋蔵量は 100 年以上のため）当面は大きな課題ではな

いが、石油及び天然ガス4の生産率が現在のまま続くと、世界の可採埋蔵量は石油が 41～45 年、天然ガスが 54～62
年でそれぞれ枯渇するだろうことが示されている（BGR, 2009; BP, 2010; WEC, 2010）5。これらの数字は、化石燃

料の残存埋蔵量の規模感を示す目的しか持たず、現在の埋蔵量が実際に枯渇する時期は評価していない。可採埋蔵

量を適切に解釈するには、多数の側面を考慮しなければならない。これらには、埋蔵量の分類方法と計算方法に関

する方法論、生産の将来的な変化と新たな埋蔵量発見、埋蔵量の質の悪化などがある（Feygin and Satkin, 2004）。

これらの要因を分析に盛り込んだ最近の報告は、在来型の石油はピークが 2030 年以前に来る可能性が高く、2020
年以前にピークが到来すれば大変危険であると予測して締めくくられている（Sorrell et al., 2009）。 
 
IEA（2008b）が World Energy Outlook 2008 で強調したように、開発途上世界の多くの場所で加速している経済成長

は、世界規模のエネルギー需要を上昇させる可能性が高い。この結果、残存する化石燃料資源の寿命がさらに短命

化しかねない。技術的進歩で、いわゆる非在来型源（オイルサンドなど）の石油貯留層から採掘が可能になってい

るにせよ、通常は多額の投資が必要であることから、石油採掘コスト、石油とガスの価格は上昇する（Bentley, 2002）。
さらに、枯渇した在来型及び非在来型の採掘所から一定の有効エネルギーを生産するためにはより多くのエネルギ

ーが必要となる。在来型石油については、エネルギー収支比（出力エネルギーに対する投入エネルギーの比率   

EROEI, 9.3.4 節参照）の公表推定値では、埋蔵量の質を考慮すると、時の経過とともに大幅に減少することが示さ

れている。エネルギー収支比は 1972 年に最大の約 19 に達したものの、1997 年にはおおよそ 11 に低下した（約 42%
低下）（Cleveland, 2005）。非在来型資源の場合、エネルギー収支比はさらに低い（IEA, 2010b; Seljom et al., 2010）。

このため、化石燃料産業の採掘コストが過去 10 年で特に石油で急増しても、驚くべきことではない。ただし、こ

の採掘コストの急増は、機器、原料、及び労働者の要求も影響を及ぼしている（EIA, 2009）。資源掘削に対する投

入エネルギー量の増加は、これらの資源によるライフサイクルの炭素排出量に相関する。 
 
化石燃料の埋蔵地及び消費地はほぼ重なることがなく、化石燃料は大量に取引され、比較的資源に乏しい国々の多

くは、エネルギーの大部分を輸入に依存し、消費側が求める水準に対応している。世界規模のエネルギー貿易では、

ごく少数の重要な地理的地域（要所）を経由する割合が大きい。このために、事故またはテロ攻撃に対する脆弱性

は高く、輸入側は供給分断や価格上昇に対してかなりのリスクを負う（E. Gupta, 2008）。図 9.6 は石油純輸入国6を

示し、欧州連合（EU-27）が石油消費量の 85%、北アメリカが 32%、アジア太平洋地域が 61％を海外生産者から調

達している。欧州連合（EU-27）は、ガス消費量の半分以上も輸入に依存するが、アジア太平洋地域では輸入割合

は 15%を下回り、北アメリカでは国内生産でガス需要をほぼ賄っている。中東、旧ソビエト連邦（FSU）、アフリ

                                                        
4 シェールガス及びコールベッドメタンの採取技術は最近向上し、この結果、近い将来にこれらの非在来型資源から相
当量の天然ガスを生産出来ると推測されている（IEA, 2008b）。 
5 1990 年以降、石油及び天然ガスの確認可採埋蔵量は、公的統計の改定、新たな埋蔵量発見、及び採収率向上により、
中程度に増加している。しかしながら、新たに埋蔵量が発見されても、消費には追いついていない。究極可採埋蔵量（未
発見の埋蔵量を含む）は、確認可採埋蔵量に比べかなり大きい。その実際の規模は、将来の石油価格及び開発コストの
影響を非常に受ける（IEA, 2008b）。 
6 単一の地域内でもかなりの不均衡があることには、留意するべきである（たとえば、アメリカは石油純輸入国だが、
カナダは純輸出国である）。 
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カ、ラテンアメリカの一部は、石油及びガスの最も重要な輸出国である（アフリカの場合、石油及びガスの輸出量

は国内消費量を上回る）。欧州連合（EU-27）及び中東も、石炭は輸入に依存しているが7、エネルギー安全保障上

それほど顕著な懸念があるわけではない。欧州連合（EU-27）は、年間消費量を 90 倍超上回る埋蔵量を有しており、

中東の場合、石炭はエネルギー使用全体で最低限の割合しか占めていない（BGR, 2009）。このように、エネルギ

ー貿易は世界的に顕著に偏在することから、エネルギー輸入に大きく依存する国では、自国のエネルギー消費が供

給分断の可能性に深刻な影響を受けるだろうという懸念がしばしば持ち上がっている（Sen and Babali, 2007）。 
 
化石燃料の埋蔵量、生産、及び輸出の空間分布は偏在しており、いくつかの地域に非常に集中している。石炭埋蔵

量の 60%超は、わずか 3 地域（アメリカ、中国、及び旧ソビエト連邦）にあり（BP, 2010）、2009 年には、無煙炭

の世界規模の生産の約半分が中国のみで生産されている（IEA, 2010b）。天然ガス埋蔵量の 75%超は、OPEC 諸国

及び旧ソビエト連邦の州が保有し、世界規模のガス市場の 80%は上位 10 輸出国から供給を受けている（IEA, 2010b）。
エネルギー資源が、その多くが化石燃料源の採掘または輸入が政治的出来事の悪影響を受ける可能性のある地域に

あり、このように過剰集中していることは、輸入側が依存する状況を生じさせるとともに、エネルギー供給停止の

危険性を高めている（E. Gupta, 2008）。そうは言っても、輸出国は、化石燃料供給を継続的に売却して収入源を維

持するべく、莫大な投資を行っているため、長期間にわたり輸出を制限する可能性は低いことに留意するべきであ

る。 
 

 
 
図 9.6: 世界の特定の地域における総一次エネルギー消費量に占める石炭（硬質炭及び褐炭）、原油、天然ガスの

エネルギー輸入の割合（2008 年）（%）。マイナスの値はエネルギーキャリアの純輸出地域を示す。BGR（2009）
に基づく。 
 
さらに、多数の国々（モルドバ、パキスタン、トリニダード・トバゴ、マダガスカル、インド、ウクライナ、タジ

キスタン）では、輸入全体に占めるエネルギー輸入の割合は 2000～2005 年の間、25%を上回り、バーレーンでは

最高 45%、シエラレオネでは最高 40%に達した（World Bank, 2007b）。関連指標は、エネルギー輸入が輸出収入及

び GDP 全体に占める割合である。たとえば、ケニア及びセネガルでは、輸出収入の半分以上をエネルギー輸入に

使用しているが、インドでは 45%超である（GNESD, 2010; Jain, 2010）。このようにエネルギー輸入に依存すると、

経済は潜在的な価格変動リスクに晒される。世界銀行の Energy Sector Management Program（ESMAP）は、石油価

格上昇が低所得国及び貧困国に与える影響について評価している（ESMAP, 2005）8。表 9.4 は、これらの調査結果

をまとめたもので、石油を輸入する開発途上国は石油価格上昇の影響を大幅に受けること、石油価格がバレル当た

り 10US ドル（1999～2001 年）上昇すると、最貧国（1 人当たり国民所得 300US ドル（1999～2001 年）以下）で

                                                        
7 石炭輸出は硬質炭である。褐炭は、輸送コストが高いため、一般に取引は行われない。 
8 データは多数の国別のケーススタディに基づくため、必ずしも普遍的に有効なわけではないことに留意を要する。 

アフリカ  アジア太平洋地域 欧州連合（E-27） 旧ソ連   ラテンアメリカ   中東     北アメリカ 
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は GDP がほぼ 1.5%低下しかねないことが示されている。ESMAP の国別のケースでも、灯油、液化天然ガス、及

びディーゼルといった商用エネルギーの購入費が変動するパーセンテージが最も高かったのは、最貧困層の家庭だ

った。 
 
表 9.4: 石油価格がバレル当たり 10US ドル（1999～2001 年）上昇したことによる GDP のパーセンテージの変化
9（分析結果は収入レベルで分類）（ESMAP, 2005）。 
 

石油純輸入国 石油純輸出国 
一人当たり国民所得（US
ドル（1999～2001 年）） 

△GDP（%） 
一人当たり国民所得（US
ドル（1999～2001 年））

△GDP（%） 

<300 -1.47 <300 +5.21 
300-900 -0.76 900-9,000 +4.16 
900-9,000 -0.56   
>9,000 -0.44   
 
これらの国々では、再生可能エネルギー技術の取り込みを拡大すれば、外国為替フロー(foreign exchange flows) を

エネルギー輸入から地域で生産できない製品（ハイテクの資本財など）の輸入へ転換する手段になり得る。エネル

ギーの純輸出国であるその他の開発途上国では、再生可能エネルギーの国内使用を推進すれば、自国の化石燃料基

盤の寿命を延長し、製造部門及びサービス部門の強化を行いつつ資源輸出への依存を低下させることで、より時間

をかけて経済活動の範囲の多角化を図ることが可能である。 
 
政府は、補助金の調整または最貧層の家庭への特定の金銭的支援、備蓄品の配給を行ったり、供給企業に短期的影

響の一部を強制的に負担させたりして、短期的な国際価格の上昇による影響を抑制しようとすることが多い

（ESMAP, 2005, 2006, 2008）。これは、政府予算及び企業の安定した供給を維持する能力の双方に大きな影響を与

えかねないため（UNEP, 2008b）、長期的な対応は、効率化対策及び多角化により焦点が置かれる。この背景にお

いては、輸入への依存性は特定のエネルギー源に関してのみ生ずるのではないことに留意する必要がある。再生可

能エネルギー導入に要する技術は、潜在的な供給分断及び価格変動に対して独自のリスクを有している（Box 9.1
参照）。 
 
 
Box 9.1: 将来の再生可能資源普及に関する原材料へのアクセス 
 
再生可能資源は、化石燃料枯渇を緩和する有力な手段になる可能性があるものの、他の原材料不足が再生可能エネ

ルギー技術の普及拡大の制約になりかねない。欠かせない希少な無機鉱物原材料（IRM）、とりわけレアメタル及

び一部の特殊金属を合理的な価格で安定的に入手出来るかが、全ての産業にとってやがて直面する課題になる。複

雑な再生可能エネルギー部門の場合、無機鉱物原材料の需要の構造及び量に特化した評価は利用不可能である。将

来の再生可能資源普及にとって懸念となる潜在的分野を特定するには、技術及び可能性のある技術の道筋を大量に

検討する必要がある。こうした分析の足がかりとして、いくつかの報告が利用可能である（Frondel et al., 2007; 
Reuscher et al., 2008; Angerer et al., 2009; Ziemann and Schebek, 2010; US DOE, 2010; EC, 2010; Kristof and Hennicke, 
2010; Teipel, 2010）。 
 
無機鉱物原材料のサプライチェーンは、脆弱なシステムと理解せざるを得ず、様々な脅威にさらされている。潜在

的な市場の歪みの源は、選鉱工程及び一部の主要な鉱物資源国の政治不安である。現在、希土類元素生産の 97%、

インジウム生産の 60%、及びガリウム生産の 30%が中国国内で行われ、世界のクロム供給は南アフリカ及びカザ

フスタンが 56%を押さえている。コバルトの 55%は、アフリカの政情不安な地域で採掘されている（USGS, 2010）。
 
一部の顕著な例外はあるが（銀など）、将来の無機鉱物原材料の制約は、地理的資源の枯渇よりもむしろ、需給の

不均衡から生ずる（Angerer, 2010）。一部の金属は、副産物として生ずる。その大半は、メジャーメタルまたはキ

ャリア金属の鉱石の中に、低濃度で存在する。生産レベルは、採掘を牽引する主な経済的動力としてのメジャーメ

タルへの需要に左右される（Hagelüken and Meskers, 2010）。典型的な副産物の金属は、ガリウム、ゲルマニウム、

インジウム、テルル、及びセレンである。一部の沈殿物では、実際のキャリア金属がないのに、族金属が「結合素

子」として生ずることがある。有名な例としては、白金族金属及び希土類元素があり、これらは一般に同時に採掘

加工する必要がある。こうした場合、一定の元素への需要増に対応して生産を拡大することは、経済的には実現性

がないだろう。その結果、複雑な価格パターン及び供給リスクが生じる。また、たとえば、新興国及び開発途上国

が急速に経済的に繁栄した結果や、需要の急増または急減を引き起こすような技術のブレイクスルーが起きるとい

った予期せぬ需要の変化に対応して、市場の緊張も生じる。 
 

                                                        
9 本表の国の分類は、いかなる地域的な分類にも対応しておらず、適切な換算係数がないことから、US ドル（2005 年）
の貨幣的価値に転換は不可能だった。 
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将来、一定の金属の需要は大幅に増加すると予測される。現在の世界規模の生産全体と 2030 年の未来技術による

原材料需要を関連付けた指標では、推測される技術イノベーションの結果、ガリウムの需要は 6 倍、ネオジムの需

要は 3.8 倍になると示されている（Angerer et al., 2009; 表 9.5 参照）。ガリウムの需要は、薄層の太陽光集積回路及

び高速の集積回路に、ネオジムの需要は、風車の発電機及びエネルギー効率の良い電気モーターに使用される高性

能な永久磁石に牽引される。 
 
表 9.5: 新たな技術に牽引される、特定の金属の世界規模の需要の推定（2030 年）。2006 年の世界規模の生産の倍

数として表示（Angerer et al., 2009）。 
 
 
元素 倍数 
ガリウム 6 

ネオジム 3.8 

インジウム 3.3 

ゲルマニウム 2.4 

スカンジウム 2.3 

白金 1.6 

タンタル 1 

銀、スズ 0.8 

コバルト 0.4 

パラジウム、チタン 0.3 
 
 
代替品の可能性が全くない場合、産業部門の脆弱性は大きい。こうした代替品のない事例として、現在、ステンレ

ススチールのクロム（潮力発電プラント）、耐摩耗性超合金のコバルト、軽量合金のスカンジウム、太陽光パネル

用のインジウムすず酸化物の電極に使用されるインジウム、及び強力な永久磁石のネジウムが挙げられる。同時に、

産業間で原材料の競合使用も見られる。たとえば、コバルトは充電式リチウムイオンバッテリーの拡大する様々な

用途や、バイオマスから合成燃料を生産する際に将来使用されるだろうフィッシャー・トロプシュ法の触媒に必要

であり、自動車工学、機械工学、及び医用工学では、非常に耐摩耗性の高い部品として必要不可欠な構成要素であ

る。表 9.6 は、再生可能資源技術で必要不可欠な構成部品の一部に使用される重要な原材料について、その概要を

示す。 
 
表 9.6: 再生可能資源技術の重要な原材料の内容 
 
用途 構成部品 重要な原材料の内容 

風力プラント及び水力プラント 

同期発電機の永久磁石 ネジウム、ジスプロシウム、プラセ

オジム、テルビウム 
耐食構成部品 クロニウム、ニッケル、モリブデン、

マンガン 

太陽光 

透明電極 インジウム 
薄膜半導体 インジウム、ガリウム、セレン、ゲ

ルマニウム、テルル 
色素増感太陽電池 ルテニウム、白金、銀 
電気接点 銀 

集光型太陽熱発電（CSP） ミラー 銀 

燃料電池自動車 
水素燃料電池 白金 
電気モーター ネジウム、ジスプロシウム、プラセ

オジム、テルビウム、銅 
バイオマス液化燃料（BtL） フィッシャー・トロプシュ合成 コバルト、レニウム、白金 

電力貯蔵 
充電式レドックスフローバッテリ

ー 
バナジウム 

充電式リチウムイオンバッテリー リチウム、コバルト 

送電系統 
低損失の高温超電導ケーブル ビスマス、タリウム、イットリウム、

バリウム、銅 
 
無機鉱物原材料の安定供給に対する将来の重要な貢献は、有効なリサイクルシステムの設立である。耐用年数を経

た製品（電極、バッテリー、または触媒など）は、全般的に金属をかなり豊富に含有している。再生可能エネルギ

ー技術の場合、当初からクローズドリサイクルの開発がきわめて重要になるだろう。これが実現すれば、いくつか
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の環境上の利点に加え、希少な原材料の供給状況及び長期的な供給の安定性を強化することができ、金属価格の変

動性を緩和しつつ、（通常はよりエネルギーを大量消費する）一次供給への依存を低下させることが可能だろう

（Hagelüken and Meskers, 2010）。 
 
 
9.3.3.2 エネルギー供給の変動性及び信頼性 
 
再生可能エネルギー源は、上記に示した有利な性質だけでなく、いくらかの欠点もある。一部の再生可能エネルギ

ーは、季節変動、日中の変動、または天候の変化のため、利用可能性が短長期で変動する。これは、貯蔵及び熱需

要または電力需要の変化に対応するよう技術的にバランスを保つことで準備可能である。それだけでなく、エネル

ギー市場の制度的背景も最適化可能である。たとえば、地理的多角経営の導入によって、地方の統合された電力市

場の地域的変動を平滑化出来るし Roques et al., 2010）、系統の柔軟性などのその他の様々な解決策も導入されるだ

ろう（8.2.1 節参照）。エネルギー供給システムにおける変動性の制約を克服する解決策は、再生可能エネルギー

と従来のエネルギー技術プロジェクトの相対的便益を比較時に考慮されるべき追加コストを伴う可能性がある。 
 
主に一定の OECD 諸国の分析及び運用経験から、風力発電のシェアが低～中程度の場合（電力の年間平均総需要の

最大 20%）、風力エネルギーの統合に概して克服不可能な技術上の障壁はなく、経済的にも維持出来ることが分か

っている。それにもかかわらず、風力エネルギーの統合及び統合コストへの懸念は、風力エネルギー普及に伴い高

まる。シェアが低くても、統合上の課題には積極的に対応しなければならない。シェアが低～中程度の場合、利用

可能な文献によると、電力システムの変動性及び不確実性を管理する追加コスト、発電の適切性の確保、及び風力

エネルギーに対応する送電網新設は、システムによって異なるが、一般に 0.7～3US セント（2005 年）/kWh の範

囲である（7.5 節）。 
 
東アフリカ、西アフリカ、南アフリカ、中南米、及び東南アジアで見られる電力を巡る多数の新興の地域間協力は、

送電系統の信頼性を強化し、これにより地域の供給を改善する目的がある。ESMAP（2010）では、12 の準地域（sub 
region）の統合公共計画を研究した結果、エネルギー安全保障は大半の公共計画で動機となる要因の 1 つだったこ

とが分かった。統合ネットワークが大規模化すれば、コスト効率、取引、及びより一般的な経済発展の点で、便益

もあるだろう。 
 
多くの発展途上国ではエネルギー安全保障の定義の一部として、特に人口全体に適切で手頃なエネルギーへのアク

セスを提供することを含めており、地域供給の安定性や信頼性にまで概念を拡大させつつ、アクセスの問題と安全

保障の問題を関連づけている。国レベルにおいては、地域間の連系はエネルギ供給安定性を高める興味深い手法か

もしれないが、それによって、人々のアクセスが改善されたり、あるいは連系された人々に安定した手頃な供給す

るという意味においては貧困層の人々に自動的に「浸透して滴り落ちる（トリクルダウン理論）」ということには

ならない。GNESD では電力セクターの改革がアクセスレベルに与える効果を検証し、改革が結果に結びつくのは

貧困世帯の電力へのアクセスを改善するという強い政治的コミットメントがある場合に限ることを見出した。貧困

世帯への明示的なフォーカスが、電化のためのファンドを確保するとともに必要不可欠であることが分かった。 
 
電力接続は、近代的なエネルギーのサービスへのアクセスに関する重要な指標として使用されることが多いものの、

表 9.7 の世界銀行のデータから分かるように、容量、安定性、及び供給停止の問題という点で家庭の接続が制限さ

れている点を強調するのは重要である。 
 
表 9.7: インフラサービスの信頼性を示す指標（World Bank, 2007a）。 
 

 サハラ以南のアフリカ 開発途上国 
電力接続開通の遅延（日） 79.9 27.5 

電力供給停止（年間日数） 90.9 28.7 

電力供給停止による生産高損失の価値（出来高のパーセ

ンテージ） 
6.1 4.4 

自家発電装置を維持する企業（全体に対するパーセンテ

ージ） 
47.5 31.8 

 
このため、開発途上国のミクロレベルでのエネルギー安全保障は、燃料価格上昇の直接的な影響を超え、多数の社

会的影響及び経済的影響を与えるだろう（Jain, 2010）。それゆえ、手頃で信頼性のあるエネルギー供給へのアクセ

スが改善すれば、エネルギーのサービスの向上になるだけでなく、生産性も幅広く高まり、不安定な供給に備える

ために、大半の家庭が最大でも 2 つの異なる選択肢を保持する場合、小規模な発電装置から照明と調理の類似シス

テムに到るまでのインフラへの並行投資も不要になるだろう。しかしながら、分散的な再生可能エネルギーは大半

の場合、遠隔地及び農村部で競争力を有しており、一般に家庭の大多数が居住する人口密集地では、系統接続の供

給が優勢である（Deichmann et al., 2011）。 
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9.3.4 気候変動の緩和と環境、健康への影響の軽減 
 
持続可能な開発では、環境の質を確保しつつ、過度な環境被害を回避しなければならない。大規模な技術導入には

環境的なトレードオフがつきものであり、ボトムアップの視点からエネルギー技術が環境に与える様々な影響を評

価している多くの文献が参照可能である。 
 
本節の目的は、サプライチェーン全体を含め、現在及び近い将来のエネルギー技術に関連する環境への影響に関し

て、利用可能な証拠を比較検討することである。この検討は主に、ライフサイクル評価（LCA）による文献に基づ

く。ライフサイクル評価では、社会的に最適なエネルギー供給のポートフォリオを決定しようとはしない。ライフ

サイクル評価の目的は、環境負荷の観点からの技術比較を支援することにある。一方、持続可能な戦略及びポート

フォリオの開発は、トップダウンでマクロ経済的なシステムの観点から検討する必要がある。ライフサイクル評価

のボトムアップ的証明は、カテゴリ全体の様々な技術の環境パフォーマンスに関する貴重な洞察を提示する。同様

に、エネルギー・ペイバック・タイム（EPT, Box 9.3 参照）は、個々の技術のライフサイクルのエネルギー効率を

示す方法であり、質の高いエネルギー源の特定に有効であるが、より広い経済的及び社会的背景からさらに検討し

なければならない。以下の節では、数百のライフサイクル評価研究の結果を検討し、エネルギー技術におけるライ

フサイクル評価の主な特性及び課題を以下に説明する（Box 9.2）。 
 
 
Box 9.2: エネルギー技術のライフサイクル評価 
 
ライフサイクル評価(LCA)研究は、再生可能エネルギーを、化石系技術及び原子力技術と比較するにあたり、確立

された包括的な枠組みを提供する。ライフサイクル評価の方法論は数十年にわたり進化を遂げ、現在は国際的なイ

ニシアチブの支援（UNEP and SETAC, 2010）を受け、基準に適用されている（Cowie et al., 2006; ISO, 2006）。ライ

フサイクル評価がエネルギー技術に適用されることは増えたが、方法論上の課題は一部残っている（Udo de Haes 
and Heijungs, 2007）。 
 
エネルギー技術に関して利用可能な文献の大半は、いわゆる帰属的ライフサイクル評価で、平均的な製品または技

術ライフサイクルに関連する環境への影響を調査する（図 9.7）。その結果生ずる主な制限には、再生可能エネルギ

ーの追加容量設置の決定から生ずるだろうエネルギーシステムの変化が除外されることが挙げられる。たとえば、

風力発電及び太陽光発電（PV）では、変動性及び限定的な予測可能性のために、バランス用の余剰電力の必要性

が高まり、化石発電プラントがこれらの余剰電力を提供する場合は効率上の損失が生まれる（R. Gross et al., 2007; 
Pehnt et al., 2008; 3.5.4 及び 7.6.1.3 節も参照）。対照的に、近年発達した帰結的ライフサイクル評価の方法では、技

術及び産業間で見られる市場のダイナミックな相互作用を反映させ、技術導入、その他の技術運用の代替と変化に

関する限界効果を検討する（Rebitzer et al., 2004; Brander et al., 2008; Finnveden et al., 2009）。しかしながら、帰結的

ライフサイクル評価は文献では少数派の研究であり、文脈依存性があるため、利用可能な限定的な結果をここで提

示した幅広い評価に組み入れることができない。今度は、バックグラウンドのエネルギーシステム（炭素強度など）

の想定及び特性変化が大半の再生可能エネルギー技術のライフサイクル評価に特に影響してくる。これは、ライフ

サイクルの影響がほとんど全て構成部品の製造段階に起因するためである（Lenzen and Wachsmann, 2004 参照）。さ

らなる課題として、大規模な相互連結接続のエネルギーシステム評価時に重複算入の可能性があること（Lenzen, 
2009）、及びシステム境界の問題（Suh et al., 2003; Lenzen, 2008）などがある。 
 



最終版  再生可能エネルギー特別報告書（SRREN） 

SRREN 26/114 第 9 章 

 
 
図 9.7: エネルギー技術の一般的なライフサイクルステージの説明。燃料サイクルは化石燃料と原子力のチェーン、

及びバイオエネルギーに適用される。 
 
（たとえば、図 9.8 から分かるように）公表済みのライフサイクル評価結果に大幅なばらつきが生ずる原因として、

技術特性（設計、最大出力数、変動性、サービスの耐用年数、及び成熟度）、地理的立地、バックグラウンドのエ

ネルギーシステムの特性、データ出典の種類（経験的か理論的か）、ライフサイクル評価技術の差異（プロセスに

基礎を置いた方法または投入産出方法など）、及び主要な方法と想定（副産物の配分、排出物の回避、研究の範囲）

も挙げられる。これらを重要な注意点として着目すると、特定のエネルギー技術の結果を説明する際の不確実性や

変動性の根本的な理由が主眼点となるだろう。 
 
 
ライフサイクル評価では、現在のエネルギーシステムで評価された特定の技術の製造、運用、及び解体に関連する

環境面での重要性の詳細な調査が可能である。調査を行うにあたり、ライフサイクル評価は、エネルギーの均等化

コスト（LCOE; 10.5.1 節参照）など、現在のコストを重点的に評価する経済予測を補完する。再生可能エネルギー

技術の将来のコストが（10.5.2 節参照。研究開発（R&D）及び実践的学習などにより）減少するだろう道筋と同様

に、再生可能エネルギー技術の製造、運用、及び解体の方法も将来的に変化するだろう。結果として、様々な再生

可能エネルギー技術の拡大を図る戦略を包括的に評価する際は、これらの予測される改良を考慮するよう努力すべ

きである。バックグラウンドのエネルギーシステムが重要でない変化であれば、帰結的ライフサイクル評価で解決

可能であり（Box 9.2 参照）、バックグラウンド・システムの継続的な進化に起因する重要な変化は、シナリオ分

析で説明可能である（10.2 及び 10.3 節参照）。シナリオ分析を拡大し、様々な技術の建設、運用、及び解体に付

随するライフサイクル排出量及びエネルギー要件を明示的に取り込めば、統合モデルで、エネルギーシステムがそ

の関連するライフサイクル排出量及び環境負荷全体と混合した場合に関する有益な情報を示すことが出来るだろ

う。 
 
本章の範囲でエネルギー供給技術に関連する環境への影響10全てを扱うことは、不可能である。本節は、発電及び

液体輸送燃料を中心に論ずる。これらの分野は、本報告書の技術の章も含め、文献で最も頻繁に報告されているた

めである。発熱及び家庭用エネルギーは、大気汚染及び健康に関する評価で取り上げるが、公表済みの研究が少な

いため、大半のその他の節では省略した。暖房用燃料のライフサイクルの影響については、燃料の採掘及び加工と

いう掘削・調査段階での影響が、対応する輸送チェーンまたは発電チェーンのものと、多くの場合は似ている。し

かしながら、一部の再生可能技術（ヒートポンプまたはパッシブ太陽熱など）は、違う特性を示す。輸送燃料の議

論は、バイオ燃料に重点が置かれる。現状では、成熟した大規模な用途に使用可能と見なせる唯一の再生可能燃料

                                                        
10 本小節内で、影響という用語は、ライフサイクル評価分野で定義される厳密な意味で使用されているわけではない。 
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であるためである。電気自動車充電用の再生可能発電、及びその他の将来の道筋については、8.3.1 節で議論する。

技術統合の選択肢については、第 8 章で幅広く議論する。 
 
様々な影響のカテゴリに使用可能なデータは、出典の数及び質で幅広く異なっている。温室効果ガスは一般に、十

分に扱われている（9.3.4.1 節）。非常に多くの研究で、大気汚染物質の排出（9.3.4.2 節）、関連する健康への影響

（9.3.4.3 節）、及び運用に必要な水使用（9.3.4.4 節）に関する報告が行われているが、大気汚染に関連する証拠に

比べ、水中への（ライフサイクルの）排出、土地利用（9.3.4.5 節）、及び健康への影響については、証拠は乏しい。

生物多様性及び生態系への影響は、比較のための定量的基礎が全く利用不可能であることから、潜在的に懸念され

る分野を定性的にまとめるにとどまる（9.3.4.6 節）。通常運用とは対照的な事故関連の負荷を説明するため、9.3.4.7
節ではエネルギー技術関連のリスクの概要を提示する。 
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Box 9.3: 発電のエネルギー・ペイバック 
 
現代文明の発展において質の高いエネルギー源の果たす役割は、広く認識されている。以下に示すエネルギー・ペ

イバック・タイム（EPT）及び類似の概念は、技術または燃料のエネルギー効率を計る方法である。以下は、発電

プラントの製造、運用、及び解体まで対象にしたエネルギー（「総」エネルギー）及びエネルギー・ペイバック・

タイム（技術が自己の総エネルギーを回収する運用時間）の観点から見たそのエネルギー出力について、両者の間

のバランスの特性を示している。燃焼技術の場合、燃料の採掘及び加工のエネルギー要件を含むが、燃料自体のエ

ネルギー量は含まない。エネルギー・ペイバック・タイムは、エネルギー収支比（EROEI）またはエネルギー比と

いったその他の一般的な測定基準法と密接に関連する。エネルギー比は、以下に示すプラントの耐用年数の想定に

左右される（定義及び詳細な説明については、Annex II を参照）。たとえば、風力及び太陽光発電（PV）などの一

部の再生可能エネルギー技術では、技術的進歩及び規模の経済の恩恵で、エネルギー・ペイバック・タイムがここ

数年で急激に減少している。化石技術及び原子力技術は、燃料の採掘及び加工を継続的に行う必要がある点が特徴

的である。在来型の燃料供給が減少し、非在来型の燃料の割合が増加するなか、このことは益々重要な影響を持つ

だろう（Farrell and Brandt, 2006; Gagnon, 2008; Lenzen, 2008）。 
 
ライフサイクル評価の影響の推定値における変動性のありがちな原因に加え（Box 9.2）、表 9.8 の範囲は主に、以

下の変動が原因になっている。 
 
・燃料の特性（水分量など）、冷却方法、大気温度と冷却水温度、及び負荷変動（石炭及びガス） 
・ウランの鉱石等級及び濃縮技術（原子力） 
・結晶シリコンまたはアモルファスシリコンの材料（太陽光発電（PV）電池） 
・出力定格の観点から見た規模の経済（風力） 
・貯蔵の容量及び設計（集光型太陽熱） 
 
また、場所に特有の設備利用率は、エネルギー・ペイバック・タイムに主に関係する。これは特に、変動性のある

再生可能エネルギー技術に該当する。 
 
表 9.8: 発電技術のエネルギー・ペイバック・タイム及びエネルギー比。バイオマス発電は除外。文献では、バイ

オマス発電のエネルギー収支ではなく、温室効果ガスについてもっぱら立証を行い、ほぼバイオ燃料のサイクルの

みを扱っているためである（Lenzen, 1999, 2008; Voorspools et al., 2000; Lenzen and Munksgaard, 2002; Lenzen 
et al., 2006; Gagnon, 2008; Kubiszewski et al., 2010）。 
 
 

技術 エネルギー・ペイバッ

ク・タイム（年） 
最も一般的な

耐用年数（年） 
エネルギー比

（kWhe/kWhprim） 
 値（低） 値（高）  値（低） 値（高）

褐炭（新規の未臨界） 1.9 3.7 30 2.0 5.4 

黒炭（新規の未臨界） 0.5 3.6 30 2.5 20.0 

黒炭（超臨界） 1.0 2.6 30 2.9 10.1 

天然ガス（開放型サイクル） 1.9 3.9 30 1.9 5.6 

天然ガス（コンバインドサイクル） 1.2 3.6 30 2.5 8.6 

重水炉 2.4 2.6 40 2.9 5.6 

軽水炉 0.8 3.0 40 2.5 16.0 

太陽光 0.2 8.0 25 0.8 47.4 

集光型太陽熱 0.7 7.5 25 1.0 10.3 

地熱 0.6 3.6 30 2.5 14.0 

風力 0.1 1.5 25 5.0 40.0 

水力発電 0.1 3.5 70 6.0 280.0 
 
9.3.4.1 気候変動 
 
本節では、再生と非再生の発電技術及び液体輸送燃料から排出されるライフサイクルの温室効果ガス排出量に関し

て、利用可能な推定値の検討を行う。土地利用変化（LUC）に関連するプラス及びマイナスの排出量は、バイオ燃

料を中心に議論が行われるにもかかわらず、両方のレビューで省略され、個別に議論されている。 
 
土地利用変化関連の温室効果ガス排出は潜在的にどの技術にも関連するが、土地の相当規模を変換し、その土地の

炭素ストックの変化を誘起する技術にとって最も重要である。バイオエネルギーシステムでは、土地利用変化の影
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響は、状況及び想定によるが、潜在的な温室効果ガス排出削減の便益を低下、無効化、または強化可能だろう。水

中のバイオマスまたは有機堆積物から排出されるメタンは、特定の水力発電の貯水池にとって、重大な排出物質と

なり得る。しかし、水力発電の貯水池から実際に排出される正味の量については、未解決の状況である（詳細は

5.6.3 節参照）。石炭露天掘（Fox and Campbell, 2010）や石油生産（Yeh et al., 2010）などの化石燃料の資源掘削に

関する土地利用変化の調査については、初期段階である（Gorissen et al., 2010）。 
 
土地利用変化に関する温室効果ガス排出は、以下の理由のため、レビューから除外される。 
 

1）本節で評価された電力技術及び燃料全てを網羅した利用可能な証拠に大きなギャップがあるため、一貫し

た比較ができない。 
 
2）土地利用変化による温室効果ガス排出の推定の不確実性は、技術自体の製造、運用、及び解体に関わる温

室効果ガス排出をより直接的に理解することに深く関連する。 
 
土地利用変化の推定値の不確実性は、現在未解決で一貫性のない出典の多くに原因がある。たとえば、モデリング

と推定の方法、データとモデリングの分解能（空間、時間、カテゴリ）、システム境界と耐用年数、一次製品、副

産物と残渣での影響の配分、政策背景と市場規模と特性に関する想定、技術性能、バックグラウンド・エネルギー

システムと比較参照ケースの予測、及び評価の計画対象期間などが考えられる（Cherubini et al., 2009; Kline et al., 
2009; Hertel et al., 2010）。 
 
特にバイオエネルギーの温室効果ガス排出の既算値に関連するその他の不確実性には、肥沃化と土壌からの N2O
排出（Crutzen et al., 2008; E. Davidson, 2009）、現在と将来のモデルと規制に比較して、技術が実際にどの程度性能

を発揮するか、商用規模のリグノセルロース系原材料と燃料の生産不足、その他の潜在的な間接的影響（再生可能

エネルギー導入後のエネルギー価格変化によるエネルギー消費のリバウンド効果など）（Rajagopal et al., 2010）を

含む。これらの不確実性は、Box 9.2 で説明したライフサイクル評価に関連する注意とともに、9.3.4.1 節の証拠検

討時に、念頭に置くべきである。 
 
発電技術のライフサイクル温室効果ガス排出 
 
本節は、世界の全地域を対象とした公表済みのライフサイクル評価の包括的レビューから得た証拠を総合的に扱う

（文献収集、スクリーニング、及び分析方法は Annex II 参照）。土地利用変化を考慮しない場合、ライフサイクル

温室効果ガス排出量は、再生可能エネルギー源を用いた発電技術では電気出力のユニット当たり（g CO2eq/kWh）
に標準化され、一般に、化石燃料系資源の発電技術に比べかなり低いことが分かっている（図 9.8）。原子力は、

再生可能資源の発電技術と同様の四分位範囲（IQR; 75 パーセンタイルの値から 25 パーセンタイルの値を減算した

もの）及び中央値になる。集光型太陽熱発電（CSP）、地熱、水力、海洋、風力エネルギーの最大推計値は 100g 
CO2eq/kWh 程度かそれ以下であり、再生可能エネルギーの全範囲の中央値は 4～46 g CO2eq/kWh である。ただし、

これらの技術のいくつかを検証した参考文献の数は少ない。太陽光発電（PV）とバイオマス発電の推計値の場合、

原子力の場合も同様に、分布の上位四分位点は他の再生可能エネルギー技術の最大値の 2～3 倍になる。これは主

に、バックグラウンドのエネルギーシステム、ウランの鉱石等級の想定（原子力）、及び準最適な生産プロセスの

事例（太陽光、バイオマス発電）の違いのためである。それにもかかわらず、化石燃料技術の範囲と重なるのは、

バイオマス発電の最も高い推定値の範囲のみである。また、全再生可能エネルギーの代表値の傾向は、化石燃料（二

酸化炭素回収・貯留なし）に比べ 400～1,000g CO2eq/kWh ほど低い。 
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図 9.8: 広範なカテゴリの発電技術に加え、二酸化炭素回収・貯留を組み合わせた一部技術におけるライフサイク

ル温室効果ガス排出量（g CO2eq/kWh）の推定。土地利用に関連する炭素ストックの正味の変化（バイオマス発電

及び貯水池からの水力が主に該当する）と土地管理の影響は除外している。バイオマス発電の負の推定値11は、埋

立処分及び副産物の残渣や廃棄物からの排出回避についての想定に基づく。レビューの参考文献及び方法は、

Annex II で報告されている。推計の数が参考文献の数を上回るのは、多くの研究で複数のシナリオを検討している

ためである。丸括弧内に報告した数は、二酸化炭素回収・貯留を併用した技術を評価した追加の参考文献及び推定

値に関するものである。分布情報はライフサイクル評価関連の文献から現在入手出来る推計に関連するが、あらゆ

る普及条件の検討には、基礎となる理論的極値、実際の極値（practical extrema）、あるいは実際の代表値の傾向

に必ずしも関連しない。 
 
燃焼後の二酸化炭素回収・貯留の事例は、基本技術と二酸化炭素回収・貯留の併用に関する排出を示す。そのライ

フサイクル温室効果ガス排出量は、推測されたとおり、基本技術の排出量に比べかなり低く、化石燃料系技術の場

合、ライフサイクル温室効果ガスの総排出量を多くの再生可能エネルギー技術の範囲に近づけることが可能である。

バイオマス発電と二酸化炭素回収・貯留を併用すると、温室効果ガス排出量は大幅にマイナスになる（土地利用変

化は考慮しない場合）。二酸化炭素回収・貯留は現段階では成熟した技術とは言えないため、隔離期間及び漏洩率

に関する想定は、図 9.8 に示す変動性に寄与する。 
 
ライフサイクルの各ステージから排出される温室効果ガス排出量の割合は、再生可能資源または非再生可能資源の

発電技術で異なる。化石燃料系技術の場合、施設運用中の燃料燃焼により温室効果ガスの大部分が排出される。原

子力技術及び再生可能エネルギー技術の場合、温室効果ガス排出の大部分は、運用の掘削・調査段階で生ずる。バ

イオマス発電では、大半の排出は原材料生産時に発生するので、農業慣行が重要な役割を果たす。原子力では、燃

料加工の段階が最も重要で、温室効果ガス排出はかなりの部分が建設及び解体に関連する。その他の再生可能技術

では、ライフサイクル温室効果ガスの大半が構成要素製造時に、そしてそれよりは少ない量が施設建設時に排出さ

れる。バックグラウンドのエネルギーシステム（発電部品製造など）は、時の経過とともに進化するため、現在の

推定値は将来の状況を反映しないだろう。 

                                                        
11 SRREN で示すライフサイクル評価の用語では、「マイナスの推計」は排出回避を指す。二酸化炭素回収・貯留と組
み合わせてバイオエネルギーを用いる場合と異なり、排出回避では大気中から温室効果ガスを取り除くものではない。 
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評価された技術のライフサイクル温室効果ガス排出の推定値に見られる変動性は、基礎となる文献における方法論

の多様性に関連する要因と（Box 9.2 参照）、評価された技術の多様性に関連する要因の双方が原因である。後者

の要因をさらに詳細に説明すると、燃焼技術（化石燃料及びバイオマス発電）の場合、変動性は、最大出力（最大

出力は、その他の多くの技術でも、温室効果ガス排出に影響を与える）、燃焼効率、燃料の炭素含有量、及び燃料

の成長や採掘、輸送の条件の差異により最も顕著に生ずる。バイオマス発電はさらに、バイオマス原材料の準拠使

用に関する想定に影響を受ける。これはたとえば、有機物を埋立せずに済む場合、このバイオマスを発電に使用す

れば、メタンの排出回避と見なせる（図 9.8 の非二酸化炭素回収・貯留、負の排出推定値を参照）。太陽光発電（PV）

の変動性は、太陽電池設計の急速な進化及び多様化による。太陽熱、地熱12、海洋、及び風力の技術の場合、発電

場所の一次エネルギー資源の質が電力出力に大きな影響を与える。 
 
発電技術のライフサイクル温室効果ガス排出に関する知見は、まちまちな状況であることが分かっている。以下の

概要は、多数の参照及び推定値に関する評価、推定値の分布密度（上位四分位点及び中央値に関連する範囲）、ラ

イフサイクル温室効果ガス排出という駆動要因に対する理解に基づく。化石燃料系技術及び風力のライフサイクル

温室効果ガス排出は、十分理解されていると思われる13。バイオマス発電、水力、原子力、一部の太陽光発電（PV）

技術、及び集光型太陽熱発電（CSP）のライフサイクル温室効果ガス排出では、比較的良く知られているが、知見

と実証研究のニーズに潜在的に重要なギャップがいくらかある。地熱及び海洋エネルギーに関する知見は、現状は

予備的なものである。 
 
特定の石油系燃料及びバイオ燃料のライフサイクル温室効果ガス排出 
 
本節では、第一世代のバイオ燃料（砂糖やデンプンから生産したエタノール、油糧種子から生産したバイオディー

ゼル、再生可能ディーゼル）と、リグノセルロース系バイオマス由来の特定の次世代バイオ燃料（エタノール及び

フィッシャー・トロプシュ・ディーゼル）のライフサイクル温室効果ガス排出の評価を推論した文献を比較する。

第一世代のバイオ燃料の排出量の範囲は、最先端の技術及び短期的な技術向上の予想を示し、リグノセルロース系

バイオマス由来の次世代のエタノール及びフィッシャー・トロプシュ・ディーゼルは、商用規模のバイオ精製所を

想定した概念設計を示す。 
 
1MJ の燃料を生産し乗用車走行に使用した場合において排出が報告された。これらは、自動車の走行 km 当たりの

比較とほぼ同じ結果が出る。なぜなら、乗用車の燃料効率（MJ 当たりの走行距離）は、同一の乗用車で評価対象

のバイオ燃料及び石油系燃料を代替して使用した場合を考えても、事実上変わらないためである（Beer et al., 2002; 
Sheehan et al., 2004; CARB, 2009）。直接的または間接的な土地利用変化からの温室効果ガス排出は全ての燃料で除

外されており、以下の小節で議論を行う（2.3.1 及び 2.5.3 節も参照）。異なる乗り物の形態に使用される様々な燃

料（水素及び電力を含む）のライフサイクル温室効果ガス排出を比較する際は、8.3.1 節も参照するべきである。

電気自動車は、再生可能源の電力が使用される場合、既存のバイオ燃料自動車に比べ、ライフサイクル温室効果ガ

ス排出は少なく、炭素集約的な化石燃料系発電が使用される場合は石油系燃料に比べて排出が多くなる可能性があ

ることに、留意を要する（Creutzig et al., 2009; van Vliet et al., 2011）。 
 
検討した研究の結果からは、潜在的な土地利用変化関連の温室効果ガス排出を考慮しない場合、第一世代及び次世

代のバイオ燃料は、様々な原油から生産される石油系燃料に比べ、直接のライフサイクル温室効果ガス排出は少な

い（図 9.9）。比較すると、バイオ燃料の推定値の範囲は、ガソリン及びディーゼルよりもかなり広い。これは、

活用する原材料の種類、土地生産性の変動、作物の管理慣行、転換プロセスと加工エネルギー源の変動、つまり肥

沃化による N2O 排出の不確実性、及びライフサイクル評価の方法論の選択（副産物の配分方法及びシステム境界

の定義など）といった多数の要因に帰すると考えられる14（Williams et al., 2009; Hoefnagels et al., 2010; Cherubini and 
Strømman, 2011; Box 9.2 も参照）。 
 
事実上全てのバイオ燃料でライフサイクル温室効果ガス排出の範囲が大幅に重なるが、全てのバイオ燃料システム

が、石油と比較した場合にライフサイクル温室効果ガス排出を同じ効率で削減出来るわけではない。たとえば、ブ

ラジルのサトウキビエタノールは、小麦及びトウモロコシから生産されたエタノールに比べ、温室効果ガス排出は

少ない（von Blottnitz and Curran, 2007; S. Miller, 2010）。推定値は、菜種及び大豆から生産されたバイオディーゼル

と、合理的に比較可能である（Hill et al., 2006; CONCAWE, 2008; Huo et al., 2009a; Hoefnagels et al., 2010）。土地利

                                                        
12 また、地熱流体の構成及び融解した高い二酸化炭素濃度のため、一部の既存の組成でも運用時に多量の二酸化炭素が
排出されるだろう。これは、評価されたライフサイクル評価文献には、反映されていない。詳細は、4.5.1 及び 4.5.2 参
照。 
13 2010 年後半に、天然ガスの温室効果ガス排出プロフィールの改定の可能性をめぐり、論争がいくらか生じた。一部の
オブザーバーは、天然ガスの掘削・調査段階での生産及び輸送に関連するメタン漏洩が、過去の分類に比べて高いと考
えている。この論争の見解に関しては、EPA（2010a）及び Lustgarten（2011）参照。 
14 2.3 及び 2.5 で、バイオ燃料の技術及び配置（ライフサイクル温室効果ガス排出も含む）について、より詳細に検討し
ている。 
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用変化を考慮しない場合、パールオイルのバイオディーゼルは、パールのプランテーション及びパールオイル廃液

（POME）の管理が適切であれば、菜種及び大豆から生産されたバイオディーゼルと同様のライフサイクル温室効

果ガス排出になる可能性があり、パールオイル廃液から排出されたメタンが回収されない場合には、これらのバイ

オディーゼルに比べて高くなる可能性があるだろう（Beer et al., 2007; CONCAWE, 2008; Wicke et al., 2008; Achten et 
al., 2010; Hoefnagels et al., 2010）。ジャトロファ のバイオディーゼルの温室効果ガス推定値の範囲は、パームオイ

ルのバイオディーゼルと比較可能である（Whitaker and Heath, 2010）。 
 
リグノセルロース系の原材料及び燃料は、商用規模の生産が行われていないため、これらのシステムのライフサイ

クル温室効果ガス排出量の推定値は高い不確実性を伴う。不確実性の分析では、リグノセルロース系バイオ燃料で

予想される一部のサプライチェーンの温室効果ガス排出は、サプライチェーンの様々な要素で最悪の状況を組み合

わせたと想定する場合（バイオマスの生産慣行の管理が不適切、バイオマスの事前加工にエネルギーを大量使用な

ど）、図 9.9 に比べ高くなり得ることが示されている（Soimakallio et al., 2009; Hsu et al., 2010）。しかしながら、十

分に管理された状況下では、リグノセルロース系のバイオ燃料の温室効果ガス排出は、穀物エタノール及び油糧種

子のバイオディーゼルに比べ、低くなる。 
 
燃料のライフサイクル温室効果ガス排出全体は、土地利用変化の直接、間接的影響の兆候及び規模によって、決定

的に左右される。これらは、本節で論じたバイオ燃料による石油系燃料の代替から生ずる温室効果ガス削減の便益

を、潜在的に無効にするか、あるいは増やす可能性があるだろう（Berndes et al., 2010）。 
 

 
 
図 9.9: 石油系燃料、第一世代のバイオ燃料、及び特定の次世代のリグノセルロース系バイオ燃料のライフサイク

ル温室効果ガス排出の範囲を、土地利用変化を考慮せずに図示したもの（描写した推定値の出典: Wu et al., 2005; 
Fleming et al., 2006; Hill et al., 2006, 2009; Beer et al., 2007; Wang et al., 2007; CONCAWE, 2008; Macedo and 
Seabra, 2008; NETL, 2008, 2009; CARB, 2009; Hoefnagels et al., 2010; Hsu et al., 2010; Kaliyan et al., 2010; 
Larson et al., 2010; Neely et al 2010）。 
 
注: FTD = フィッシャー・トロプシュ・ディーゼル、RD = 再生可能ディーゼル（加工及び製品性質の点で、バイオディーゼルとは相違）。

図 2.10 及び上図（サトウキビエタノール、FTD など）双方で共通する原材料及び燃料カテゴリでは、引用した参照及び温室効果ガス排

出の推定値の範囲は、一致する。 
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土地利用変化関連の温室効果ガス排出及びバイオエネルギー 
 
ある土地被覆の種類や使用を別の種類や使用に転換すると、土地の温室効果ガス貯蔵及び流量に間接的また直接的

な影響を与え、世界規模の温室効果ガス排出に歴史的に大きく寄与する（IPCC, 1996b; Le Quere et al., 2009）。農業

システム及び森林システムは、これらの土地利用変化を牽引する重要な要因であり、エネルギーシステム（特にバ

イオエネルギーだが、貯水式の水力発電、採鉱及び石油採掘も同じく該当）を追加的なストレス要因として伴う

（Schlamadinger, 1997）。土地利用変化による温室効果ガス排出は定量化が難しいものの、調査及び評価を実施す

ることは重要である。なぜならば、土地利用変化関連の温室効果ガス排出を考慮する際、化石エネルギー源と比較

すると、バイオエネルギー使用増から得られる温室効果ガス排出削減の潜在的な便益が一部または全部が失われる

恐れがあるためである。 
 
直接的土地利用変化（dLUC）は、バイオエネルギーの原材料生産によって既存の土地利用が変更される場合に発

生し、結果的に地上及び地下の炭素ストックに変化をもたらす。直接的土地利用変化に関連する温室効果ガス排出

は、以前の土地利用、土壌の種類、地域の気候、作物の管理の風習、及び栽培するバイオエネルギー作物など、場

所により異なる条件に依存する。図 9.10 の例では、直接的土地利用変化に関連する温室効果ガス排出を決定する

際は、栽培するバイオエネルギー原材料の種類よりも、元々の土地利用が一般的により重要な要因であることが示

されている。ある特定の土地種類（熱帯雨林及び泥炭地など）を転換すると、非常に多量の温室効果ガスが排出さ

れる可能性がある。逆に、（リグノセルロース系原材料の使用時に）荒廃地を使用したり、元農地も時に使用した

りすれば、炭素ストックを強化可能である。直接的土地利用変化に関連する温室効果ガス排出は、どのようなもの

であれ、バイオエネルギー使用による温室効果ガス排出が削減の便益が保証される前に、解消しなければならない

（Gibbs et al., 2008）。図 9.10 で報告される結果は、30 年の時間枠で平均した合計である。ここで検討された分析

では、温室効果ガスの気候変動の影響の重要な決定要因である、温室効果ガス排出の時間固有の特徴（time signature）
（ロングテールにより追随される初期信号）を考慮していない。 
 

 
 
図 9.10: 特定の土地利用の種類及び第一世代のバイオ燃料（エタノールとバイオディーゼル）原材料による直接的

土地利用変化関連の温室効果ガス排出推定値を図示。Hoefnagels et al.（2010）及び Fargione et al.（2008）から

抜粋した結果は、必要な場合、Hoefnagels et al.（2010）及び EPA（2010b）のデータを用いて（30 年の時間枠の

想定で）機能ユニットに変換される。範囲は、様々な副産物配分方法（質量値、エネルギー値、市場価格による配

分）に基づく。 
 
間接的土地利用変化（iLUC）は、農業製品の生産レベルが変化する場合（つまり、農地がバイオエネルギー原材

料生産に転用され、食料、飼料、または繊維生産が減少する場合）に発生し、本来の動力となる刺激がおこる場所

以外で、市場が媒介する土地管理活動（直接的土地利用変化）への移行につながる。間接的土地利用変化は、直接

的に観察可能ではないためモデル化が複雑であり、単一の要因に帰することは難しい。この複雑性の重要な側面と

して、モデルの地理的分解能、バイオエネルギーと他の農業システムの相互作用、システムが市場及び政策の変化
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にいかに反応するか、世界の多様な関係者の取る行動に対する社会的責任及び環境への責任に関する想定などが挙

げられる。たとえば、間接的土地利用変化による温室効果ガス排出の推定値は、土地被覆のモデル化方法に左右さ

れる可能性がある。 
より高い地理的解像度や多数の土地被覆の種類を使用するモデルは、たとえば牧草地及び森林のみを考える低解像

度のものよりも推計値が低くなり、不確実性の範囲も狭まる傾向がある（Nassar et al., 2009; EPA, 2010b）。排出の

推定値も、将来のバイオエネルギー市場が大きく、成長率も高いと想定する場合、高くなる傾向がある。評価方法

は類似しているにもかかわらず、同様のバイオ燃料の組み合わせに対し、Al-Riffai et al.（2010）は 25CO2eq/MJ、
Hiederer et al.（2010）は 43CO2eq/MJ の土地利用変化（直接及び間接）の影響を報告している。この原因の一部に

は、バイオ燃料市場の成長規模の評価が異なっていることがあった（Al-Riffai et al.（2010）は 0.3EJ、Hiederer et al.
（2010）は 0.9EJ）。 
 
バイオエネルギーシステムによる間接的土地利用変化のモデリングに課題はあるが、方法は改善されてきており、

生物物理学のデータセットが作成されてきた。代表的な土地利用変化（直接及び間接）に関連する温室効果ガス排

出の実例的な推定値の一部を、図 9.11 に例として示す。更なる土地利用変化に関する公表済みの推定値及び議論

については、2.5.3 節参照。 
 

 
 
図 9.11: 第一世代のバイオ燃料の複数の経路による土地利用変化関連の温室効果ガス排出（直接及び間接）の推定

値の例。上図では、代表値の傾向と報告された全不確実性の範囲を示す。上図の推定値は、複数の様々な不確実性

の計算方法と代表値の傾向の測定方法が併用されており、30 年の時間枠を想定している。x 軸の下部の報告は参照

数で、結果はこれらの範囲内に収まる（出典: Searchinger et al., 2008; Al-Riffai et al., 2010; EPA, 2010b; Fritsche et 
al., 2010; Hertel et al., 2010; Tyner et al., 2010）。 
 
多くのバイオエネルギー専用のシステムでは非土地利用ライフサイクルの GHG 排出量に比べて土地利用の影響が

非常に大きくなる可能性があることが示されているにも関わらず、代表値の推定でさえ幅が広いのは、バイオエネ

ルギーシステムに由来する土地利用変化による温室効果ガス排出の推定値に残る不確実性及び変動性を反映して

いるからである。このため、土地利用評価手法を改善するとともに、現在の土地利用やバイオエネルギー由来の製

品及びその他の土地利用変化の動因についての情報の量と質を高めるための研究を継続することが重要である。ま

た、バイオエネルギーによる土地利用変化のリスク緩和を図る方法を検討することも極めて重要である。たとえば、

アグロ・エコロジカル・ゾーニング（Agro-Ecologic Zoning）システム（EMBRAPA, 2009）は、適切な監視、施行、

場所により異なるバイオエネルギーの炭素フットプリントの評価の併用、すなわち間作と改良型の輪作システムな

どによる農業管理と農業生産力の改善、土地利用変化のリスクの低いリグノセルロース系原材料の使用または残渣

か廃棄物による専用バイオマス代替、及び荒廃地か耕作限界地か、持続可能性認証システムの使用促進などに対す

る評価を伴う（van Dam et al., 2009; Berndes et al., 2010; 2.2.4, 2.4.5, 2.5.2、及び 2.8.4 節）。 
 
 
9.3.4.2 地域の大気汚染 
 
本節では、エネルギー技術により排出され、世界保健機関によって人間への健康に最も重要な影響を与えるとされ
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る特定の大気汚染物質のデータを示す（WHO, 2006）。これらには、粒子状物質15（PM）、亜酸化窒素（NOx）、

二酸化硫黄（SO2）、及び非メタン炭化水素（NMVOC）などがある。これらが大気中に分散すると、地域の規模

（最大で数千キロメートル）で大きな影響が出る（Hirschberg et al., 2004b など）。ブラックカーボンは、粒子状物

質の排出全体に占める割合はわずかであるが、他のエアロゾルと共に、世界及び地域の気候に影響を与える可能性

がある（Box 9.4 参照）。大気汚染物質による地域特有の影響は、曝露、大気中の濃度、反応物質として働く追加

の汚染物質（二次粒子の形成など）の濃度に左右される（Kalberer et al., 2004; Andreani-Aksoyoglu et al., 2008; Hallquist 
et al., 2009 など）。大気汚染は、都市部及び農村部でもまた大幅に異なる。このため、累積的なライフサイクル・

インベントリの結果、つまり各ユニットに届くエネルギー当たりの汚染物質排出量は、人間の健康及び環境への潜

在的な影響の結論に関して、注意深く解釈を行わなければならない（Torfs et al., 2007）。以下の結果は、特殊な影

響の推定値に関する基礎データとしてのみ、その役割を果たすことが出来る（9.3.4.3 節参照）。伝統的な調理スト

ーブで使用される固体燃料が原因の屋内の空気汚染については、Box 9.4 及び 9.3.4.3 節で論じる。 
 
 
 
Box 9.4: ブラックカーボン及びエアロゾル: 大気汚染物質が気候に与える影響 
 
ブラックカーボン（BC）は、化石燃料またはバイオマス燃料の不完全燃焼で形成される、一時的な大気汚染物質

である。ブラックカーボンの主な発生源は、野焼きと森林火災、（ディーゼル）燃焼機関、特に重油を使用する海

洋船舶、及び暖房と調理の燃料としての住宅での使用である（Bond et al., 2004; Lack et al., 2008）。ブラックカーボ

ンの排出量は、開発途上国で特に多い。ブラックカーボンは、健康に有害な影響を与え（9.3.4.3 節参照）、大気中

で熱を吸収する性質や、雲、雪と氷表面のアルベドを低下させる働きにより、気候変動を加速させる可能性がある

（Ramanathan and Carmichael, 2008; Flanner et al., 2009; Lau et al., 2010）。ブラックカーボンは、放射強制に負の影響

を与える有機炭素（OC）、その他のエアロゾル（硫酸塩など）ともに排出される。このため、燃焼で排出されるエ

アロゾルの純温暖化の正味の効果は、発生源や場所に左右され、依然として不確実性を伴う。利用可能な文献では、

化石燃料の内燃及び固体バイオマスの家庭内の燃焼は、正味の温暖化につながる一方、バイオマス源の開放燃焼（野

火）による正味の効果は否定的である。これは、吸収型のブラックカーボン・エアロゾルに比べ、反射型の有機炭

素の比率が高いためである（Bond et al., 2004; M. Jacobson, 2004; Hansen et al., 2005; Koch et al., 2007）。双方のプロセ

スは、大気の褐色雲の形成や、インドのモンスーンの変化（Auffhammer et al., 2006）、熱帯の高所の温暖化（Gautam 
et al., 2009）といった地域の気候への強い影響を示すその他のプロセスで、顕著な役割を果たす（Ramanathan et al., 
2005, 2007）。 
 
ブラックカーボンの軽減は、気候変動緩和だけでなく、持続可能性のさらなる懸念（大気汚染、非効率なエネルギ

ーのサービス、貧困層への関連する健康上の影響など）の解決も図れる重要な手段として提案されている（Grieshop 
et al., 2009）。エネルギー効率が良く無煙の調理器具や、小規模産業における石炭燃焼時のすす軽減技術を提供すれ

ば、放射強制の軽減及び都市地区の屋内の空気汚染と呼吸器疾患の闘いに、大きな便益が生ずるだろう（Ramanathan 
and Carmichael, 2008; 2.5.4 及び 9.3.4.3 節参照）。デリーでは、公共輸送システムをディーゼルから液化石油ガスに

切り替えた結果、温室効果ガスは正味節減（net savings）になり、ブラックカーボンの負荷も大幅に低下した（C. 
Reynolds and Kandlikar, 2008）。 
 
ただし、大気汚染の制御方法を通じて、反射型 のエアロゾルの「マスキング」効果が除かれてしまうと、既に判

明している温暖化による影響を加速しかねないことが示されている（Ramanathan and Feng, 2008; Carmichael et al., 
2009）。 
 
 
発熱及び電力供給 
 
化石燃料及びバイオマス（木材）を燃焼させて空間暖房及び発電を行う場合、ライフサイクル・インベントリの結

果（最終使用エネルギーの kWh 当たり）に圧倒的に貢献するのは、一般に、排出全体の 70 からほぼ 100%の割合

を占める燃焼段階である（Jungbluth et al., 2005; C. Bauer, 2007; Dones et al., 2007 など）（図 9.12 参照）。しかしな

がら、石炭、天然ガス、石油、及び薪を長距離輸送する場合、輸送段階がより重要になるだろう（C. Bauer, 2007, 2008
など）。一般に、天然ガスは化石燃料のなかで最も排出が少ない。エネルギーチェーンの様々な部門の貢献と排出

全体は、図 9.12 の最小値及び最大値で示したように、発電プラントの技術、排出制御技術の適用（排煙脱硫、粒

子除去など）、及び適用される燃料原材料の特性により、桁違いに異なってくる。 
 
たとえば、空間暖房の場合、最小値及び最大値は、評価されたデータセット全体で最も効率的な技術の選択肢及び

最も非効率な技術の選択肢を示す。さらに、燃料の種類（バイオマスの場合、丸太、チップ、またはペレットなど）

が結果に影響を与える。太陽熱暖房の数字は、中央ヨーロッパのある特定の場所で有効で、太陽放射の変動性は図

                                                        
15 粒子状物質(PM)の排出は PMdとして特定され、下付きの d は、含まれる粒子の最大の直径（μm）を示す。内燃機関
が排出する粒子は、どれも非常に小さく、ほぼ PM2.5内に収まる。 
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示の範囲では考慮されていない。化石発電の場合、全ヨーロッパ及びいくつかの他地域の国（アメリカ及び中国な

ど）の現在の技術と燃料供給の国別平均が結果に含まれている。このため、最小値は主に最も効率の良い発電プラ

ント及び汚染制御技術を持つ国々、最大値は主に最も非効率な発電プラント及び汚染制御技術を持つ国々を示す。 
 
評価結果では、非燃焼型の再生可能エネルギー技術及び原子力の大気汚染物質の排出は比較的少なく、掘削・調査

段階及び流通・マーケティング段階からのみであることが示されている。また、結果のばらつきは、（たとえば、

太陽放射（Jungbluth et al., 2009）及び風況（EWEA, 2004）の観点から）適用される発電技術及び発電場所の双方に

左右され、一般に、化石の発電及び発熱システムに比べ、再生可能エネルギーと原子力のほうがかなり低くなる。

変動性のある再生可能電力の流入（フィードイン）に対応した、火力発電所のより柔軟な運用により、発電システ

ムからの全体の排出量が増加する可能性については考慮されていない。図 9.12 には示されていないが、地熱ヒー

トポンプ運用に使用される電力の種類は、この技術の性能に大きな影響を与える（Heck, 2007）。 
 
開発途上国の大気汚染の結果を取り込んだライフサイクル評価の文献は乏しく、利用可能なケーススタディは、一

貫性を持つ結果に統合はできないだろう。しかしながら、示された範囲の上限の排出は典型的に、古い技術を使用

し、汚染制御方法もあまり実施されておらず、質の低い燃料を使用している可能性のある開発途上国に当てはまる

だろう。また、開発途上国では環境上の規制も十分ではないため、排出は比較的多くなる。Molina and Molina（2004）
は、産業、エネルギー、及び輸送から生ずる都市の屋外の大気汚染について報告し、結果は先進国の 10 倍以上高

かった。排出源の場所と普及した気象条件の組み合わせが、この観点では重要な要因である。大気汚染軽減は、1990
年代初め以降、重要になっており、アジア（特に中国）で硫黄の排出が鈍化している（Carmichael et al., 2002）。

再生可能エネルギーが大気汚染軽減に対して果たす大きな貢献は、特に新興国の経済の電力部門及び輸送部門を対

象に研究が続けられている（Boudri et al., 2002; Aunan et al., 2004; Ramanathan and Carmichael, 2008; Creutzig and He, 
2009; 9.4.4 及び 10.6 節参照）。 
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図 9.12: a）NOxと SO2及び b）NMVOC と PM25からの発電ユニット当たりのライフサイクル累積排出量。現在の

熱及び電力の供給技術を対象とする（C. Bauer, 2008; Viebahn et al., 2008; Ecoinvent, 2009）。伝統的バイオマス

使用は考慮せず。二酸化炭素回収・貯留を備える石炭及びガスの電力チェーンの数字は、近い将来の予想で有効で

ある（C. Bauer et al., 2009）。 
 
輸送燃料 
 
ライフサイクルの手法のもとでは、バイオマス燃料や自動車システムから、採掘から車両走行による消費まで

（well-to-wheel）に排出される大気汚染物質は、大幅に異なる。これらの相違は、燃料生産に使用する原材料、バ

イオマス生産量、燃料生産の経路と技術、バイオマスの栽培収穫の場所、燃料の特性と輸送機関の技術から生ずる

（von Blottnitz and Curran, 2007; Cherubini and Strømman, 2011）。 
 
ガス化燃料を使用すると、原料が化石燃料であれバイオマスであれ、液体燃料に比べ大気汚染が軽減される傾向が
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ある（Zah et al., 2007）。バイオ燃料及びバイオエタノール混合物とバイオディーゼル混合物の使用が排出ガスに

与える影響は、数え切れないくらいに検証が行われ、その結果は様々である（Schifter et al., 2004, 2011; Niven, 2005; 
Coelho et al., 2006; Fernando et al., 2006; Goldemberg et al., 2008; Graham et al., 2008; Pang et al., 2008; Coronado et al., 
2009; Costa and Sodré, 2009; Demirbas, 2009; Hilton and Duddy, 2009; Roayaei and Taheri, 2009; Yanowitz and 
McCormick, 2009; Yoon et al., 2009; Zhai et al., 2009; Park et al., 2010）。燃料混合物、燃焼温度と大気温度、添加物が、

大気汚染物質形成に決定的な役割を果たす（Lucon et al., 2005; Coelho et al., 2006; Graham et al., 2008; Ginnebaugh et 
al., 2010）。研究は全般的に、エタノール及びバイオディーゼル混合物の使用により、ガソリン及びディーゼルに

比べ、一酸化炭素（CO）及び炭化水素の排出は減少することに同意しているものの、窒素酸化物（NOx）の排出は

増加すると思われる。バイオ燃料混合物の酸化による窒素酸化物と蒸発ガスが増加すると、対流圏オゾンの濃度が

高まる可能性がある（Schifter et al., 2004; Agarwal, 2007）。ブラジルでは、アルデヒド排出の増加が報告されてい

る。アルデヒドは、化石燃料に由来するホルムアルデヒドに比べ、毒性は低い（Goldemberg et al., 2008; Graham et al., 
2008; Anderson, 2009）。第二世代のバイオ燃料及び将来のバイオ燃料は、燃焼システムが具体的に適用されれば、

パフォーマンスが向上すると推測される（Pischinger et al., 2008; Ußner and Müller- Langer, 2009）。 
 
Notter et al.（2010）及び Zackrisson et al.（2010）は、将来の電気または燃料電池を利用した乗り物（8.3.1 節参照）

が、再生可能エネルギー資源による発電や水素がエネルギーキャリアとして使用される場合、大気汚染軽減（とそ

の他環境への負荷）に大きなポテンシャルを持つとした。 
 
都市部から人口の少ない地域へ排出が移動すると、曝露は減少することから、人間の健康への影響は軽減される可

能性がある（9.3.4.3 節参照）。ブラジルでは全体での排出は増加したにもかかわらず、大半の排出が農村部におけ

る耕作機械、肥料製造、及びエタノールプラントに起因するので、フレックス燃料自動車に使用される一部のバイ

オエタノール混合物を使用することにより、都市部の排出を最大で 30%減少させた（Huo et al., 2009b）。同様に、

汚染物質のバックグラウンド濃度などの大気の状況によっては、都市部での二次汚染物資（エアロゾル及びオゾン

など）の形成も減少するだろう。 
 
9.3.4.3 健康への影響 
 
人間の健康に対して最も重要な影響を与えるエネルギー関連のものは、化石燃料及びバイオマスの燃焼による大気

汚染物質の排出に関連する影響である（Ezzati et al., 2004; W. Paul et al., 2007）。大気汚染は、現在の環境レベルで

さえも、（特に呼吸器系及び循環器の疾患の）死亡率を悪化させ、若年死につながる（表 9.9;,Cohen et al., 2004; Curtis 
et al., 2006）。環境大気汚染の健康への影響は、燃焼生成物の複合混合物によるものであるため、一定の発生源ま

たは汚染物質に起因すると断定するのは難しいが、疫学調査では、微粒子状物質、二酸化硫黄、及び対流圏オゾン

という 3 種類の汚染物質が最も密接にマイナスの影響に相関している（Ezzati et al., 2004; Curtis et al., 2006）。汚染

物質の大量排出を再生可能エネルギー普及で大幅に減少させれば、健康上の便益は向上するはずであり、気候変動

及び（都市部の）大気汚染軽減を組み合わせた政策措置の機会は、認識が高まる（9.4.4.1, 10.6 及び 11.3.1 節）。 
 
表 9.9: 重要な大気汚染物質による健康への影響（Bickel and Friedrich, 2005 より採用）。 
 
一次汚染物質 1 二次汚染物質 2 影響 
粒子状物質 
（PM10、PM2.5、ブラックカーボン） 

 心肺の疾病率（脳血管及び呼吸器の入院、心不全、慢

性気管支炎、上下気道症状、ぜんそく悪化）、死亡率 
二酸化硫黄 硫黄 粒子のようなもの？3 
窒素酸化物 硝酸塩 疾病率？、粒子のようなもの？3 
窒素酸化物+揮発性有機化合物 オゾン 呼吸器系の疾病率、死亡率 
一酸化炭素  心血管の疾病率、死亡率 
芳香族多環式炭化水素  がん 
鉛、水銀  疾病率（神経毒及びその他） 
注: 1 汚染源による排出、

2 
大気中の化学反応により生成、

3 
具体的な証拠の欠如。利用可能な疫学研究の大半は、構成要素または特性の

区別をせず、質量粒子を基にしているため。 

 
 
家庭の環境曝露には、固形の暖房及び調理用燃料の燃焼で生ずる屋内汚染物質（IAP）を含み、一般に発展ととも

に減少するが、農村部及び都市部では重要な違いがあり、コミュニティーレベルの曝露は当初は増加し、その後に

徐々に減少することが分かっている（Smith and Ezzati, 2005; HEI, 2010）。石炭及び伝統的バイオマスの燃焼による

屋内汚染物質への曝露は、開発途上国における疾病率及び死亡率の最も重要な原因の 1 つとして認識されている

（Bruce et al., 2002; Ezzati et al., 2004; Smith and Ezzati, 2005; Zhang and Smith, 2007）。たとえば、健康リスクの定量

比較（2000 年）によると、160 万人以上の死亡者と 3,850 万人以上の障害調整生存年数（DALY）の原因が固体燃

料から生ずる屋内の煙と考えることが出来る（WHO, 2002; Smith and Mehta, 2003; Smith et al., 2004; Torres-Duque et 
al., 2008）。図 9.13 は、屋内汚染物質に関連する健康問題の規模を示したもので、2030 年までに若年死のその他の

主因（HIV や AIDS、マラリア、及び結核）を超えると予測される（IEA, 2010a）。 
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図 9.13: 家庭内の大気汚染物質による若年死及びその他の疾病。2008 年及び 2030 年の予測（IEA, 2010a）。 
 
慢性閉塞性肺疾患、白内障、及び肺炎といった多くの健康問題は、屋内の排出に最も曝露される女性及び子どもの

間では最も深刻で（Smith et al., 2000; Pokhrel et al., 2005; Barnes et al., 2009; Haines et al., 2009; UNDP and WHO, 2009）、
一般には最貧困層に及ぼす（9.3.2 節参照）。 
 
伝統的な使用では、バイオマス系の燃料は木炭及び石炭に比べ、不純物濃度が高い結果が出る（Kim Oanh and Dung, 
1999; Bailis and Cutler, 2004; Zhang and Smith, 2007）。屋内汚染物質からの影響を緩和する選択肢は、よりコスト高

で排出の少ない燃料への転換に加え（9.3.2 節参照）、改良型の調理ストーブ（ICS）、換気と建物の設計、及び行

動変化などがある（Smith et al., 2000; Bruce et al., 2004; Mehta and Shahpar, 2004; Palanivelraja and Manirathinem, 2010）。
近代的なバイオエネルギー技術（改良型の調理ストーブ、バイオガス）は、燃料の転換を行わずに健康上の便益を

提供出来るだけでなく（Smith et al., 2007; Bailis et al., 2009）、環境的、社会的な付加的利益を提供出来る（Haines et 
al., 2009)（2.5.7.2 節参照）。 
 
非燃焼型（エネルギー）の健康への影響 
 
エネルギー技術による健康への影響は、先述したもの以外は比較的小さい。表 9.10 は、本報告書で認識した再生

可能エネルギー技術の懸念分野について、概要を示す。 
 
表 9.10: 2.5、4.6、5.6、及び 7.6 節で報告した、再生可能エネルギー技術が人間の健康に与える潜在的な影響の概

要。太陽熱技術及び海洋技術では、影響は全く確認されなかった。 
再生可能エネルギー技術 潜在的な健康への懸念 
バイオエネルギー 原材料及び農業慣行によるが、殺虫剤または硝酸塩といった農薬及び誘導

体、または残渣の焼却による煙は、直接、間接的に地域に影響を与えるだろ

う。 
 
燃焼※による大気汚染物質の排出に関連する健康への影響 

地熱エネルギー 一部の運用では、硫化水素の排出が地域に影響を与えるだろう。 
貯水式水力 貯留水は、熱帯地域の場合、ベクター媒介病の蔓延につながりかねない。 

大規模ダム建設中に人口及び出稼ぎ労働者が集中すると、公衆衛生上の懸念

が生ずるだろう 
風力 騒音及びフリッカ現象による公害 

※ 詳細は、前の小節参照 

 
原子力の場合、使用済み燃料及びウラン廃棄物の放射能毒性（風による放射性ちりの拡散、採掘段階で放出される

ラドンガスなども含む）が、健康上最も強く懸念される（OECD/NEA, 2002; Abdelouas, 2006; Al-Zoughool and Krewski, 
2009）。原子力プラント近隣の住民、特に子どものがんのリスク増大が研究されているが、結果は各国によって異

なる（Ghirga, 2010）。 
 
9.3.4.4 水 
 
水は、エネルギーも含め、多様で競合する用途を伴う極めて重要で非常に局在する資源である。一定の場所におけ

る水資源の条件及び量は、エネルギー技術の選択、設計及び性能に影響を与える。エネルギー技術の影響は、地理

的、時間的にも異なる。したがって、水資源とエネルギーの連関（water-energy nexus）の示唆は、持続可能な開発
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の背景において検討されなければならない。エネルギー技術が水資源に与える影響を総体的に評価した文献は限ら

れており、特にライフサイクルの観点から見たものでその傾向は顕著である。以下の節で示した証拠から、幅広い

結論をいくつか出すことは出来るものの、結果の多くの裏付けを取り、既存の知見のギャップを埋めるには、さら

に調査が必要である。 
 
2006 年、エネルギー部門及び産業部門の淡水取水割合は、附属書 I 国では 45%を、非附属書 I 国では 10%を占めた

（Gleick, 2008）。開発途上国が工業化し、エネルギーのサービスへのアクセスが向上すると、エネルギー生産増加

の水需要に対応するため、淡水資源がさらに必要になるだろう。しかしながら、様々な計量値では、多くの開発途

上国で既に水不足の問題が生じていること、気候変動が水ストレスを深刻化させるだろうということが示されてい

る（Rijsberman, 2006; IPCC, 2008; Dai, 2011）。火力発電所は、継続的に水が必要なため、水不足の状況及び気候変

動には特に脆弱である。また、水力及びバイオエネルギーは水の入手可能性に大きく依存し、競合の激化及び水不

足の緩和の双方に対してポテンシャルがある（2.5.5.1 及び 5.10 節参照）。 
 
運用の水使用及び発電が水質に与える影響 
 
電力部門の影響には、取水及び消費の双方が関わる。取水は、土壌から取り除いた水か、水源から転用した水の量

を示し、消費は、蒸発、蒸散、人間の消費、及び製品への組み込みを通じて失われた水の量を示す（Kenny et al., 2009）。
どちらの計量値も地域の水の利用可能性に重要な影響を与えており、既存の技術では 1 度にどちらか 1 つの影響し

か緩和できないという、トレードオフを伴うことが多い。産業及び発電用の水の消費量は世界の水消費量の４％に

満たないが、水不足の地域においては考慮すべき重要な事項である。これは水がシステムから効率的に除去され、

農業や飲料水などの他目的に利用できないため、特に将来の資源開発の面で重要である（Shiklomanov, 2000）。 
 
水は大半の技術のライフサイクルを通じて使用されるものの、火力発電所の運用では冷却のニーズが生じるため、

バイオマス原材料の生産を除き、その他のライフサイクルの段階以上に取水及び消費が行われることになる

（Fthenakis and Kim, 2010）。図 9.14 では、発電ユニット及び冷却技術に関連して、運用による水消費率の変動を

示す。水の消費は、冷却技術のカテゴリ内でもカテゴリ間でも幅広く異なるが、特にカテゴリ間で差異が出る。冷

却システムの選択は、場所に特有なことが多く、水資源の利用可能性、地域の環境規制や環境の質への影響、寄生

性エネルギーの負荷、コスト、その他の考慮事項に基づく（J. Reynolds, 1980; Bloemkolk and van der Schaaf, 1996）。

非火力利用の技術は、水力を除き、発電ユニット当たりの取水及び消費に関する水利用値は、運用でもライフサイ

クル上でも最も低い（Tsoutsos et al., 2005; Fthenakis and Kim, 2010）。水力発電の貯水池から多量に蒸発する可能性

があるが、貯水池は、発電だけでなく、その他の有益なサービス（洪水調節、淡水供給、及びレクリエーションな

ど）を提供することも多く、多様な貯水池の使用から水消費を決定する配分スキームは、報告された水消費の値に

大幅な影響を与える可能性がある（Gleick, 1993; LeCornu, 1998; Torcellini et al., 2003）。特定の流域において貯水池

の建設が蒸発に与える正味の影響を特定する調査が必要だろう。図 9.14 のデータは、アメリカのシステムの研究

からのみの出典であるが、技術の耐用年数及び気候条件も幅広い範囲になっており、このいずれも水の使用率に影

響を与える可能性がある（B. Miller et al., 1992）。このため、これらの結果は他国の水の使用率に適用し、比較す

ることが可能である（EC, 2006）。 
 
地熱エネルギーのデータは図 9.14 には含まれていない。これは、大半の状況で、地熱流体は再注入前に冷却に使

用可能であることから、淡水は消費されないためである（Franco and Villani, 2009; 4.5.3 節参照）。使用される技術、

資源の種類及び冷却システムによるが、地熱の運用による水消費はほぼゼロから最大 15m3/MWh の範囲になる可能

性がある（Fthenakis and Kim, 2010）。 
 
水域の水位低下または温度上昇により、火力発電所の貫流冷却が必要になるだろう。この際には大量に取水がおこ

なわれるが、消費は比較的少なく、低い容量で稼動させるか完全に停止させるかになる（Poumadère et al., 2005）。

取水量の少ない再循環の冷却技術を活用してこの脆弱性を処理すると、水の消費増（図 9.14）、プラントレベルの

熱効率の低下、及び運用コストと設置コストの増加につながる可能性があるだろう（Tawney et al., 2005）。そして、

周囲温度が上昇すると、プラントレベルの熱効率及び冷却システムのパフォーマンスは低下すると思われる。この

結果、水の使用率は上昇する（B. Miller et al., 1992; Turchi et al., 2010）。火力発電所の脆弱性は、都市下水などの

代替的な水源を活用するか、乾式冷却システムを活用すれば、低減可能である。しかし、コスト、パフォーマンス、

入手可能性の点で、トレードオフ及び制約がある（EPRI, 2003; Gadhamshetty et al., 2006）。貯水池及び河川の水位

も気候変動の影響を受け、水の入手可能性及び水力発電のパフォーマンス能力と出力が変化するだろう（Harrison 
and Whittington, 2002; IPCC, 2008）。 
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図 9.14: 非熱発電技術と熱による発電技術で見た場合の、運用に必要な水消費量の範囲（利用可能な文献のレビュ

ーに基づく（m3/MWh））。棒は、利用可能な文献における絶対範囲、ダイヤモンドは単一の推計を示す。n は出

典で報告された推計値の数を示す。水力の上限値は総蒸発量を測定したいくつかの研究によるもので、代表的なも

のではない場合があることに留意が必要である（Box 5.2 参照）。本文献レビューで使用した方法と参照は Annex II
で報告する。 
 
注: CSP: 集光型太陽熱発電、CCS: 二酸化炭素回収・貯留、IGCC: 石炭ガス化複合発電、CC: コンバインドサイクル発電、PV: 太陽

光 

 
 
発電ユニットは、熱及び化学汚染により水質に影響を与える可能性がある。通常の運用時、貫流冷却システムを備

える発電ユニットは、冷却水排出先の水域の温度を上昇させる可能性があり、これが水界生態系に負の影響を与え、

漁獲高を減少させる可能性がある（Kelso and Milburn, 1979; Barnthouse, 2000; Poornima et al., 2005; Greenwood, 2008; 
Kesminas and Olechnoviciene, 2008; Shanthi and Gajendran, 2009）。化石燃料燃焼による大気汚染物質が水域に沈殿す

る場合も、水質に影響を与える可能性がある（Larssen et al., 2006）。水力発電施設は、排水の温度及び溶存酸素量

に影響を与える可能性があるだけでなく、流動様式を変化させたり、生態系や堆積物分布のプロセスをかく乱した

りしかねない（Cushman, 1985; Liu and Yu, 1992; Jager and Smith, 2008; 5.6 節参照）。河口にある潮力エネルギーの

施設は、河口の水文学や塩分濃度に影響を与える可能性があり、海洋温度差技術は、アンモニア及び塩素といった

有毒な化学物質を偶発的に放出することで、水質を局所的に変化させる可能性がある（Pelc and Fujita, 2002; Vega, 
2002; 6.5 節参照）。地熱発電の施設は、運用時に地熱流体が地表や地表貯水で漏れ出したり、淡水泉源（freshwater 
wells）近くが汚染されたりすると、地表水及び地下水双方の水質に影響を与える可能性がある（Brophy, 1997; Dogdu 
and Bayari, 2004; 4.5 節参照）。 
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掘削・調査段階の水使用 
 
掘削・調査段階の水使用（図 9.7 参照）は、特に燃料採掘及びバイオマス原料生産の段階で、一部のエネルギー技

術では多量になる可能性がある（Fthenakis and Kim, 2010）。具体的には、非在来型の化石燃料（オイルシェール、

シェールガスなど）の採掘技術及び加工技術では、在来型の採掘技術に比べて水使用率が大幅に高くなる可能性が

あり、他の流域から淡水を搬入する必要があるだろう（GAO, 2010; Kargbo et al., 2010; Parfitt, 2010; Veil, 2010）。水

使用を非在来型の生産で採掘された燃料の出力エネルギーの割合として捉え、他の在来型の生産燃料との比較を容

易にするには、さらに調査が必要になる。 
 
バイオマス原材料は、発電に使用されることもあれば、液体燃料に転換されることもある。原材料生産に必要な自

然変動する降雨及び淡水の灌漑の双方を考慮すると、水フットプリントの方法論が使用される（Gerbens-Leenes et al., 
2009）。原材料生産の水フットプリントは、原材料の種類、地理的地域と地域の気象条件、及び作物の管理慣行に

大きく影響される（Berndes, 2002, 2008; Gerbens-Leenes et al., 2009; Wu et al., 2009; Harto et al., 2010; Stone et al., 2010）。
これらの要因は年々変動するだろう。また、個別のケースの水フットプリントは、世界規模の平均とは大きく異な

るだろう。多目的で栽培されるバイオマスの水フットプリントでも、その推定値は配分方法の選択によって大きく

異なる可能性がある（S. Singh and Kumar, 2011）。 
 
発電用のバイオマス原材料生産の水フットプリントは現在、熱による発電所運用の際に消費される水の量に比べ、

おおよそ 70～400 倍に達する可能性がある（Gerbens-Leenes et al., 2009; S. Singh and Kumar, 2011）。（生産質量で

加重平均した）バイオマス原材料生産の水フットプリントの世界平均は現在、MJ 燃料当たりで約 60～600ℓである

（Gerbens-Leenes et al., 2009）。バイオディーゼル原材料の水フットプリントは、エタノール作物のほぼ 2～4 倍で

ある。これは、油糧種子作物は水効率が良くないためである（Gerbens-Leenes et al., 2009; S. Singh and Kumar, 2011）。
バイオ燃料の精製及び加工では、MJ 燃料当たりで約 0.1～0.5ℓの水が必要であり、これは原材料生産の所要量に比

べて非常に少ないが、在来型の石油生産に比べれば、依然としてかなり高い（Berndes, 2002; King and Webber, 2008; 
Wu et al., 2009; Harto et al., 2010; S. Singh and Kumar, 2011）。 
 
適切な管理が行われないまま、バイオエネルギー生産が拡大すると、危機的な地域では水の競合が激化する可能性

があるだろう（2.5.5.1 節参照; Dornburg et al., 2008; Berndes, 2010; Fingerman et al., 2010）。しかしながら、淡水の灌

漑が水消費全体に占める割合はかなり異なっており、地形規模での植圧及び水文学的過程の関係は複雑である。一

定の原材料生産システムは、水の生産性が向上し水の競合が低下したシステム（複数年の輪作で栽培される木質作

物など）へ土地利用を変化させるだろう。一部の多年草は荒廃地の保水機能を改善可能であり、農業慣行を向上さ

せれば水効率はかなり改善可能である。 
 
掘削・調査段階のによる質への影響 
 
原材料生産、採掘作業、及び燃料加工も水質に影響を与える可能性がある（Larssen et al., 2006）。石炭採掘時の廃

水は、pH の低下、固体金属と重金属の濃度上昇により、地域の水質を悪化させる可能性がある。採鉱表土集積場

からの浸出水も、その重金属の濃度は高い可能性がある（Tiwary, 2001）。原子力用のウラン採掘の廃水は、周辺

の表層水及び地下水のウラン、ラジウム、セレン、モリブデン、及び硝酸塩の濃度を上昇させる可能性がある（R.F. 
Kaufmann et al., 1976; van Metre and Gray, 1992; Au et al., 1995; Voitsekhovitch et al., 2006; Carvalho et al., 2007）。使用

済み原子力の再加工の際、排出は効果的な規制で大幅に減少させることが出来るけれども、水の放射能汚染が起き

る可能性がある（EC, 1999; Suzuki et al., 2008; Yamada and Zheng, 2008）。石油タンカー運用による排出（すなわち

タンカー洗浄作業時の石油投棄）も、水質汚染の断続的な原因である（Jernel.v, 2010; Rogowska and Namiesnik, 2010）。
大半の国で、水汚染を防ぐため、厳格な制限及び安全基準を設けているが、だからといって必ず事故を防げるわけ

ではない（9.3.4.7 節参照）。 
 
従来の条植え生産（row-cropping production）方法を用いる場合、バイオエネルギーの原材料生産は、他の条植え作

物と同様、肥料及び殺虫剤の使用により水質に影響を与える可能性があるが、多くの地域では、第二世代の原材料

は非エネルギー条植作物に比べて化学物質投入量は少なくてすむ（Paine, 1996; McLaughlin and Walsh, 1998; Lovett 
et al., 2009）。有機蒸留廃水の排出は地域の水域を汚染する可能性があるが、嫌気性汚水分解の既存技術で緩和可

能である（Giampietro et al., 1997; Wilkie et al., 2000）。 
 
9.3.4.5 土地利用 
 
大半のエネルギー技術には、サプライチェーン全体が含まれる場合、かなりの土地が必要になる。ただし、エネル

ギー技術による土地利用のライフサイクル推定値を報告した文献は乏しい。利用可能な証拠は限られているが、化

石燃料チェーンの土地利用のライフサイクル値は、再生可能エネルギー源の土地利用と同程度かそれ以上である可

能性があるとしている（Hirschberg et al., 2006; Fthenakis and Kim, 2009）。 
 
様々な再生可能エネルギーの主要な段階で必要となる土地、即ち、発電施設が占有する場所やバイオマス原材料の
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栽培場所を説明したり比較したりするため、文献において様々な測定基準が使用されている。たとえば、占有面積

（m2/kW）、土地利用の有効パーセンテージ（Trieb et al., 2009; Rovere et al., 2010）または土地フットプリント（一

人当たり m2）が挙げられる（Denholm and Margolis, 2008）。土地の必要性を適切に解釈し比較するうえで、検討す

る必要のある側面は以下のとおりである。 
 

・必要な土地の性質及び条件（耕地またはかつての商工業地域、需要地からの遠近など） 
 
・土地利用の質（単一か多目的の利用が可能か） 
 
・土地の転換の耐久性と可逆性（かつての土地利用や土地被覆、干拓回数） 

 
特に、土地の転換利用の環境影響評価は非常に複雑で、方法論上の課題の多くが解決されていない（Dubreuil et al., 
2007; Scholz, 2007）。これらには、地形の分断化（Jordaan et al., 2009）、生命維持機能と生態系部門への影響、地

域の自然性への影響（様々な種類の使用後の再生回数など）、及び生物多様性への影響などがある（Lindeijer, 2000; 
Scholz, 2007; Schmidt, 2008）（9.3.4.6 節参照）。 
 
化石エネルギーチェーン及び原子力の場合、採掘の運用か抽出の種類（オンサイト、浸出、露点採掘または坑内採

鉱）、鉱床と燃料の質、及び供給インフラによるが、土地利用は掘削・調査段階の流通・マーケティング段階が圧

倒的である（図 9.7 参照）（Hirschberg et al., 2006; Fthenakis and Kim, 2009; Jordaan et al., 2009）。高灰分の結果、廃

棄物処理場は石炭火力発電所の土地利用に大きく貢献する（Mishra, 2004; NRC, 2010）。原子力チェーンの地上の

土地利用の転換の範囲は、化石燃料チェーンに比べ低い。しかしながら、非常に長期のスパン（10,000～100,000
年）で高レベル放射性廃棄物へのアクセスを遮断する将来の処分場所を維持する必要があるため、原子力施設の占

有の土地利用は大幅に増える可能性がある（Gagnon et al., 2002; Fthenakis and Kim, 2009）。 
 
ほとんどの再生可能エネルギー源では、土地利用の需要は運用段階において最大となる。例外は専用の原材料で生

産するバイオエネルギーの土地利用強度であり、これは他のエネルギー技術に比べてかなり高く、原材料の違いや

気候エリアの違いによってヘクタールあたりのエネルギー収量の変動は大きい。もし残渣または有機廃棄物に由来

するバイオマスを利用する場合、追加的な土地利用は小さい（2.3.1 節参照）。 
 
太陽光発電（PV）及び太陽熱設備が屋根に設置される限りは、運用上の土地利用はごくわずかであるが、集中的

な太陽光発電（PV）プラント及び集光型太陽熱発電（CSP）の場合は、設計上の考慮が土地利用の程度及び排他性

に影響を与える可能性がある（Tsoutsos et al., 2005; Denholm and Margolis, 2008; 3.6.1 節参照）。地熱発電は、地上

の直接の土地利用は非常に低いが、地熱地帯に土地の地盤沈下リスクがある場合はかなり大きくなる（Evans et al., 
2009）。景観及び優れた自然の姿の保存、観光産業との関連するあつれきが、懸念分野として生ずるだろう（4.5.3.3
節参照）。同様に、風力の場合、沿岸でも沖合でも景観の妨害が課題として浮上している（7.6.3.2 節参照）。 
 
流れ込み式の水力発電ではライフサイクルの土地の利用は非常に低いが、貯水式の水力発電の場合は、場所の物理

的条件によって値が大きく異なる（Gagnon et al., 2002）。貯水池の貯水及び存在が、影響の最も大きな原因として

目立ち（Egré and Milewski, 2002）、非自発的な立ち退き及び文化遺産の破壊といった社会的課題も極めて重要な社

会的な側面に加わっている（9.5.1 及び 5.6.1.7 節参照）。貯水池を多目的で使用する場合、氾濫の影響は発電にの

み帰すことはできない（5.10 節参照）。現在の風力、波と海洋、または潮流エネルギーの場合、エネルギーが散逸

するため、施設間で間隔を空ける必要がある。このため、転換する土地または海洋全体の面積は非常に広くなる。

農業、漁業、及びレクリエーション活動といった二次使用も可能なことが多いものの（Denholm et al., 2009; M. 
Jacobson, 2009）、一定の海洋技術では、競合使用へのアクセスが制約されていることが、課題になるだろう（6.5.2
節参照）。 
 
結論としては、将来のエネルギーシステムの配送ネットワーク及び供給ネットワークの設置や更新を行うための土

地の需要はかなり重要になるだろうという点、変動性のある再生可能エネルギー源の割合が高まれば、将来的には

さらに増加するだろうという点には留意するべきである。 
 
9.3.4.6 生態系及び生物多様性への影響 
 
土地利用と密接に結びついているのは、生態系及び生物多様性に対する（場所に特有の）影響である。エネルギー

技術は、主に以下の経路を通じ、生態系及び生物多様性に影響を与える。 
 

・貯水池の形成と河川の変更、露点採掘、潮汐発電、廃棄物堆積所、及び土地利用の転換（森林または草地か

ら管理地など）の場合、生息地及び生態系の直接的、物理的な破壊 
 
・インフラ、収穫の運用、または構築環境の改変などによる、生息地の分断、生態系の退化、及び一定の種の

生態系の破壊 
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・大気汚染及び水汚染による生息地の悪化 

 
最後のものは、化石エネルギー技術及び採掘に大きく関連している一方（M. Jacobson, 2009）、水生生物に影響す

る熱公害は、全ての熱技術で深刻な懸念である。化石燃料の採掘段階で発生し得る重大事故の潜在的影響も、同じ

く重要性を持つ可能性がある（9.3.4.4 及び 9.3.4.7 節）。 
 
生物多様性に対する影響の評価は、ライフサイクル評価の方法論の一部ではない。指標を設けてライフサイクル評

価に統合しようという試みはあっても（Schmidt, 2008 など）、様々なエネルギーチェーンのライフサイクルの影響

を比較する枠組みは、現在のところ全く利用できない。再生可能エネルギー技術に関連する潜在的な懸念について

は、表 9.11 に概要をまとめ、その後に知見の状況を短く説明する。潜在的便益及び緩和策などを含むより広い議

論は、技術の章で参照可能である（2.5.5, 3.6.1, 4.5.3, 5.6.1, 6.5.2, 7.6.2 及び 7.6.5 節参照）。 
 
表 9.11: 生態系及び生物多様性に対する潜在的なマイナスの影響及び懸念に関する概要。SRREN の第 2～7 章で

報告した再生可能エネルギー技術に関連。技術特有の影響及び適切な緩和策に関する詳細な議論は、2.5.5, 3.6.1, 
4.5.3, 5.6.1, 6.5.2, 7.6.2 及び 7.6.5 節参照。 
 
バイオエネルギー（専用の原材料） 管理地への転換による質の高い自然の生息地の喪失、保護地区への圧

力、農業集約化、土壌荒廃、栄養汚染と水生生息地への農薬排出によ

る農業生物多様性と野生生物への影響、侵入種か遺伝子改変種の導入

バイオエネルギー（残渣） 残渣の除去による、森林システムにおける土壌荒廃、木質の有機堆積

物の生息環境の喪失 
太陽光発電（PV）（フィールド設置） 設置段階を通じた生態系の破壊、日陰効果による植物群落の変化 
集光型太陽熱発電（CSP） 脆弱な砂漠の生態系の破壊 
地熱 表層処理（surface disposal）の場合は塩水流体の有害化学物質の影響、

保護地区内の生息地の変化 
水力（一般的な影響） 沿岸、河川、及び静水の生態系改変、魚類の回遊経路との干渉、産卵

場所と生育域へのアクセス低下、河川の堆積負荷の変化 
水力（貯水型の典型） 氾濫を通じた生息地及び特殊なビオトープの喪失（陸生から水生へ、

河川から静水への生態系の変化）、化学組成と水温の変化による影響

（下流）、季節の流動様式と洪水様式の変化、在来種の絶滅や非在来

種の導入、水循環の下流の変化 
潮汐 
 

海洋及び沿岸の生態系の変化、水の濁度の変化、植物生育、魚類と鳥

類の繁殖種に影響を与える河口の塩分濃度と土砂流動の変化 
海洋塩分濃度差 局所的な海洋環境及び河川環境に対する汽水排水の影響 
海洋（海洋温度差） 栄養分豊富な水が表層に上昇する効果による、水生生物への影響の可

能性 
海洋（波力エネルギー、海流及び潮流） タービン翼回転、騒音、振動、及び電磁場による、敏感な種（軟骨魚

類、海洋哺乳類）への影響、漂泳性の生息地と底生群集の自然のバラ

ンスの破壊 
風力（沿岸） 渡り鳥の飛行経路の妨害、鳥類や猛禽類、コウモリの衝突死、地域の

回避または移動、繁殖の低下 
風力（沖合） 海洋哺乳類に悪影響を与えかねない建設時の音波、底生群集の自然の

バランスの破壊 
 
再生可能エネルギー技術が生物多様性に与える影響に関する科学的証拠は、まちまちである。バイオエネルギーの

場合、様々な原材料の生産システムの地域的影響及び大規模な展開の結果の双方が、研究されている。様々な原材

料の生産及び管理システム（有機残渣の使用含む）が生物多様性に与える局所的な影響は、プラスとマイナスの双

方の証拠がある（Semere and Slater, 2007; Firbank, 2008; Fitzherbert et al., 2008; Baum et al., 2009; Lovett et al., 2009; 
Schulz et al., 2009; Fletcher et al., 2011; Riffell et al., 2011 など）。しかしながら、バイオエネルギーの大きな可能性の

活用は、懸念の原因と見なされている。生物多様性に富み、絶滅危惧種及び固有種の生息地になっている既に分断

され環境が悪化している地域に対して、潜在的な影響を伴う（Firbank, 2008; Sala et al., 2009; WBGU, 2009; Dauber et 
al., 2010; Beringer et al., 2011 など; 2.2.4., 2.5.5, 9.4.3.5 及び 9.4.4 節参照）。バイオエネルギーが生物多様性に与える

全体的な影響は、将来の気候変動緩和に関する長期的なプラスの影響及び土地利用転換による短期的なマイナスの

影響のバランスにも左右される（Dornburg et al., 2008）。 
 
場所により異なる影響の場合、水力発電（Rosenberg et al., 1997; Fearnside, 2001; IUCN, 2001 など; 5.6 節参照）では、

主に環境影響評価に基づいた十分な証拠が利用可能であり、沿岸・沖合の風力ファーム（7.6.2 節参照）や一部の

太陽エネルギー技術（Tsoutsos et al., 2005 など）においても、ある程度利用可能である。地熱エネルギーにおいて



最終版  再生可能エネルギー特別報告書（SRREN） 

SRREN 45/114 第 9 章 

利用可能の証拠はさらに少なく、様々な海洋装置及び潮力装置（潮汐除く）は、生物多様性に与える影響を評価す

るには、時期尚早の開発段階である。しかしながら、大規模な導入が長期的に個体群レベルで与える結果は、全て

のエネルギー技術でさらに調査する必要がある。 
 
9.3.4.7 事故及びリスク 
 
現在及び将来のエネルギーシステムと関連する事故リスクの比較評価は、エネルギー及び持続可能性を包括的に評

価するうえで、極めて重要な側面である。事故事象は、自然災害（Steinberg et al., 2008; Kaiser et al., 2009; Cozzani et 
al., 2010 など）、技術の不具合（Hirschberg et al., 2004a; Burgherr et al., 2008 など）、意図的に悪意ある行為（Giroux, 
2008 など）、及び人為ミス（Meshakti, 2007; Ale et al., 2008 など）が原因となる可能性がある。本節では、社会的

なリスク対策に焦点を置きつつ、ある事象の確率及びその結果に関する客観的な情報に基づき、様々なエネルギー

技術の事故によるリスクを比較する（Jonkman et al., 2003 など）。通常の運用、意図的行為、及び倫理基準違反の

影響だけでなく、能動的リスクと受動的リスクの比較、及び労働安全におけるリスク内在化の側面は、対象にして

いない。再生可能技術の大規模な展開に関連する追加的リスクについても、議論を行う。 
 
エネルギー技術が社会や環境にもたらすリスクは、実際の発電時だけでなく、エネルギーのサプライチェーンの全

段階で生ずる（Hirschberg et al., 1998; Burgherr and Hirschberg, 2008）。1990 年代初めには既に、エネルギー部門の

事故は世界規模の人為的事故で第二位を占めることが認識されている。しかしながら、完全性及びデータの質につ

いては、その論述は十分とは考えられていなかった（Fritzsche, 1992）。これに対応して、Energy-Related Severe 
Accident Database（ENSAD）が開発され、Paul Scherrer Institute により継続的に更新されている（Hirschberg et al., 1998, 
2003; Burgherr and Hirschberg, 2008 など）。ここで示された結果は、いわゆる重大事故に注目している。これは、

公的理解及びエネルギー政策で最も議論になるためである。方法論的アプローチの詳細は、Annex II に示す。 
 
まず、致死をベースにした 2 つの補完的なリスク指標の評価を行い、包括的な概要を示す。致死が選ばれた理由は、

致死のデータは一般に、信頼性、精度、完全性が最も高いためである（Burgherr and Hirschberg, 2008）。リスクを

受容可能なレベルまで低下させることには、死亡者数も含まれる。これは、致死が貨幣化に耐えられるためである

（Viscusi, 2010）。また、実際の事象または先行の事象から、ある技術の最大の致死ポテンシャルの推定値が分か

る（Vinnem, 2010）。致死率は、重大事故（5 人以上の死亡）によって発生する死亡者数の推測数に基づき、発電

の場合は GW と年で標準化される。最大の結果は最大の死亡数に基づき、これは特定のエネルギー技術の単一の事

故に合理的に信用可能である。 
 
図 9.15 は、現在運用中の様々な技術のリスク評価結果を示す。化石燃料チェーン及び水力の場合、致死率は OECD
及び EU27 諸国で一般に低く、非 OECD 諸国に比べ最大の結果も低くなる。化石燃料チェーンのなかでは、両方の

指標の観点からは、天然ガスの成績が最も良い。中国の石炭の致死率は（1994～1999 年）は、その他の非 OECD
諸国に比べて明らかに高い（Hirschberg et al., 2003; Burgherr and Hirschberg, 2007）。ただし、2000～2009 年のデー

タからは、中国は緩やかなペースで非 OECD のレベルに近づいていることが示されている（Annex II 参照）。大規

模な集中型の技術の中では、近代的な原子力及び OECD の水力プラントで致死率が最も低いが、それと同時に、極

端な現象の結果も非常に大きくなる可能性がある。OECD 諸国の水力発電の経験では致死率は非常に低くなってお

り、原子力発電を対象とした確立論的安全性評価（PSA)の代表的な結果と比べても低くなっているが、非 OECD
諸国ではダムの事故で多数の犠牲者が出る可能性がある。2010 年までに16、原子力発電所では 2 件の炉心溶融事象

が発生した。スリーマイル島の 2 号炉（TMI-2、アメリカ、1979 年）及びチェルノブイリ（ウクライナ、1986 年）

である（Annex II 参照）。ただし、チェルノブイリの事故は、OECD 諸国で他の技術及び安全性の高い技術を使用

して運用中のプラントを代表するものではなく、非 OECD 諸国における現在の状況を代表しているわけでもない

（Hirschberg et al., 2004a; Burgherr and Hirschberg, 2008）。第三世代の原子炉は、現在運用中の発電プラントに比べ

致死率が大幅に低くなると推測されるが、プラントの大規模化の傾向により、最大の結果は大きくなる可能性があ

るだろう（Annex II 参照）。その他の再生可能技術は全て、化石チェーンに比べ致死率が明らかに低く、先進国で

は水力及び原子力と完全に比較可能である。最大の結果に関しては、これらの再生可能源はその他の全ての技術に

比べて優れている。分散的な性質が、大惨事を引き起こすポテンシャルを強く制限しているためである。ただし、

現在は完全に定量化が難しい再生可能エネルギーの追加的なリスク要因を評価することは重要であるが、潜在的に

大規模な展開を阻害しかねない（表 9.12 参照）。 
 

                                                        
16 2011 年の 3 月に日本の福島で発生した 3 番目の炉心溶融事象は、現在の分析では取り上げられていない。 
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図 9.15: 現在運用中の大規模な集中型のエネルギー技術及び分散型のエネルギー技術に関する、致死率及び最大の

結果の比較。化石及び水力は ENSAD のデータベース（1970～2008 年）に基づく。原子力では、確率論的安全性

評価が適用される。その他の再生可能エネルギー源については、利用可能なデータ、文献調査、及び専門家の判断

を組み合わせて使用する。方法論の詳細に関しては、Annex II 参照。 
 
注: RBMK = 黒鉛減速沸騰軽水圧力管型原子炉。沸騰水冷却 黒鉛の減速材の中に圧力管を配置する種類の原子炉; PWR =加圧水型原子

炉; CHP = コジェネレーション; EGS = 地熱井涵養システム 
 
 
事故は、広範な土地及び水域も汚染する可能性がある。放射性同位体の排出による偶発的な土地汚染は、原子力技

術にのみ関連する（Burgherr et al., 2008）。原油及び石油製品が偶発的に海洋環境に放出されることに関しては、

1970 年代以降は、技術的な方法だけでなく、国際協定、国の規制、及び財政的負担の強化で大幅な改善がなされ

ている（Burgherr, 2007; Knapp and Franses, 2009; Kontovas et al., 2010）。それでもなお、石油の採掘及び生産による

偶発的な流出はよく発生し、塩水資源及び淡水資源の双方に影響を与える可能性がある（Kramer, 1982; Jernelöv, 
2010; Rogowska and Namiesnik, 2010）。また、掘削プラットフォームであるディープウォーター・ホライズン（2010
年のメキシコ湾における 67 万トンの原油流出事故: Lubchenco et al., 2010）など、非常に悲惨な事象は将来において

排除できない。さらに、深海の資源（メキシコ湾、ブラジルなど）や極端な環境（北極圏など）での掘削が増えれ

ば、環境及び経済に対して潜在的に高い影響を伴う事故の脅威は拡大する。化学物質の流出は、天然のシェールガ

ス及び地熱の運用時にも水圧破砕で発生する可能性があり、潜在的に地域の水が汚染される可能性がある（Aksoy et 
al., 2009; Kargbo et al., 2010）。この分野では、経験が増えるにつれて更なる調査が必要である。 
 
表 9.12 及び以下の概要は、完全に定量化できていないリスクの側面をまとめている。定量化が不完全な理由は、

限定的なデータ及び経験しか利用できないか、主に結果に焦点を置いた従来のリスク指標では完全にカバーできな

いためである。地熱井涵養システムの誘発する地震活動の影響は遅延の原因になっており、アメリカ及びスイスの

２つの地熱井涵養システムの主要プロジェクトは、永久放棄にさえなっている（Majer et al., 2007; Dannwolf and 
Ulmer, 2009）。沖合の風力発電地帯の拡大加速に伴い、洋上の風車と船舶の衝突に関するリスク分析及びその後の

リスク低減策導入が、重要な側面になっている。発生頻度は低いが、結果は大きくなる可能性がある（Christensen et 
al., 2001; Biehl and Lehmann, 2006）。地政学的に安定しない地域で再生可能を大容量で設置する場合、再生可能エ

ネルギーのインフラ（系統を含む）及び供給に対する脅威は重大な要因となるだろう。これには、非国家主体（サ

ボタージュ、テロリズムなど）による意図的な供給切断、物理的攻撃またはサイバーアタックなどを含む（Lacher 
and Kumetat, 2010）。バイオエネルギーの重要な課題には、食料生産及び水資源使用との潜在的な競合などがある

（Koh and Ghazoul, 2008 など; 2.5.7.4 及び 9.3.4.4 節参照）。潮力及び波力の発電技術は、多数の試作品が設置され、

小規模な商用プロジェクトもいくつか見られるが、依然として開発の比較的初期段階である。このため、これらの

潜在的な影響及びリスクは、ある程度の理解という段階にも到っていない（Westwood, 2007; Güney and Kaygusuz, 
2010; Langhamer et al., 2010; Shields et al., 2011）。 
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LF/UL = 下限及び上限 

そ
の

他
の
再

生
可

能
エ
ネ

ル
ギ

ー
 

第二世代（PWR、CH）

チェルノブイリ

（RBMK）原
子

力
 

EF: 0.032, LF(LL): 8.76, LF(UL): 32.1 (未表示) 

非OECD（板橋・石漫灘除く）

太陽光（結晶シリコン）

陸上風力（デンマーク）

洋上風力（イギリス）

バイオマス: CHPバイオガス

地熱: EGS

1. 中国の石炭の詳細 Annex II参照 
2. 原子力の値には潜在死も含む（Annex II参照） 
3. 非OECD水力: 板橋・石漫灘のダム決壊（中国、1975
年）は26,000人の死者 
4. CHPバイオガスの推定値は地域の配送段階を含む

[致死/GWe年] 致死
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表 9.12: 様々なエネルギー技術の特定の追加的なリスク面に関する概要 
 
リスク面 影響を受ける技術及び参照 
地震活動誘発、地盤沈下 石油及びガスの生産、炭鉱（Klose, 2007, 2010b; Suckale, 2009）; 貯水式水力

（H. Gupta, 2002; Kangi and Heidari, 2008; Klose, 2010a; Lei, 2010）; 地熱

（Bommer et al., 2006; Majer et al., 2007; Dannwolf and Ulmer, 2009）; 二酸化

炭素回収・貯留（IPCC, 2005; Benson, 2006; Holloway et al., 2007; Bachu, 2008; 
Ayash et al., 2009）。 

資源の競合 バイオエネルギー（Koh and Ghazoul, 2008; Ajanovic, 2011; Bartle and Abadi, 
2010） 
貯水式水力（Wolf, 1998; Sternberg, 2008; McNally et al., 2009）。 

有害性物質 太陽光発電（PV）との関連性は、影響を適切に配分するため部門の規模縮小を

必要とする（Annex II 参照）（Coburn and Cohen, 2004; Bernatik et al., 2008）。

地熱の場合、地下水汚染発生の可能性（Aksoy et al., 2009） 
長期の貯蔵（市民の受容） 放射性廃棄物の処分（Adamantiades and Kessides, 2009; Sjöberg, 2009）;  

二酸化炭素回収・貯留（IPCC, 2005; Huijts et al., 2007; Ha-Duong et al., 2009; 
Wallquist et al., 2009）。 

拡散 原子力（Toth and Rogner, 2006; Yim, 2006; Adamantiades and Kessides, 
2009）。 

地政学、テロリストの脅威 炭化水素及び再生可能源（太陽熱など）の安全保障及びエネルギー地政学（Le 
Coq and Paltseva, 2009; Giroux, 2010; Toft et al., 2010; Lacher and Kumetat, 
2010）。 
石油タンカーやガスタンカーに対する海賊の襲撃（Hastings, 2009; Hong and 
Ng, 2010）。 

 
結論として、再生可能技術の事故リスクは無視できないが、その分散的な構造のため、死亡者数の点で悲惨な結果

が生ずるポテンシャルは強く限定されている。しかしながら、上記で概要を示したように、様々な追加的リスクは、

純粋に致死ベースの研究方法を補完することから、検討されるべきである。公的な議論（危険回避など）及び意思

決定（政策など）で重要な役割を担うだろうためである。 
 
 
9.4 再生可能エネルギーの（持続可能な）開発の道筋の示唆 
 
9.3 節では、現在及び新たな再生可能エネルギー（RE）システムが本章で評価を行う持続可能な開発（SD）の 4 つ

の目標（これらの持続可能な開発の目標に関する概念的な説明は、9.2 節参照）に与える影響に注目したが、それ

とは対照的に、本節では、持続可能な開発の道筋及び将来の再生可能エネルギー普及について取り上げる。したが

って、持続可能な開発についての時点をまたいだ懸念も組み入れている（9.2.1 節参照）。 
 
しかしながら、持続可能な開発の道筋において再生可能エネルギーに特化して論じた地域的分析は、数例である17。

これらの結果では、持続可能な開発の道筋及び再生可能エネルギーの普及には、一般に正の関係があることが示さ

れているにせよ、9.2 節で論じた 4 つの目標に関しては、限定的な洞察しか提示されていない。また、持続可能な

開発の観点において、具体的な社会経済的な制約及び生物物理学的な制約を明白に示していない。さらに、世界規

模のエネルギー部門の将来の道筋を大きく形づくる様々なエネルギーのサービス向けの多様な技術、及びその幅広

い社会経済的、環境的な示唆の間には世界規模の複雑な相関関係があるが、それを無視している。持続可能な開発

と再生可能エネルギー普及の道筋18の相関は、個別のエネルギー技術の部分的な分析に依存して予測することはで

きないため（9.3 節参照）、本節の議論はシナリオ文献の結果を基に行われる。この文献では一般に、世界規模ま

たは地域のエネルギーシステムの枠組みにおける技術的代替のポートフォリオを扱っている。 
 
本節（及び第 10 章）で検討した長期的シナリオの圧倒的多数は、コンピュータによるモデリングのツールを使用

して構築された。これらのツールでは、エネルギーの供給、変換、使用の様々な選択肢の間の相互作用を最低限扱

っている。モデルは、地域のエネルギー経済モデルから、世界の生物物理学的プロセスのモデルと重要な人的シス

テム（エネルギー、経済、及び土地利用など）のモデルを併用した統合的な評価モデルに到るまで、多岐にわたる。

                                                        
17 インドを対象としたシナリオ分析では、たとえば Shukla et al.（2008）で、再生可能エネルギーの割合は追加的な持
続可能性の政策を盛り込んだ緩和シナリオで高いことが示されている（一次エネルギー34%に対し 47%）。日本の場合、
低炭素社会へのロードマップを分析した複数のバックキャスティング研究では、再生可能エネルギーの割合拡大など、
需給サイド双方の選択肢の必要性が強調されている（Fujino et al., 2008; Suwa, 2009）。 
18 9.2 で既に論じられていることから、道筋は主に、一方で持続可能な開発、他方では世界規模で様々なエネルギー技
術間の複雑な相関関係を解決しようとするシナリオ結果として解釈される。 
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長期的シナリオ形成におけるこれらのモデルの価値、特に持続可能な開発及び再生可能エネルギー間の関連を理解

するためのそのポテンシャルは、世界規模及び地域規模、一年から数十年、世紀といった時間尺度で、幅広い人間

の活動全体（産業の排出を生じる活動、土地利用と土地被覆の変化につながる活動など）における相関関係を明示

的に検討する能力に依存する。これらのモデルは第 10 章に合わせ、本節でこれから展開される議論では「統合モ

デル」とする。なぜならこれらのモデルは個々の技術を単独で検討するのではなく、技術間の関係、エネルギーシ

ステム、経済システム、その他の人的システムと自然分類の間の関係を調査しているためである。統合モデルは、

政策的処方ではなく記述的に設計されているが、実際は政策担当者に対し、その行為に関する洞察を提供する。こ

れは、従来の学問的調査のみに注力していては、得ることができない。 
 
統合モデルは長年世界規模のエネルギーシステムの詳細な特性評価の分類を行うために使用されている。この評価

は、気候安定化及び他のエネルギー源との経済的競合における再生可能エネルギーの役割を検証するうえで、必要

である。これらのモデルも、9.2 節で取り上げた持続可能な開発の 4 つの目標に関する問題を、様々な度合いで検

証可能である。大気中の排出の命運を左右する生物地球物理学的プロセスを示す度合いはモデルによって異なる。

大半のモデルは、人間の活動のサブセットの一部及び生態系との相互作用を扱うが、一般に、地球システムの他の

部分からのフィードバックを捉えていない。一部の事例では、これらのフィードバックは大きい可能性がある。 
統合モデルは強力な分析ツールであり、近い将来の長期的シナリオを形成する主な手段になる可能性が高いものの、

開発は継続的に行われている。これらの開発の一部は、将来のシナリオで持続可能性の懸念が示されていることに

関連する。開発の重要な分野としては、資源及びそれを活用しエネルギーを保存する技術19（最終消費の技術を含

む）の説明の向上、国際取引と地域間取引の説明の向上、空間分解能と時間分解能双方の拡大、人口全体での富の

配分の説明の向上、人的システムと物理的な地球システムの特性評価（水、水循環など）のより詳細な取り込み（気

候フィードバック、気候変動に対する影響及び適応も含む）、不確実性及びリスク管理の取り込み、多様化と複雑

化が進む政策環境の調査が挙げられる。 
 
具体的な結果に目を転じる前に、いくつかの注意点を整理する。モデル間の標準化を行う試みはいくらか見られる

が、決して「管理された実験」ではない。たとえば、モデルは、様々な重要な要因（技術、人口成長、経済成長、

エネルギー強度、及びエネルギーシステムがエネルギー価格の変動に対応する方法など）に関する標準化されてい

ない想定に基づき、非常に異なる成り行き予測（business-as-usual）を行う。これらの想定は、緩和シナリオにおけ

るエネルギーシステム及び福祉の損失に対し、絶大な影響を与える可能性がある。原子力及び二酸化炭素回収・貯

留の制約など、分析の焦点になりがちなパラメータでさえも、モデル間で異なることが多い。さらに、全てのモデ

ルではないが、一部のモデルでは｢学習曲線｣を用いる。これはつまり、再生可能エネルギーまたは他の技術のコス

トは、能力が高まると減少するとの想定である。さらに、一部のモデルでは、バイオマスと二酸化炭素回収・貯留

の組み合わせを考慮している。この技術の選択肢は、マイナスの排出を創出するため、転換プロセスの緩和及び緩

和コスト削減を可能にする（Wise et al., 2009; Edenhofer et al., 2010; Luckow et al., 2010; Tavoni and Tol, 2010; van 
Vuuren et al., 2010b）。これら全てが、モデル間のかなりの差異を生む。しかしながら、モデルが多くの基本的洞察

において基本的には合致している点は重要である（10.2 節参照）。 
 
本節は、9.2 節に示す持続可能な開発の 4 つの目標に沿って構成される。これらは、1）社会及び経済の発展、2）
エネルギーのアクセス、3）エネルギー安全保障、及び 4）気候変動緩和及び環境、健康への影響の軽減である。

本節では、持続可能な開発の道筋及び再生可能エネルギー間の相関関係について、長期的シナリオに関する文献か

ら学習可能な事柄の概要を示す。本節の目的は、2 つの要素で構成される。1 つ目は、持続可能な開発の道筋及び

再生可能エネルギーの役割に関して、長期的シナリオが現在提示する必要のある事柄の評価で、2 つ目は、将来の

持続可能性の問題を深く理解するため、これらのシナリオ作成に使用されたモデリングのツールを改善可能な方法

の評価である。 
 

9.4.1 社会及び経済の発展 
 
本節では、長期的シナリオにおける再生可能エネルギーの普及と、社会と経済の発展との関係の成長について論じ

る。これらの長期的シナリオ作成に使用された統合モデルは、一般にマクロ的な見方が強いため、人間開発指数

（HDI）など、GDP と比較した代替的な福祉指標に関連する平均余命または余暇時間のような側面は無視している

（9.3.1 節参照）。このため、本節では、経済成長及び関連した方法論について注力する。一般に、GDP 自体は、

持続可能性の評価基準としては不十分である（Fleurbaey, 2009）。また第 10 章で取り上げるシナリオの大半は、将

来の温室効果ガス累積排出量に上限を設けている。しかしながら、本報告書では、様々な炭素の制約が危険な気候

変動を回避する政策とその程度一致するかについては論じていない。このため、経済成長は、様々な安定化の道筋

における福祉の指標的基準としてのみ使用可能である。 

                                                        
19 残念ながら、こうした分析では最近まで、再生可能エネルギー技術だけでなく、実際は技術全般に対して注意を十分
払わない傾向が続いていた。これらのシナリオ作成に使用される統合モデルの技術的詳細は、開発が続けられている。
本及び第 10 章で検討されるモデルの大半は、十年前に利用可能だったモデリング能力に関して、技術の表現は大幅に向
上している。 
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9.4.1.1 将来のシナリオにおける社会及び経済の発展 
 
温室効果ガス排出削減のコストに関しては、過去 20 年で莫大な分析が行われている（IPCC, 1996a, 2001, 2007b な

ど参照）。これは一般に費用効果分析に基づくもので、特定の目標に達するコスト及び手段を調査したものであり、

世紀の時間尺度で緩和と適用によるコスト及び便益を同時に検討する費用便益の分析ではない。また、主要な目的

は、時間の経過に沿った緩和及び適用の最適なパターンを決定することにある。費用効果分析では、たとえば、大

気中の温室効果ガス濃度を 450ppm CO2eq 以下に抑制するなど、長期の社会的目標を想定する。排出、濃度、また

はより一般的な放射強制の制限は、排出削減で最もコスト効率の良いパターンを研究するために使用される。これ

らの分析は典型として、様々な社会経済的想定、技術的想定、及び地政学的想定に基づき、期間も数十年から一世

紀以上に渡る。温室効果ガス排出に制約が課される場合、福祉の損失が生じることが非常に多い。社会的な福祉損

失を直接推定する方法から、過去の GDP または消費（GDP の主要構成要素）の先送りといったより一般的で総体

的な方法など、様々な手法が使用される。福祉についてのその他の概念は、たとえば 9.3.1 節で示したように、通

常は検討されない。したがって、こうした計算は本質的に、エネルギー需要を満たすために使用されるこれらの技

術の利用可能性とコスト、及びこれらの技術から生ずる温室効果ガス排出に関する想定である。それは、温室効果

ガスの制約がある場合、及びない場合のいずれも対象になる。 
 
第 10 章で検討されたシナリオは、再生可能エネルギーが生み出す可能性のある福祉の影響について、印象を与え

る。第一に、驚くべきことではないが、GDP 低下は温室効果ガスの制約に関連しており、特定の技術ポートフォ

リオとは別個のものであることに留意が必要である。つまり、少なくとも、変化する気候からのフィードバックを

考慮しないシナリオでは、緩和は一般に経済成長を鈍化させる。これは、現時点で存在する統合シナリオの大半と

同様である。 
 
第二に、温室効果ガス制約に利用可能な選択肢を限定することで、GDP の損失は増加する。したがって、再生可

能エネルギー技術を普及させる能力が限定的な場合、経済発展は鈍化する。過去 10 年にわたる幅広い分析では、

様々な温室効果ガス安定化レベルを対象に、再生可能エネルギーのコスト、性能、及び最近では利用可能性につい

ての様々な想定から（Kim Oanh and Dung, 1999; L. Clarke et al., 2008, 2009; Luderer et al., 2009; Edenhofer et al., 2010
など）、福祉の影響を調査している。これらの研究の全てにおいて、再生可能エネルギーのコスト、性能、及び利

用可能性をより悲観的に評価することで、緩和コストが増加すると実証されている。実際、最近の調査によると、

非常に意欲的な気候変動の目標ではコストが割高になるだけでなく、再生可能エネルギーを含め、選択肢の完全な

ポートフォリオがなければ達成不可能だろうということが示されている。たとえば、Edenhofer et al.（2010）の提

示したモデルのいくつかは、再生可能エネルギー技術をそのベースラインレベルに制約した場合、400ppm CO2eq
の目標を達成する実行可能な解決策を発見できなかった。バイオエネルギーと二酸化炭素回収・貯留を併用する方

法の利用可能性は、非常に意欲的な気候変動の目標を達成するうえで、特に重要である（Azar et al., 2010; Edenhofer 
et al., 2010; van Vuuren et al., 2010b）。より一般的には、シナリオでは、コスト削減という点で、再生可能エネルギ

ーが原子力、または二酸化炭素回収・貯留の併用を伴う化石燃料エネルギーに比べて重要かどうかは明確に示され

ていない。たとえば、Edenhofer et al.（2010）及び Luderer et al.（2009）で分析された 6 つのモデルのうち 4 つでは、

再生可能エネルギーを制約する経済的コストは、原子力、及び二酸化炭素回収・貯留の併用を伴う化石燃料エネル

ギーに比べ高くなることが分かっているが、かなりの桁数の差異が生ずる（第 10 章の図 10.10 及び 10.11 参照）。

その他の低炭素のエネルギー技術が制約された場合、驚くべきことではないが、再生可能エネルギーによる一次エ

ネルギーの割合は増加する（第 10 章の分析及び図 10.6 を参照）。同時に、緩和コストが増加すると、エネルギー

消費は全体的に減少する。 
 
多数の研究（Edmonds et al., 2006; L. Clarke et al., 2007, 2009; Fawcett et al., 2009; Luderer et al., 2009）は様々な部門を

検討した結果、電力部門は輸送部門に比べて脱炭素化が容易に可能であるとした。なぜなら再生可能エネルギー、

原子力、及び二酸化炭素回収・貯留など、多数の低炭素の選択肢を利用可能であることが理由として挙げられる。

この結果は、様々な低炭素技術が制約を受ける場合や、先進国及び開発途上国のどちらの場合でも、確かなことが

立証されている。輸送部門においては、脱炭素化はより難しく、最長で 2100 年までの長期において化石燃料が全

モデルで大幅な割合を占める。これは、たとえばバイオ燃料または輸送部門の電化（Turton and Moura, 2007 及び第

8 章なども参照）といった石油を代替する低コストの代替物がないことで、説明可能である（エネルギー安全保障

に関する 9.4.3 節も参照）。たとえば L. Clarke et al.（2009）など、最近の多くの研究では、電気利用の乗り物、電

気ハイブリッドの乗り物など、旅客及び商用の輸送に関する幅広い範囲の選択肢を検討するモデルが含まれる。低

コストの電気利用の乗り物技術を開発すれば、輸送部門でもより容易に安いコストで排出を削減出来るだろう（US 
DOT, 2010 など参照）。 
 
福祉に関する世界規模の平均的な指標は、再生可能エネルギー、気候変動緩和、及び経済成長の間に見られる一般

的な関係を調査する際は有益だが、関心の大部分は、世界規模の総計ではなく、開発途上経済及び新興国の経済の

相対的パフォーマンスに集中している。重要な疑問は、一般的な緩和や、特に再生可能エネルギーが経済成長にど

のような影響を与えるかという点である。 
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緩和シナリオは、この問題に対して一般的な洞察を提示する。全体として、世界規模の分析で得られた再生可能エ

ネルギー、緩和、経済成長に関する同一の基本的な教訓は、開発途上国の分析でも見出すことが出来る。経済成長

の影響は、一般に附属書 I 国に比べ非附属書 I 国のほうが大きい。これは、非附属書 I 国では、経済成長の速度が

より早く、時の経過とともに温室効果ガス緩和の割合が高まり支配的になると想定されるためである。図 9.16 は、

第 10 章の分析を踏まえ、様々な再生可能エネルギー源を対象に、世界規模の再生可能エネルギー普及における非

附属書 I 国の割合を示す。ここでは、将来の再生可能エネルギーの大半は開発途上の世界で普及するとの推測が示

されている（Krey and Clarke, 2011）。開発途上国は工業化のプロセスを完全に終えていないため、これは特に重要

である。エネルギー効率で非常に大きな進歩が見られるとはいえ、その開発プロセスには依然としてエネルギー消

費の大幅な増加を伴う可能性が高い。開発途上国における炭素フリーなエネルギーシステム導入に付随する重要な

課題は、現在の市場価格に比べ、再生可能エネルギー（及びその他の低炭素の技術）の高い均等化発電原価を克服

することである（Annex III 参照）。この課題を達成できれば、先進国がこれまで辿った排出集約型の開発の道筋を

リープフロッグ出来るだろう20。 
 

 
 
図 9.16: 長期的シナリオで示された様々な再生可能エネルギー源の世界規模の普及における、非附属書 I 国の割合

（2030 年、2050 年）。黒の細線は中央値、棒内の着色部分は四分位範囲（25～75 パーセンタイル）、白の棒の

両端は評価されたシナリオ全体の上限と下限を示す（Krey and Clarke, 2011 より採用）。 
 
 
全ての地域が同一の経済効率の炭素価格の道筋を用いて緩和を行う場合、結果としての技術ポートフォリオは排出

量枠の配分と無関係である（Coase, 1960）。しかしながら、地域の排出緩和は、技術の利用可能性、経済成長、及

び人口といった多数の要因により異なる。取引可能な排出量枠が配分される場合、各地域のコストは、その緩和コ

ストと他地域から購入した排出権取引の価額の総計（あるいは、その緩和コストから他地域に売却した排出権取引

の価額を差し引いた額）になる。したがって、炭素の世界価格が排出権取引の配分とは無関係であっても、コスト

総額は、国内の緩和コストに関連して、排出権取引の売却者にとっては減少し、排出権取引の購入者にとっては増

加する。 
 
もし排出削減義務が地域に配分され、取引が認められない場合、すべての地域や部門で排出削減のための限界コス

トが均一になるとは考えられず、つまりは地域の技術ポートフォリオに影響することになる。このような状況にお

いては、どのような排出削減レベルにおいても全世界の総コストは限界コストが均一の状況と比較して高くなる。

しかしながら、コストの地域的な配分は、初期段階及びその後にわたる排出削減の義務の割り当てに依存する

（Weyant, 1993; Edmonds et al., 1999; Scott et al., 2004; Luderer et al., 2009）。 
 
9.4.1.2 調査のギャップ 
 
上述の分析で使用されたモデルは一般に、GDP または消費の損失といった総体的な手法に焦点を合わせているこ

とから、福祉の損失を図る指標としては不十分であることは、強調されるべきである。9.2 節で示したように、大

半のエコノミストが GDP は福祉の指標としては不十分であると見なしている。しかしながら、平均余命または余

暇時間といったその他の福祉の指標を使用するのは、現在の統合モデル群では難しい。また、損失は経済全体のレ

                                                        
20 リープフロッグの詳細な議論については、9.5.2 も参照。 
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ベルで測定され、1 人当たりの GDP 損失と相関するとはいえ、誤解を招く可能性がある。結局のところ、モデル

は、人口全体での富の配分を示さない。富の配分は「少数」への集中しているのだろうか、「多数」へより均等に

配分されているのだろうか？ 
 
9.4.1.1 節で示された一般的な洞察を超え、特に再生可能エネルギー及びその他のエネルギー技術に関連して、シナ

リオは一般に、開発途上国に先進国とは異なる行動をする作用（物理的インフラ、制度上のインフラの相違、経済

市場の有効性と効率など）の多くを十分に評価していない。世界規模の長期的シナリオ形成に使用されるモデリン

グの構造は、一般に世界全域で完全に機能する経済市場及び制度上のインフラを想定しているために、たとえばこ

れらの想定が特に弱くなる開発途上国などにおいては、各国に広がる特殊な状況を無視することになる。各国の社

会と経済の発展においてこれらのモデリング構造が持つ差異や影響の種類は、将来積極的な調査を行う分野になる

はずである。 
 

9.4.2 エネルギーのアクセス 
 
9.4.2.1 将来のシナリオにおけるエネルギーのアクセス 
 
持続可能な開発の基本的な目標の 1 つは、現在エネルギーのサービスに限定的にしかアクセスできない人々に対し、

よりクリーンに生産されたこれらのサービスを拡大していくことである（Goldemberg et al., 1985）。持続可能なエ

ネルギー開発は、多数の要素からなり（9.2 節; IPCC, 2000 参照）、本節は特に、様々な人口に対するエネルギーの

サービスの将来の利用可能性にどのような異なったエネルギーのシナリオが決定権を持つかについて焦点を当て

る。このサービスには、基本的な家庭レベルのもの（調理、照明、温水、水汲み、空間暖房、冷房、冷蔵など）、

輸送（個人、貨物）、及び商業、製造、農業用のエネルギーを含む。 
 
統合モデルは、将来の可能性あるエネルギーシステムを評価、調査するため、30 年以上にわたり使用されてきた

が、エネルギーのアクセスの分析がこれらのモデルで実施されたのは、この 10 年だけである。統合モデルの初期

のものは、全てではないがその大半が、工業国の情報及び経験を基にしていた。開発途上国のエネルギーシステム

は、同様に作用すると想定されることが多かったが、一部の例外では、先進地域及び開発途上地域の差異に注意を

向けていた（Shukla, 1995）。また、統合モデリングの場合は以前から、基礎となる想定を全く変えずに工業国の

データを低所得国に適用し、開発途上国のシナリオを評価していた。しかしながら、開発途上国と現在の工業国で

は、そのエネルギーシステムに根本的な差異が依然として存在する。同様に、先進国の経験に基づくモデルや、先

進国のデータを使用するモデルは、重要で決定的な変化の型を捉えていないことが多い。これらには、伝統的な燃

料を使用する選択、送電系統への不正アクセス、非公式経済、及び国内経済の構造変化などがあり、いずれも世界

の多くの場所で、アクセスに対して明らかに大きな影響を与えている（van Ruijven et al., 2008）。 
 
これらの要因は、開発途上国のエネルギーシステム及びエネルギーアクセスのダイナミクスの双方を分析する際に

重要だが、これらを明示的に説明する統合モデルはわずかしかない。Urban et al.（2007）が行った 12 の有名な統合

モデルの比較研究では、開発途上国の状況にこれらの問題を適用することに進歩が見られる。電化を扱ったモデル

全て、及び大半のモデルでは、明示的にではないにせよ、伝統的バイオマスの使用及び都市部や農村部の変化の型

を導入している。ただし、モデルの多くでは、潜在的な供給不足、非公式経済、及び投資の意思決定といった重要

な要因が依然として欠如している。これらの課題の一部は、修正されたモデルに取り込まれつつある。たとえば、

ピーク時間帯の供給不足を回避する方法を理解するため、南アフリカの MARKAL モデルには、電力のダイナミッ

クな価格設定を許容する高等な一時的解決策及び日中の負荷曲線が追加された（Howells et al., 2005）。同様に、燃

料選択における非公式経済の側面を反映させるため、MESSAGE には、燃料使用に関連して、非商用の｢不便コス

ト｣が追加されている（Ekholm et al., 2010）。複数のグループは分布的な分解能（distributional resolution）の増加を

図り、人口を都市部と農村部に分割したり様々な所得グループに分割したりして、行動学的雑多性（behavioural 
heterogeneity）を捉えようとしている（van Ruijven, 2008; Ekholm et al., 2010）。 
 
それにもかかわらず、エネルギーのアクセスのモデルは一般に、データまたはプロセスの解明（process resolution）
が不足しているため、特定の地域または国に限定されていることから、多々の取り組みは今もなお必要である。別

の障害として、近代的なエネルギーのサービスを受ける代替的な道筋を示すこと、モデルが本当に分配された様々

な再生可能エネルギーのオプションの分布を捉え分析可能かを具体的に示すことが、相対的に難しい点が挙げられ

る。モデルが、大規模な系統の供給または調理用燃料のみに注目するようであれば、エネルギーのアクセス問題の

一部しか扱わないことになる。 
 
エネルギーアクセスのモデルの解明は向上しているものの、農村部の変化の型に対する理解は今も不十分である。

それにもかかわらず、開発途上国の農村部の人口は、近い将来のエネルギー需要を満たすため伝統的燃料に強く依

存し続ける可能性が高いと思われる（表 9.1 参照）。所得の成長がアクセスの課題の一部を緩和すると推測される

が、この成長と燃料移行の関連には大きな不確実性が伴う。たとえば、2050 年のインドのエネルギーシステムの
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シナリオ分析では、ジニ係数21が現在のイタリアまたは中国のレベルに接近するかによって、将来の電化率に 10%
以上の差異が出ている（van Ruijven, 2008）。近代的エネルギーの普及を高めるためには、効果的な政策の実施及

び大規模な投資の誘発が非常に重要である。 
 
電化は、系統の拡張または非系統連系の分散型発電によるかを問わず、資本集約的で、多額の投資を必要とする。

IEA の推定では、2030 年までに近代的エネルギーの普遍的アクセスを実現するには、2010～2030 年の間に 5,580
億 US ドル（2005 年）の投資が必要になる。電力のユニバーサル・アクセス達成には、このうち 5,150 億 US ドル

（2005 年）、つまり年平均で 240 億 US ドル（2005 年）が必要になる。開発途上国が電化の資金を確保できない

場合、電力を使用できない人口数は現在のレベルで横ばいになる（IEA, 2010b）。新たなエネルギーインフラを構

築する間、低コストな伝統的バイオマス及び多額の初期投資を要する液化石油ガスの入手しやすさの組み合わせか

ら、薪及びその他の形態の伝統的バイオマスは引き続き調理用の主なエネルギー源となるだろう。政策は普及拡大

を誘起するするだろうが、経済的インセンティブの構造は地域の経済状況に合わせて調整されなければならない。

Ekholm et al.（2010）が行ったインドの調理用燃料のシナリオ分析では、資金供給がない場合、2020 年までに液化

石油ガスが完全に普及するには補助金が 50%必要になるが、電化製品購入の資金供給も改善されれば、補助金は

20%しか必要ない。 
 
近代的なエネルギーへのアクセスがあるからといって、持続可能な開発の道筋が保証されるわけではない。第一に、

近代的なエネルギーへの移行は、単に化石燃料に移行する場合もある。これでは結局のところ、持続可能にはなら

ない。第二に、所得面において、一国内のエネルギー使用の分布は、アクセスの理解に必要不可欠な要素である。

たとえば、一部の国（ノルウェー、アメリカ）では、電力に比較的平等なアクセスがあるが、その他の国（ケニア、

タイ）では、アクセスは所得によってかなり不平等である（A. Jacobson et al., 2005）。第三に、再生可能エネルギ

ー使用も同様に、環境または健康にそれ固有の影響を与える可能性もある（9.3.4 節参照）。ただし、エネルギー

の持続可能な使用を確保するため、近代的なエネルギーへのアクセスを提供しつつも全体的な環境負荷を軽減する

方法は、必要不可欠である。こうした移行の 1 つの側面として、再生可能エネルギー技術で供給するエネルギーの

割合を、系統及び分散型の双方で増加させることがある。また、エネルギー使用には社会的側面があり、再生可能

エネルギーへの移行を強制すると、家計及びマクロ経済コストに影響を与えかねないという懸念に関連している。

Howells et al.（2005）が行った、南アフリカにおける農村部の家庭の将来のエネルギー消費に関する分析では、照

明及び娯楽のサービスの範囲を超えた電力への移行は、地域の燃焼排出による健康またはその他の外界事象を含む

シナリオにおいてのみ生じた。 
 
9.4.2.2 調査のギャップ 
 
持続可能なエネルギーの拡大により、エネルギーのサービスへのアクセスを現在あまり持たないグループでは、サ

ービスの利用可能性が高まるはずである。これらは、貧困層（財産、所得、またはより統合的な指標で測定）、農

村部の住民、送電系統に接続のない人々、及び女性である（UNDP/UNDESA/WEC, 2000）。開発の観点からは、エ

ネルギー技術の使用と利用可能性の分布、及びこれらが時の経過とともにどのように変化するかが、アクセス向上

のポテンシャルを評価するうえで根本的に重要である（Baer, 2009）。アクセス拡大には技術及びサービスを届け

る方法に様々な変化が必要であることから、分配の開始時だけでなく時の経過による変化を理解することも、シナ

リオごとにアクセス向上のポテンシャルを評価するうえで必要である。モデル出力を使用してアクセスの変化を評

価するうえでの第二に困惑する要素は、多くのモデルが、エネルギー技術の活用の根底にある社会現象及び構造変

化を把握不可能な点である。 
 
分布的分解の欠如及び構造的硬直性という、これらの 2 つの側面は、統合モデル特有の課題である。モデルは歴史

的に、エネルギー移行の技術的側面及びマクロ経済的側面に強く注目しており、その過程で、技術的な浸透または

特定の供給源により生成されたエネルギーを総体的に測る方法を主に生み出してきた（Parson et al., 2007）。こう

した方法は無論、国家間の低炭素エネルギーの相対的割合など、幅広い比較を行う場合に有益となる。しかしなが

ら、国内の最貧層、女性、特定の民族、または特定の地理的地域の人々を対象としたエネルギーの結果の明示的な

提示は、現在の世界規模のモデル出力の範疇外になる傾向がある。 
 
将来のモデリングの取り組みでは、本節で強調した問題の一部を潜在的に解決可能だろう。現在、アクセスは集計

された統計値を価値尺度として推定するしかない。しかしながら、これらの集計された統計値とアクセスの関係は、

国の間で明確に一貫しているわけではなく、時の経過とともに変化する可能性がある。このため、アクセスが懸念

材料の場合、統合モデルは、エネルギーのアクセスの変化を最も良く説明する可能性の高い要素を取り込むべきで

ある。伝統的燃料、電化モード、及び所得分布の明示は、このプロセスにいくらか解決策を追加出来るだろう。よ

り根本的には、これらを代替的な開発の道筋の説明に結び付ければ、アクセスを提供する選択肢の可能性ある範囲

をより包括的に提示出来るだろう。たとえば、分散型の非系統連系の発電と効率的な装置を併用する事例が大幅に

増えれば、大規模な系統の接続は過去と異なり、アクセスを基本的に牽引する役割を果たさなくなるだろう。再生

                                                        
21 ジニ係数は、所得の不平等性を図る数値尺度である。 
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可能エネルギーは以前から、開発途上国では比較的割高と見なされているが、コスト削減及びエネルギー安全保障

の懸念から、一部の場合ではエネルギーシステムの研究で潜在的に有益な供給源として見直されている

（Goldemberg et al., 2000）。再生可能エネルギーは、現地の天然のエネルギー源を変換することから遠隔地では有

益であり、こうしたシナリオでは大きな役割を果たし得る（9.3.2 節参照）。 
 

9.4.3 エネルギー安全保障 
 
9.2 及び 9.3.3 節で示したように、エネルギー安全保障は持続可能な開発と同様、定量的な定義も定性的な定義も確

実に構築されたものがない。多くの国では、エネルギー安全保障は石油輸入レベルと反比例の関係にあると考えら

れることが多い。石油に焦点が置かれるのは、多くの国が供給分断に対して潜在的に脆弱である事実による。多く

の先進国は、実際石油輸出国機構（OPEC）が 1970 年代半ばに行った石油禁輸の間に石油供給の中断を経験してい

るという事実による。しかしながら、その重要性にかかわらず、実際に懸念されているのは、必ずしも石油に関し

てではなく、エネルギー供給の突然の中断に対する脆弱性と復元力、及び結果として生ずる一般的な価格の示唆に

関することである。 
 
その他の全てのことが平等な場合、エネルギーシステムが単一のエネルギー源に依存するほど、そのエネルギーシ

ステムは深刻な分断による影響を受けやすい。これは 9.2 及び 9.3.3 節で論じたとおり、資源の利用可能性と分布

及びエネルギー源の変動性と信頼性の双方の面におけるエネルギー安全保障上の懸念について事実である。同時に、

供給の多様性は、分断のリスクが資源全体で同じである限りにおいてのみ効果があるということに注意が必要であ

る。リスクが平等ではない場合、リスクが最も低く最も相関関係がないエネルギーにより比重を置くことが概して

有益である。以下の議論では、供給の多様化とそれによるエネルギー供給者の市場支配力に注目し、再生可能エネ

ルギーが将来のシナリオでエネルギー安全保障にいかに影響を与えるかに取り組む。特に、石油市場を検証し、そ

の後に、エネルギー安全保障における再生可能エネルギー関連のエネルギー供給の変動性を評価する。 
 
9.4.3.1 将来のシナリオにおけるエネルギー安全保障 
 
資源の利用可能性及び分布: 供給の多様化及び石油市場 
 
再生可能エネルギーの普及レベルは一般に、長期的シナリオの気候変動緩和に伴い増加し、結果として、エネルギ

ーのポートフォリオがより広く多様化する。緩和シナリオで再生可能エネルギー普及がこうして分断のリスク全体

を低減させる限り、これはエネルギー安全保障上の便益になる。化石燃料が温室効果ガス緩和のないエネルギーシ

ステムで優位を保ち続ければ（Grubb et al., 2006; L. Clarke et al., 2009）、欠乏していて集中化している供給を増や

すことによってのみ対応可能な化石燃料需要のある地域にとっては、特に有益である22。ただし、資源市場の市場

支配力は一般に、大規模な統合モデルでは示されない。このため、本小節では、再生可能エネルギーが石油を代替

する能力に焦点を置く。石油は、エネルギー安全保障上、最大の懸念の原因と一般に認識される化石燃料である。

高い価格の激高のしやすさもまた、エネルギー安全保障上の最大の懸念を引き起こす（9.3.3 節参照）。 
 
エネルギー供給の多様化によるエネルギー供給分断の低減で、再生可能エネルギーが果たす役割は、エネルギーの

形態によって異なる。水力、太陽熱、風力、地熱、及び海洋エネルギーは、発電と関連することが多いが、これら

の技術の一部はその他の最終消費部門にも貢献する。再生可能エネルギー供給の拡大により電力部門の石油需要が

低下するかは、電力が石油を代替可能かどうかにかかっている。この結果は、建築物及び産業部門を対象にした緩

和シナリオで提示され、（化石燃料と比較して）相対的に有利になった電力価格に起因する。ただし、輸送部門の

液体燃料需要は、現在のところ非常に非弾力的である。電力の選択肢を液体燃料による輸送の選択肢と競合させる

技術力または技術のブレークスルーがない限り、石油を代替する電力は非常に乏しい。これは、将来に電気利用の

乗り物技術が十分向上した場合にのみ、変化が生じ得る（9.4.1 及び 8.3.1 節参照）。 
 
対照的に、バイオエネルギーは再生可能エネルギーの万能な形態であり、液体化石燃料と直接競合可能な液体燃料

に変換可能である。参照するシナリオでは、バイオマス由来の液体は市場シェアを獲得している。バイオエネルギ

ー及び石油消費の相関関係は、政策及び技術の双方に潜在的に影響を受ける。たとえば、炭素価格の存在がバイオ

エネルギーの競争優位を向上させる。しかしながら、バイオエネルギーが活用される部門は、二酸化炭素回収・貯

留技術が使用可能かどうかに強く影響される。バイオエネルギーは二酸化炭素回収・貯留がない場合、主に液体燃

料として使用され、二酸化炭素回収・貯留がある場合のバイオエネルギーの使用可能性は、その使用を発電に向け、

システムの炭素排出の正味量はマイナスになる（Luckow et al., 2010; 図 9.17 参照）。その他の研究でも、類似の結

果が示されている（van Vuuren et al., 2010b）。 
 

                                                        
22 少数の販売者の手中にエネルギー供給が集中することは、小規模なグループがアクセスを支配する可能性があるとい

う意味である。供給者の多様化は、エネルギー供給分断のポテンシャルを低下させる 1つの可能性ある対応である。 
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図 9.17:（a）二酸化炭素回収・貯留を併用する場合と（b）併用しない場合のバイオマス消費。GCAM モデルを使

用した 450ppm の気候変動安定化シナリオを対象とする（Luckow et al., 2010）。 
 
 
石油を代替するバイオエネルギーの出現は、液体燃料の市場を取り巻く市場支配力及び不安定性が低下することを

必ずしも意味しない。モデルは一般に、主要なエネルギー形態としてのバイオエネルギーの出現は、比較的支配力

の乏しい多数の販売者の存在を特徴とする市場で起こると想定しているものの、これは決して確実とは言えない。

もしバイオエネルギー市場が、少数の販売者によってのみ特徴づけられた場合、購入者は世界規模の石油市場に典

型的に見られる同様の種類のリスクに晒されるだろう。しかしながら、リスクとポートフォリオに見られるこの関

係は、既存の緩和シナリオでは決して調査されない。また、将来のバイオエネルギー市場は、現在の石油市場とほ

ぼ同様の不安定懸念を伴うだろう。 
 
バイオエネルギー生産及び食料価格の相関関係は、別の極めて重要な問題である。潜在的に不安定なエネルギー市

場と食料価格の関係は、持続可能な開発にとって重要な関連を持つためである（2.5.7.4 節参照）。多数の執筆者が

この関係を批判的に評価しており（Edmonds et al., 2003; Gurgel et al., 2007; Runge and Senauer, 2007; Gillingham et al., 
2008; Wise et al., 2010）、一部では政策環境、特に土地の炭素ストックの評価の重要性を強調している（Calvin et al., 
2009; Wise et al., 2009）。大規模なバイオエネルギー市場を形成させる排出緩和政策は、バイオエネルギーの販売

者及び一般に土地所有者に利益をもたらすことが明らかであり、これはより有益である。ただし、食料価格の上昇

は、一般に所得向上を伴うシナリオであっても、明らかに貧困層には打撃である。Burney et al.（2010）及び Wise et 
al.（2009）でも、結果的にバイオマスの利用可能性が高まるとして、温室効果ガス排出削減における従来の作物生

産の重要性が示されている。農業収穫高が継続的に改善されなければ、バイオエネルギーは再生可能エネルギーの

重要な源に決してなり得ない（Wise et al., 2010）。 
 
第 10 章で検証したシナリオでは、石油の消費及び価格は、より厳格な緩和を行っても、たとえば石炭の消費及び

価格のような大幅な変化はしない。このように石油消費の変化がより控えめなのは、石油が主に輸送部門で消費さ

れることにもよる。石油の代替としてバイオ燃料及び電力使用の乗り物は、現在のモデル形成に取り込まれる場合、

依然として割高で、不利な影響を与えかねない（第一世代のバイオ燃料など。9.4.1 及び 2.5 節参照）。このため、

これらのシナリオでは、石油の累積消費量に関して、基準値と政策シナリオとの石炭消費のような劇的な相違は示

されない。石油の累積消費量の面で第 10 章のベースラインシナリオと比較した場合、二酸化炭素濃度が 440～
600ppm で安定化するシナリオ（カテゴリ III 及び IV、表 10.2 参照）では 20%、低い安定化シナリオ（カテゴリ I
及び II、二酸化炭素濃度 400～440ppm）では 40%減少する（図 9.18a 参照）。 
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図 9.18: a）第 10 章で評価された様々なシナリオ群（ベースライン、カテゴリ III、カテゴリ IV、カテゴリ I+II（二

酸化炭素安定化濃度が低い場合））における、従来の石油埋蔵量と 2010～2100 年の石油の累積消費量予想の比較

（ZJ）。濃い青の太線は中央値、淡い青の棒は四分位間範囲（25～75 パーセンタイル）、周囲にある白い部分は

すべての評価シナリオの全範囲を示す。最後の列は、従来の確認可採埋蔵量（淡い青の棒）と推定の追加埋蔵量（周

りにある白い棒）を示す（Rogner, 1997）23。b）様々な長期シナリオ群を対象とした、非附属書 I 国の石油消費量

が世界に占める割合。第 10 章の評価シナリオに基づく。 
 
 
石油供給の分断に対する脆弱性は輸入も減少する限り、参照シナリオに比べて各国で低下するだろう。しかしなが

ら、先述のとおり、バイオエネルギーが世界的な貿易財である限り、バイオエネルギーへの移行は必ずしも液体燃

料の供給分断を低減することを意味しない。石油が第 10 章の緩和シナリオで依然として主要な役割を果たすなか、

石油の供給分断に関するエネルギー安全保障の議論は、将来において引き続き重要なままである。開発途上国の場

合、温室効果ガス濃度安定化レベルとは別に、ほぼ全てのシナリオで世界規模の石油消費全体に占める割合が増加

することから、この課題の重要度はさらに高まる（図 9.18b）。 
 
さらに、二酸化炭素濃度の安定化シナリオでは、炭素価格は一般に、非在来型の石油供給（オイルシェールなど）

が基準となるシナリオに比べて限定的な供給である場合と同じレベルに上昇する（図 9.18a など参照）。一方では、

この影響は、非在来型の石油生産に一般に関連する環境上の懸念（水質汚染など）を限定する。他方では、一国の

国内の資源量によって、石炭及び非在来型の液体の資源保有国ではエネルギー供給の脆弱性が高まる（非保有国で

は低くなる）。 
 
在来型の石油に関する温室効果ガス排出の制限の影響も、消費タイミングの観点においては顕著である。在来型の

石油生産は比較的割安であることから、需要、輸入、及び供給者への石油の価格（消費者価格の上昇）を速やかに

抑制したところで、後年に石油消費が増加して相殺される。言い換えれば、二酸化炭素濃度安定化シナリオにおけ

る上限の影響は、石油生産のピークを遅らせ、さらに将来に先延ばしする形で現れる。これには、短期的には石油

輸入を減少させ、後年になって石油消費が増加するという影響がある。許容可能な長期的な二酸化炭素濃度の減少

に伴い、この影響は累積の許容可能排出量の低下に埋もれてしまう（Bollen et al., 2010 など参照）。 
 
エネルギー安全保障の政策も、再生可能エネルギー及び温室効果ガス排出に対して特筆すべき影響を与える。EU
を対象にした静的な一般均衡モデルでは、旧ソビエト連邦との間の貿易フローを分析しており、バイオエネルギー

の国内生産に補助金を出す政策で、化石燃料による二酸化炭素排出及び石油輸入が同時に減少することが示されて

いる（Kuik, 2003）。ただし、この研究では、これらの政策は気候変動の目標達成にとってコスト効率の良い選択

肢とは考えられていなかった。 
 
再生可能エネルギーの変動性及び信頼性 
 

                                                        
23 Rogner（1997）によると、確認可採埋蔵量は 5.7～6.3ZJ である。これに加え、推定の追加埋蔵量は 2.6～3.2ZJ の範
囲である。これは、従来の原油及び液体天然ガスの確認可採埋蔵量のより最近の推定値 1 兆 2,390 億バレル（7.3ZJ）に
一致する（WEC, 2010）。石油の総消費量は、第 10 章で検討された大半のシナリオをはるかに超え、非在来型の埋蔵量
の使用を直接的に示唆している。 
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エネルギー供給の脆弱性を生む別の原因は、予測不可能で破壊的な自然事象である。たとえば、風力発電は弱風の

時期は脆弱である。その他のエネルギー形態（太陽熱またはバイオエネルギー）も、異常な気象の影響を受けやす

い。再生可能エネルギー発電への依存が高まれば、系統の安定性に影響を与えかねないため、さらに調査が必要で

ある（8.2.1 節参照）。 
 
エネルギー供給の偶然性を解決する重要な方法は貯蔵保有で、これがシステムの緩衝装置として機能する（9.2.2
節参照）。バイオエネルギーの役割が拡大すると、供給の不確実性の防衛策として、固体燃料、バイオエネルギー

液体のいずれかの形態で、バイオエネルギーの貯蔵形成につながる可能性が高い。 
 
再生可能エネルギーの形態（風力、太陽熱、地熱、及び波エネルギーなど）は発電に対応するが、一般にそのまま

の形態や、電力としては貯蔵しづらい。エネルギー供給の変動性は、供給の地理空間的な多様性を高めれば、低減

可能である。システムの信頼性を高める追加的な取り組みを行うと、追加コストやバランスの必要性（エネルギー

貯蔵の保有など）、補完的で柔軟な発電の開発、ネットワーク・インフラと連系の強化、エネルギー貯蔵技術、制

度上の取り決めの改定（調節機構や市場メカニズムなど）を伴う可能性が高い（8.2.1 及び 7.5 節参照）。 
 
9.4.3.2 調査のギャップ 
 
再生可能エネルギー及びエネルギー安全保障の関係の特徴として、非常に多数の研究のギャップが存在する。たと

えば、エネルギー安全保障に対して明確で定量的な定義がないことから、再生可能エネルギー及びエネルギー安全

保障の関係に着目したシナリオ文献が乏しいことなどがある。エネルギー安全保障を検討する際は、一般に最近の

記憶で最も顕著なエネルギー安全保障上の課題に焦点を置く。世界規模の石油供給の分断、原子力発電にまつわる

安全性の課題などである。しかしながら、エネルギー安全保障の課題はこれらの側面にとどまらない。たとえば、

希土類金属（レアアースメタル）及びその他の極めて重要な投入資本の供給は、一部の（再生可能）エネルギー技

術の生産を制約しかねない（Box 9.1 参照）。これらの幅広い懸念と、これらを解決するリサイクルなどの選択肢

は、将来の緩和シナリオ及び再生可能エネルギーの将来のシナリオから大部分が欠落している。 
 
再生可能エネルギー源の大規模な普及に関する重要な側面は、これらを既存の供給構造に統合することである。シ

ステムの統合は、ある程度予測不可能で変動性のある発電技術（風力、太陽光発電（PV）、及び波エネルギーな

ど）にとっては、最も難易度が高い。このため、システム統合に関連する課題に限定化した尺度は、世界規模のレ

ベルにおける、予測不可能で変動性のある様々な再生可能エネルギー源の割合である（図 10.9 も参照）。再度述

べるが、系統における風力及び太陽光発電（PV）の電力の割合が高いこれらのシナリオは、この観点における系

統の管理の全ての障壁が、電力貯蔵技術、需要側に対する管理の選択肢、及び系統の管理のより一般的な進歩など

を通じてほとんど克服されたと暗に仮定している（8.2.1 節参照）。これは強い仮定であり、変動性のある再生可

能エネルギー発電のバランス及び系統の信頼性確保には、貯蔵管理、発電のバランス、系統の向上、及び需要側の

イノベーションが不可欠である。系統への再生可能エネルギー源統合に関連する課題をさらに反映させて、統合モ

デルの空間及び時間的解析を向上させることは、継続している調査分野である（9.4.4.2 節も参照）。 
 

9.4.4 気候変動の緩和と環境、健康への影響の低減 
エネルギーのアクセス及びエネルギー安全保障に対する潜在的な貢献に関して、代替的なシナリオの評価を行うこ

とに加え、持続可能な開発の基準に基づくエネルギーの将来のどの評価においても、エネルギーのサービスが環境

に与える影響の比較を含むべきである。根本的に、環境への影響緩和は、サービス提供の効率性向上、反応の変化、

または影響の低い供給源への移行から生ずる可能性がある。 
 
9.4.4.1 将来のシナリオにおける環境、健康への影響 
 
既存モデルがエネルギー効率及びエネルギーの供給の混合を明示するなか、これらのモデルによるシナリオは、持

続可能性の持つこれらの双方の側面に関する情報を提供する。また、いくつかのモデルは、環境または健康への影

響に関連する要因を明示している。たとえば、制御技術を用いずに硫黄を含有する石炭を燃焼させると、地域レベ

ルで重要な汚染物質（硫黄酸化物など）が生成される可能性がある。このため、燃焼源を移行させれば、温室ガス

排出の削減だけでなく地域の大気汚染軽減からも便益が生ずる可能性が生まれる（9.3.4.2 節参照）。いくつかのモ

デルは、硫黄による汚染を取り込んでいるため、この燃焼による副産物が健康または生態系に与える結果について、

若干の推定の基準を定める（van Ruijven et al. 2008）。たとえば、van Vuuren et al.（2007）では、化石燃料を再生可

能源及び二酸化炭素回収・貯留で代替した場合に、窒素酸化物及び二酸化硫黄の排出を低減させる相乗便益を強調

している。しかしながら、標準的なシナリオでは、地域の汚染物質及び結果の連関は明示されない。Bollen et al.
（2009）は、温室効果ガス及び粒子状物質の削減の双方を取り込んだ費用対効果分析を（MERGE モデルを用いて）

行うことで、この問題に取り組んでいる。ここでは、気候政策は、地域の大気汚染改善につながる可能性があるが、

大気汚染の緩和政策は必ずしも温室効果ガス排出削減にはつながらないことが示された。加えて、粒子排出による

健康への影響の外部コスト及び気候変動の影響が内部化されると外部便益は、最大になった（9.3.4.3 及び 10.6.4 節

参照）。Shrestha and Pradhan（2010）は、国の特定の事例内で幅広い相乗便益の分析を行い、MARKAL モデルと
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タイのエネルギーシステムのモデルを関連付けた。この結果、同様に、気候政策は石炭燃焼の影響を緩和すること

が分かった。 
 
他に示唆されるいくつかの滞在的なエネルギーの軌道の 1 つでは、バイオ燃料生産支援へ土地が流用される可能性

である。これは集中的な議論の対象になっているものの、多くのモデルでは最近まで、エネルギー供給の選択肢及

び土地利用の明白な関連を支持していなかった。この関連を解決しようと、初期には、エネルギー供給及び食料生

産のトレードオフに焦点が当てられたり（Yamamoto et al., 2001）、既存のシナリオが将来のバイオエネルギー使用

の推定の基礎として使用されたりした（Hoogwijk and Faaij 2005）。その後、これらの方法は、バイオエネルギーの

モジュールを統合モデルに直接組み込むことで、結合された（Gillingham et al., 2008）。これまでのところ、たと

えば、間接的な土地利用変化による排出（9.3.4.1 及び 2.5.3 節参照）に関しては、かなりの文献が利用可能になっ

ている（Yamamoto et al., 2001; Edmonds et al., 2003; McCarl and Schneider, 2003; Tilman et al., 2006; Searchinger et al., 
2008; Calvin et al., 2009; Melillo et al., 2009; Wise et al., 2009）。Wise et al.（2009）及び Melillo et al.（2009）では、適

切な気候政策が実施されない場合、バイオ燃料の拡大により、森林減少、作付け転換、及び亜酸化窒素の排出が進

むことが分かっている。双方の調査では、「持続可能な」エネルギーのシナリオと名目上考えられていただろうも

の（バイオ燃料の使用拡大）が、持続可能な開発の原則と矛盾する結果になりかねないことが示された。 
 
モデルシナリオは、潜在的に予測されない（または少なくとも定量化されない）環境上の便益のシナリオ、予測さ

れないか定量化されない環境コストのシナリオを実証する際には有益な可能性がある。しかしながら、モデリング

に加えて、様々な手法が実施されており（Croezen et al., 2010 など）、現在のシナリオに基づく分析の影響を受け

かねないその他の総体的な方法は、エネルギーの水使用強度（water use intensity）（m3/MWh）及び土地利用（ha/MWh）
などが含まれる。これらは、生物多様性の損失または食糧安全保障の変化など、持続可能性のその他の側面と関連

する可能性があるだろうが、この関連性の適切な扱いは定義されていない。 
 
9.4.4.2 調査のギャップ 
 
残念なことに、先述の関連（土地利用（変化）、二酸化硫黄、及び粒子状物質の排出）を除き、既存のシナリオ文

献では、水使用、エネルギーの選択肢が家庭向けサービスに与える影響、屋内の空気の質など、持続的なエネルギ

ー発展の持つ非排出関連の要素の多く（非常に幅広く非技術特有の研究のみが文献で利用可能である。Hanasaki et 
al., 2008; Shen et al., 2008 など参照）を明確に扱っていない。これらの持続可能性の環境上の側面は、エネルギー使

用の分布及び各エネルギーの実際の使用方法に、大きく左右される。この点を既存のモデルで分析するのは難しい

だろう。モデルは、所得分布または地理的分布を論じることなく、かなり広い世界の地域を設定しているためであ

る（9.4.2.2 節参照）。既存のシナリオではむしろ、国別または部門別の温室効果ガス排出など、持続可能性の合計

量（aggregate measurement）を簡単に比較出来るようにすることで、使用者が様々な可能性がある「将来」の結果

を比較可能である（L. Clarke et al., 2007; O’Neill and Nakicenovic, 2008）。一部のモデルでは、小規模な地理的スケ

ール全体で、地域の大気汚染及び土地利用変化といった影響の比較も出来るようになりつつあるが、これまで形成

されたシナリオでは、一部の環境上の変化は依然として不透明である。たとえば、伝統的燃料の使用の分布は、何

十億人の健康にとってかなり重要な可能性がある（Bailis et al., 2005）。また、大半のモデルは、地域の生態系の影

響をモデリングする際に、生態系のプロセスの多くが小規模である、という課題に直面している。現在は、将来の

シナリオにおける空間及び時間的分析の精密化に向け、その実行可能性及びメカニズムが集中的に議論されている。

ここでは、物理的な変化や生態系の変化だけでなく、社会的要因、人口統計学的要因、経済的要因もまた対象にさ

れている（Moss et al., 2010）。一部の統合評価モデルでは、ダウンスケールを通じて小規模化の課題に取り組んで

いる。しかしながら、このダウンスケールの方法は本来、排出及び人口統計学などの変数に適用されている

（Bengtsson et al., 2006; Grübler et al., 2007; van Vuuren et al., 2007, 2010a）。ダウンスケールはその他の論点の報告に

焦点を置いているため、地域の持続可能性に関する論点に意味のある解決を提示しない。結局のところ、多くのモ

デルはライフサイクル評価の影響を異なるシナリオに取り入れることは明確に出来ていない。これらはどんな影響

を持つか、カテゴリ全体で比較するかどうか、またその比較方法や、将来のシナリオに取り込まれるかどうかは、

将来の研究で有益な分野を成す。 
 
 

9.5 持続可能な開発における再生可能エネルギーの障壁と機会 
 
持続可能な開発の文脈において再生可能エネルギーの普及戦略を追求することは、すべての環境面、社会面、経済

面における効果を明示的に考慮することを意味する。計画、政策及び実施プロセスの統合は、再生可能エネルギー

の普及のためにおこりうる障壁を予測し、乗り越え、普及の機会を探求することで、これを支えることが可能であ

る。持続可能な開発に特に関連する障壁や、再生可能エネルギーの普及を妨げたり持続可能性基準のトレードオフ

につながるような障壁については 9.5.1 節で検討している。24。9.5.2 節は、様々なレベルの持続可能な開発に向け

                                                        
24 本報告書の多数の章で、障壁を取り上げている。第 1 章では、再生可能エネルギーの開発及び導入に関する障壁につ
いて一般的な概要を示し、社会文化的な障壁、情報・意識啓発上の障壁、経済的障壁、及び制度上の障壁に分類してい
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た戦略における再生可能エネルギー政策及び方法の統合が、いかにこうした障壁克服を助け、持続可能な開発の目

標をより完全に満たす再生可能エネルギー普及の機会を創出するかについて、注目する。 
 

9.5.1 障壁 
 
持続可能な開発の戦略の枠組みにおける再生可能エネルギーの政策形成及び普及活動の統合は、持続可能な開発の

三本柱及び関連する持続可能な開発の目標との内部の関連（相乗効果及びトレードオフ）を明示的に考慮すること

を示唆している（9.2.1 節参照）。このように、再生可能エネルギーの政策及びプロジェクトの計画、建設、及び

運用は、特定の社会、経済、及び環境上の背景に根ざし、一定の社会またはプロジェクトの場所の戦略的な開発目

標を支える。多国間の環境協定とも引き続き整合性を持つはずである。本節では、再生可能エネルギー普及に対す

る主な社会文化的な障壁、情報・意識啓発上の障壁、経済的障壁の一部を、文献で対応した持続可能な開発を背景

に検討する。障壁の各カテゴリは、再生可能エネルギー政策の形成及び普及の間に考慮するべき環境、社会、経済

上の潜在的な懸念と関連している。 
 
9.5.1.1 社会文化的な障壁 
 
大半のコミュニティーでは、再生可能エネルギーの利用は環境に優しいと従来から認識されており、利用可能な研

究及び世論調査でも、再生可能エネルギーは一般に世論から高く支持されていることが文書で立証されている

（Devine-Wright, 2005; McGowan and Sauter, 2005; Wolsink, 2007b; BERR, 2008）。しかしながら、一般的なレベルで

世論の支持があるからといって、再生可能エネルギーの導入が個人及び集団に直接の影響を伴うことが多い地域の

導入レベルでは必ずしも積極的に支援や受容されるわけではない（Painuly, 2001; Bell et al., 2005; Wustenhagen et al., 
2007）25。たとえば大規模かつ新規の設置に対する世間の抵抗は、しばしば「自分の裏庭には来ないで（NIMBY）」

という狭いタイプの反対を超え多くの国が経験する（Wolsink, 2007b; Devine-Wright, 2009）。 
 
再生可能エネルギー普及及び持続可能な開発上のその潜在的なトレードオフに関する社会文化的な障壁や懸念は、

様々な起因から生じ、本来は、社会、個人の価値観や規範と関連する（Sovacool and Hirsh, 2009）。こうした価値

観や規範は、再生可能エネルギー技術の認識と受容、それに個人、集団、社会による普及の滞在的効果に対し影響

を与える（GNESD, 2007b; Sovacool, 2009; West et al., 2010）。持続可能な開発の見地から見た場合、こうした社会

文化的な懸念にあまり注意を払わないために障壁が生ずる場合がある。その例として、生物多様性と生態系、景観

美学、水や土地の利用とその権利（9.3.4.4 及び 9.3.4.5 節参照）、競合利用の際の使用可能性などへの影響（2.5.5.2
及び 9.3.4.6 節参照）を含む行動、自然生息地、自然遺産と人的遺産に関する障壁が挙げられる。以下に、これら

の障壁について簡潔に説明する。 
 
結果、再生可能エネルギー技術の普及は、社会的価値と文化的価値、規範や認識を試す行動学的影響（behavioural 
implication）と結びついて考え得るだろう（Painuly, 2001; S. Reddy and Painuly, 2004; GNESD, 2007b; Chaurey and 
Kandpal, 2010）。たとえば、インドで行われた家庭用の調理機器の複数基準解析（Pohekar and Ramachandran, 2006）
では、消費者が調理機器の選好を決定する際、技術的基準に次いで、行動学的関心26を二番目に重要視している事

実が判明している。行動学的関心は、比較的新しく技術的に進歩した太陽熱調理器を取り入れることを制限するだ

けでない。インドでは、設置された改良型の薪調理ストーブがインドでは使用されない説明としても重要である。

この国では、この薪調理ストーブが計 2,300万台設置されたが、このうち 600万台しか使用されていない（Neudoerffer 
et al., 2001; Pohekar and Ramachandran, 2006）。改良型調理ストーブの普及及び使用を巡る行動学上の障壁の重要性

については、他の開発途上国でも同様の調査結果が出ている（Ben Hagan, 2003; Zuk et al., 2007; Bailis et al., 2009）。

新たな再生可能エネルギーの技術及びシステムに対する行動の障壁は、移行が既存の慣行及び現在の技術の性質を

模倣しようとする限り、比較的小さいだろう。しかしながら、これらの障壁は、行動または消費の段階の変化の程

度に伴い増大する傾向がある（Kumar et al., 2009; Petersen and Andersen, 2009）。 
 
予防原則は、適用可能ではあるが、自然生息地、及び自然遺産と人類の遺産 に対する影響を最小化するために、

常に活用されるわけではない（Rylands and Brandon, 2005; Hreinsson, 2007; Nandy et al., 2007; S. Clarke, 2009; 
Hennenberg et al., 2010; Wolsink, 2010）。これは、様々な種類の再生可能エネルギープロジェクトに対する世論の抵

抗につながっている。OECD 諸国では、風力発電開発に伴い作り変えた景観の美観 に対して、世論の認識が障壁

になっており、文献で広く分析されている（Wolsink, 2000, 2007b, 2010; Upreti, 2004; Jobert et al., 2007; Wustenhagen et 
al., 2007）。沿岸から視野に入る沖合の風力発電基地に対する態度は、たとえば、沿岸の景観を自然のままの資源

として認識し、産業用途にはそれほど適していないと考える通常の観光客が浜辺を使う方法と頻度によって左右さ

                                                                                                                                                                                        
る。技術の章（第 2～7 章）では技術特有の障壁を取り上げ、第 8 章では、エネルギーシステムのロックイン及び再生可
能エネルギー統合を扱う。政策形成及び財政支援上の障壁は、第 11 章で扱う。 
25 再生可能エネルギープロジェクトに対する地域の反対は、世論調査の方法にも左右されるだろう（van der Horst, 
2007）。 
26 操作の簡単さ、調理する料理の種類、用具の清潔さ、追加の調理ストーブの必要性、購入の動機、食料の味、及び美
意識に関連。 



最終版  再生可能エネルギー特別報告書（SRREN） 

SRREN 59/114 第 9 章 

れる（Ladenburg, 2010）。新たなネットワーク・インフラに関する世論の反対については、8.2.1.3 節参照。 
 
大規模な水力のような、広い土地を伴うプロジェクト開発にあたり、コミュニティーの立ち退き及び再定住は大が

かりになるだろう（Richter et al., 2010）。世界ダム委員会（2000 年）の推定では、世界で 4,000～8,000 万人が大規

模ダムのため立ち退いている。この数字は、大規模ダムに関連した河川流量及び淡水の生態系 の変化が下流の住

民に与える影響が含まれると、大幅に増加する（Richter et al., 2010）。水力開発の影響を受ける人数に関するより

直近の数字は、個別のプロジェクト及び国のレベルで利用可能だが27、総統計は世界ダム委員会の 2000 年版の報告

に限られているといえる。それだけでなく、大規模な水力プロジェクトは、たとえば、家庭用と産業用の水供給、

洪水調節、及び灌漑など、水の競合使用を巡るトレードオフに関係することも多い（Moore et al., 2010）。大規模

な水力開発に影響を受ける住民の再定住は、本質的に、先住民の土地使用権 の問題に関連し（Bao, 2010; Moore et 
al., 2010; Ölz and Beerepoot, 2010）、複雑な再定住の問題及び補償問題が付随する（Chen, 2009; Mirza et al., 2009）。

たとえば、経済的補償は、不十分ではあるが、影響を受ける住民または文化遺産の喪失といった外部性の影響を受

ける人々に提供されるだろう（Cernea, 1997; World Commission on Dams, 2000; Bao, 2010; Brown and Xu, 2010）。商

用規模のエネルギー作物に起因する土地利用の問題は、関心の高まる別の分野である（IIED, 2009）。人権及び労

働権に関する職業的な懸念は、農作物プロジェクトの労働条件などがあり、この背景で検討することが重要である

（ILO, 2010）。最後に、食料安全保障が、更に別の重要な社会的懸念であり（2.5.7.4 節参照）、公共事業を認証す

るかどうかが関心を高めている（2.4.5 節参照）。 
 
先に指摘したように、再生可能エネルギーの普及を急速かつ大規模に進め、気候変動緩和の目標達成に寄与するに

は、国民の意識と受容も重要な要素である。再生エネルギーの大規模な導入は、世論の理解及び支持があってこそ

成功可能である（Zoellner et al., 2008）。このため、目標の達成、幅広い適用機会に関連するコミュニケーションに

特化した取り組みも必要になる（Barry et al., 2008）。ただし同時に、計画決定における国民参加、便益分配におけ

る公平性と平等性の考慮、再生可能エネルギー普及のコストも同様に重要な役割を果たし、これらは避けて通るこ

とは出来ない（以下及び 9.5.2.2 節; Wolsink, 2007b; Malesios and Arabatzis, 2010 参照）。 
 
9.5.1.2 情報・意識啓発上の障壁 
 
再生可能エネルギープロジェクト推進の議論の共通点は貧困削減への貢献であり、地域のコミュニティーは雇用機

会、スキル開発、投資機会、及び技術移転の恩恵を受ける（9.3.1.3 及び 11.3 節; UN, 2002; GNESD, 2004, 2007a,b, 2008; 
Goldemberg and Teixeira Coelho, 2004; Modi et al., 2006; Goldemberg et al., 2008; UNEP, 2008a; Barbier, 2009 参照）。多

くの開発途上国における再生可能エネルギーの試験的プロジェクトは、再生可能エネルギー資源がエネルギーの不

足しているコミュニティーで果たし得る役割についての裏づけに乏しい証拠を提供している（Karekezi and 
Kithyoma, 2003; Mondal et al., 2010）。しかしながら、地域のコミュニティーがこうした便益を認識しない場合か、

その分配を不公平と見ている場合、プロジェクトの受け入れは問題となるだろう（Upreti, 2004; Gunawardena, 2010; 
11.6.4 節参照）。開発途上国では、乏しい技術スキルやビジネススキル、技術的なサポートシステムの不足が、特

にエネルギー部門で顕著であり、使用可能で適切な再生可能エネルギーの選択肢に関して、潜在的な消費者に意識

啓発と情報発信を行っていくことが理解と市場形成の主な決定要因である（Painuly, 2001; Ölz and Beerepoot, 2010）。
この意識の落差は、経済成長に貢献する再生可能エネルギーの普及と中小企業の発展に影響を与える最も重要な要

因と認識される場合が多い。分散的なユニットに関する情報・意識啓発上の懸念を無視すると、システムの放棄ま

たは機能不全に終わる可能性が多い（Werner and Schaefer, 2007）。 
 
再生可能エネルギー技術を民間部門の企業が保有し、技術普及が企業を主要なアクターとする市場を通じて一般に

進む場合（Wilkins, 2002）、再生可能エネルギー技術の開発、導入、普及を進めるこれらのアクターの能力に注目

する必要がある。このため、マクロレベルまたは企業レベルでの能力育成の一環としての技術上、ビジネス上の能

力向上の重要性（11.6.6 節）にも対応する必要がある（Lall, 2002; Figueiredo, 2003）。 
 
再生可能エネルギーに対する態度は、知識及び事実を超えて形成される。9.5.1.1 節で説明したとおり、規範や価値

観は検討すべき重要なものであり、再生可能エネルギーに対する世論、個人の認識について、消費の側面だけでは

なく、信頼、支配、及び自由に関する深い価値観の側面に対しても影響を与えるだろう（Sovacool, 2009; Walker et al., 
2010）。これは、合理性に加え、再生可能エネルギーに対する態度は感情や心理的問題に左右されることを示唆し

ている（Bang et al., 2000; Devine-Wright, 2009）。再生可能エネルギーの普及、情報・意識啓発の取り組みと戦略を

成功させるには、この点を明確に考慮する必要がある（Jager, 2006; Nannen and van den Bergh, 2010; Litvine and 
Wüstenhagen, 2011）。特に、情報・意識啓発の障壁は、再生可能エネルギー導入、市場、不確実性、それに伴う資

本コストに影響を与えるだろう（Painuly, 2001; Ölz and Beerepoot, 2010）。 
 

                                                        
27 たとえば、中国の水力及びダムの情報は、factsanddetails.com/china.php?itemid=323&catid=13&subcatid=85#01、
ベトナムの水力及びダムの情報は www.gms-eoc.org/CEP/Comp1/docs/Vietnam/Hydropower/SocialImpact.pdf を参
照。 
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9.5.1.3 市場の失敗及び経済的障壁 
 
再生可能エネルギーの経済的側面については、本報告書のほぼ全章（第 2～7 章のコスト関連の節、外部性に関す

る第 10 章、政策のケーススタディに関する第 11 章）で論じられている。持続可能な開発を背景に再生可能エネル

ギーの経済的側面を評価するには、社会的なコストや便益を明確に検討する必要がある。再生可能エネルギーは、

コスト効率性、地域の妥当性、環境への影響や分布への影響を対象とした定量的基準をベースに評価されるべきで

ある（C. Gross, 2007; Creutzig and He, 2009）。社会的な観点からは、再生可能エネルギーへの投資に対する合理的

な決定を支えるためには、公平な経済の競争の場が必要になる。これは、再生可能エネルギー普及と社会コストの

内部化（温室効果ガス排出による損害、健康、及び環境コストなど）の面において、市場の歪み（税金、補助金な

ど）や、市場の不完全性と失敗を注意深く検討しなければならないことを示唆している（Rao and Kishore, 2010; 9.5.2
及び 10.6 節参照）。 
 
系統の規模及び技術は、再生可能エネルギーの経済的実現性と、非再生可能エネルギーと比較した場合の、競争力

が主な決定要因になる。経済的実現性のある適正な再生可能エネルギー技術は、農村部地域における非系統連系の

エネルギーのアクセス拡大に有効な場合が多いことが分かっている（Bishop and Amaratunga, 2008; Ravindranath and 
Balachandra, 2009; Thompson and Duggirala, 2009; Deichmann et al., 2011; 9.3.2 節参照）。より小規模な非系統連系の

用途の場合、多くの再生可能エネルギー技術（風力、ミニ水力、及びバイオマス電力など）は、これには送電及び

配送の均等化コストも含む、最安の均等化発電原価を提供可能である（ESMAP, 2007）。バイオマス（特に堆肥製

造装置及びバイオマスガス化装置）、地熱、風力、及び水力などの多くの再生可能エネルギー技術はまた、最低の

コストでミニ系統の発電を実現する可能性を秘めている技術である（ESMAP, 2007）28。しかしながら、多くの場

合、非再生可能発電技術は、再生可能エネルギーに比べて経済的利益が依然として高い（van Alphen et al., 2007; 
Cowan et al., 2009）。これは、予見される石油価格上昇（ESMAP, 2007）や、向こう 20 年で再生可能エネルギー技

術のコスト削減が見込まれる場合であっても、大規模な系統連系の場合の大半に当てはまる（Deichmann et al., 
2011）。 
 
再生可能エネルギーの経済的実現性の評価は、再生可能な資源の入手可能性及びコスト に関する想定を対象とし、

これに基づき評価される。適切な滞在資源のデータの不足は、資源の使用可能性に関する不確実性に直接影響を及

ぼし、インドネシアの地熱発電開発の場合に見られたように、投資家やプロジェクト開発事業者にとってはリスク

プレミアムの上昇と解釈されるだろう（Ölz and Beerepoot, 2010）。関心の高まる分野は、再生可能エネルギー資源

のタイミング及び使用可能性が即座に影響を及ぼす場合、気候の変動性及び気候変動がエネルギーのサービス及び

資源に与える潜在的な影響に関連する分野への関心が高まっている（World Bank, 2011）。気候の変動性及び極端

な現象（ハリケーンと台風、熱波、洪水、及び干ばつなど）がエネルギーのサービス及び資源に与える影響は、既

に経験済みである。たとえば、東アフリカでは電力供給を水力に大きく依存しており、最近の干ばつに関連する年

間推定コストは、GDP の 1～3.3%に相当した（Eberhard et al., 2008; Karekezi et al., 2009）。再生可能エネルギーの

変動する使用可能性に起因する高コストに関連する問題については、8.2 節参照。 
 
再生可能エネルギー導入が経済的観点から実現可能な場合、他の経済的・財政的な障壁がその普及に悪影響を与え

るかもしれない。設置コストや系統接続コストなど、多額の先行投資コストが、再生可能エネルギー普及にあたり

頻繁に障壁となりうる例である（Painuly, 2001; Limmeechokchai and Chawana, 2007; Kassenga, 2008; Mathews, 2008; 
Monroy and Hernandez, 2008; Rao and Kishore, 2010; Green and Vasilakos, 2011）。特に低所得国では、再生可能エネル

ギー技術に要する多額の先行投資が消費者による導入を阻害するだろう。消費者は、長期間にわたる運用コストの

最小化ではなく、初期コストの抑制を好むだろう。あるいは、現金かクレジットのどちらか、もしくは現金とクレ

ジットの両方で入手する方法がない場合、選択肢はないだろう（S. Reddy and Painuly, 2004）。したがって、再生可

能エネルギー技術の取り込み成功は、寄付、現金販売、消費者クレジット、またはサービスごとの個別支払いのス

キームなど、普及モデルの選択及び設定にある程度左右される（Nieuwenhout et al., 2000）。 
 
経済成長と持続可能な開発を刺激し、農村地域と都市近郊の貨幣経済を調和させるためには、再生可能エネルギー

の普及とともに政策や起業支援システムが必要となる（O. Davidson et al., 2003）。たとえば、システムの運用維持

に必要な技術的能力の有効性を確保するため、投資が必要になるが、これは開発途上国では利用可能な再生可能エ

ネルギー源を活用するうえで大きな障壁である（Ölz and Beerepoot, 2010）。新たな考えも広まりつつある。ここで

は、再生可能エネルギーを市場ベースのエネルギー経済の不可欠な構成要素として扱い、民間部門との関与もより

強まっている（GNESD, 2007b, 2008）。 
 
多額の先行投資は、投資家間で高リスクという認識や、財政支援手段の全体的な不足、また金融部門が断片的もし

くは発展途上である点も反映するだろう（Brunnschweiler, 2010）。このように、東南アジアで見られる事例証拠で

は、金融機関及び投資家間で再生可能エネルギーシステムに対する経験と理解が不足している結果、国の投資家の

参加が低調になり、リスクプレミアムの上昇を通じ、再生可能エネルギープロジェクトの資本コストは増加しかね

                                                        
28 ミニグリッドの用途は、村及び地区単位の独立ネットワークで、負荷は 5～500kW である。 
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ない点が示されている（11.4.3 節参照）。インドネシアにおいて銀行及び国内の投資家は、バイオマス系の発電プ

ロジェクトはバイオエネルギープロジェクト開発の経験が一般に不足している点、関連する原材料供給の問題に結

びつく更なるハードルに直面しているとの見方をしている（Ölz and Beerepoot, 2010）。 
 
再生可能エネルギー投資によるコスト及び便益の流れのタイミングの影響は、持続可能性の面でトレードオフにつ

ながる。たとえば、開発途上国における意思決定者が、外部コストは高いがペイバック･タイムは短い非再生可能

エネルギーに投資を行うか、ペイバック・タイムは長いが高いプラスの外部性（雇用創出、健康、温室効果ガス排

出削減など）を持つ再生可能エネルギーに投資を行うかで、選択をせざるを得ない場合などが考えられる。再生可

能エネルギーの財政支援に対する障壁は、9.3.1.4 及び 11.4.3 節でも触れられている。 
 
市場の歪みから生じた外部性は、再生可能エネルギー普及が持続可能な開発を背景に論じられる場合、主要に扱わ

れる。たとえば、補助金及び税金、もしくはその双方の構造は、再生可能エネルギーの競争力に悪影響をもたらし、

非再生可能エネルギーを助けるだろう（9.5.2.1 節参照）。同様に、既存の系統ネットワーク及び技術者の能力は、

エネルギー普及の経路依存性に影響を伴い、他に比べて一部のエネルギー形態に有利に働く（11.6.1 節参照）。経

路依存性は、コスト効率または長期的な累積の社会コストの観点で劣るようなエネルギーまたはインフラの選択肢

に社会を固定化してしまうだろう（Unruh, 2000）。多くの場合、環境外部性を内部化することで、再生可能エネル

ギー技術の均等化コストにかなりの影響が出るため（Cowan et al., 2009; Harmon and Cowan, 2009; Fahlen and Ahlgren, 
2010）、それらを包含しないことは再生可能エネルギー普及の障壁になる。たとえば、化石燃料の燃焼で生ずる損

害コストを、結果として生ずる電力出力の価格に内部化すると、再生可能技術の多数は、石炭プラントの発電と経

済的に競争力を持つ（Owen, 2006; 10.6 節参照）。セネガルの遠隔地にある 3 つの農村部で展開される太陽光発電

（PV）小規模系統でも、環境外部性を考慮すると、太陽光発電（PV）技術の均等化発電原価が系統拡張のエネル

ギーコストに比べて低くなるため、同様の結論に達している（Thiam, 2010）。 
 
最近の多数の研究では、エネルギーの選択肢を評価、ランク付けする際に、社会、環境の持続可能性に関する多数

の指標を盛り込んでいる。これらの持続可能性の指標には、温室効果ガス排出に加え、土地の必要性、水消費、社

会的影響、及び再生可能源の使用可能性などがあり、持続可能性を背景にした再生可能エネルギー普及に対する潜

在的な障壁についての更なる洞察を提示する（Afgan et al., 2007; Becerra-Lopez and Golding, 2008; Brent and Kruger, 
2009; Evans et al., 2009; Brent and Rogers, 2010; Browne et al., 2010; Carrera and Mack, 2010; 9.5.2.1 節参照）。 
 

9.5.2 機会 
 
持続可能な開発に関する国際間、国、地域レベルの戦略、民間の戦略、社会の非政府部門の戦略は、再生可能エネ

ルギーと持続可能な開発の政策や慣行を統合することによって、障壁の克服と再生可能エネルギー普及の機会の創

出に役立つことが出来る。国際間、国レベルの戦略には、持続可能な開発に不利と認められるメカニズムの撤廃、

環境外部性と社会外部性を内部化する持続可能な開発向けのメカニズム、そして再生可能エネルギーと持続可能な

開発の戦略の統合などがある。地域レベルでは、市、地方自治体、及び民間組織と非政府組織が主導する持続可能

な開発の取り組みが、変化を牽引し、再生可能エネルギーの設置に対する地域の抵抗を克服する助けになり得る。 
 
9.5.2.1 持続可能な開発に関する国際的戦略と国家戦略 
 
部門横断的な持続可能な開発戦略の必要性は、1972 年の国連人間環境会議以来、多国間レベルで明確に示されて

いる（Founex Committee, 1971; Engfeldt, 2009）。関心はアジェンダ 21 の目標で高まり（UNCED, 1992）、これらの

様々な部門のプロセスを調和させる戦略の適用を目指すことになった（Steurer and Martinuzzi, 2007）。2002 年の持

続可能な開発に関する世界首脳会議で採択されたヨハネスブルグ実施計画で、各国政府は切迫感を持って、再生可

能エネルギーの世界規模の割合を大幅に増加させ、2005 年までに持続可能な開発に関する国家的戦略を策定する

べく速やかな措置を取るよう求められた（UN, 2002）。各国は通常、こうした持続可能な発展に関する国家戦略

（NSDS）を形成する際、国の状況及び国際的な責務（気候変動の制限及び再生可能エネルギー使用の拡大など）、

速やかな行動を要する状況において、戦略的な政策分野及び具体的な目標の優先順位を決めている（OECD, 2002; 
UNDESA, 2008）。このように優先順位を決めることは、生産性、所得成長、健康と教育、男女平等、エネルギー

抽出に関連する社会的影響の緩和、人間開発、及びマクロ経済的な安定性と管理に貢献するだろう（World Bank, 
2001）。再生可能エネルギー技術は特に、他の便益を付加出来る（9.3 節参照）。また、再生可能エネルギーの政

策を持続可能な発展に関する国家戦略に統合すれば、各国は、特定の政策手段を選択し、他国の懸念を自国に取り

込み、また国際的な政策措置と提携する枠組みを持てる（OECD, 2002）。 
 
持続可能な開発に不利に作用するメカニズムの撤廃 
 
化石燃料への補助金を撤廃すれば、再生可能エネルギーの使用拡大や市場参入にも道が開ける可能性がある。作為

的に高められた化石燃料の競争上の優位は低下し、化石燃料の補助金使用が減少した分、再生可能エネルギー技術

の研究開発及び普及に向けられるだろう。2009 年の G20 サミットでは、中期的に「非効率な化石燃料への補助金」
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を段階的に撤廃する合意がなされ（G-20, 2009）、これに伴い、再生可能エネルギー技術にはいくらかの相乗便益

が生ずるだろう。IEA、OECD、及び世界銀行の報告（2010）は、次の G20 サミットに向けて作成され、化石燃料

に対する政府の支援は地理的に集中していることが示されている。2009 年には、37 の経済圏（主に非 OECD 加盟

国）が世界規模の化石燃料の補助金の 95%以上を占め、総額は 2,680 億 US ドル（2005 年）になった29。化石燃料

に対する政府の支援は、イラン、サウジアラビアなど、支援されるエネルギー担体が豊富な経済圏で顕著である30。

支援を受ける燃料は主に石油（1,080 億 US ドル（2005 年））、天然ガス（730 億 US ドル（2005 年））で、これ

らの燃料で発電が主に賄われる場合は電力も暗に含まれているだろう（820 億 US ドル（2005 年））。対照的に、

石炭の補助金は世界的に比較的少額で、わずか 5 億 US ドル（2005 年）である。 
 
これらの補助金の改革時には、貧困層にいかに影響を与えるかについての懸念が一般に生ずる。低所得の家庭は過

度の影響を受ける可能性が高いため、改革の設計は注意深く行う必要がある（IEA, 2010b）。しかしながら、補助

金は逆累進なことが多いため、所得の高い集団では大幅な便益後退になる（Del Granado et al., 2010）。たとえば、

イランでは、最も所得の高い層 30%があらゆる政府支援の 70%を消費し（Nikou, 2010）、インドネシアでは、下か

ら 40％の低所得層の家庭は全てのエネルギー補助金の 15%しか受け取っていない（IEA, 2008a）。全般的に見て、

これは最も支援される燃料が含まれる。たとえば、アフリカの複数の国々における電力（Angel-Urdinola and Wodon, 
2007）、インドの液化石油ガス（Gangopadhyay et al., 2005）、及び世界の石油製品（Coady et al., 2010）などである。

ただし、灯油の場合は、この構図は若干不明瞭で、補助金は比較的よく対象にされる（Coady et al., 2004）。 
 
したがって、再生可能エネルギー技術の使用のために補助金改革を実行すると、必然的に貧困層の特定の需要の解

消が伴うはずである。そうするには、概括的に 2 つの方向性が適していると思われる。第一の方向性は、農村部の

電化の拡大である。貧困な家庭は電力サービスのない地域に暮らす傾向があるためである（Angel-Urdinola and 
Wodon, 2007）。エチオピア及びベトナムでは、プログラム始動に成功し（IEA/OECD/World Bank, 2010）、同時並

行で提供される化石燃料補助金の段階的撤廃で、ビジネス活動にさらにインセンティブが生まれるだろう（Barnes 
and Halpern, 2001）。電化の拡大は、集中的な電力供給における再生可能エネルギー技術をさらに支援することで

補完される可能性があり、これによって貧困層も利用可能になるだろう。第二の方向性は、もし電化が実行可能で

なかったり、低コストで優れた選択肢が存在する場合も、再生可能エネルギーの非系統連系の技術が代替として利

用可能である。たとえば、ネパールでは財政支援によって再生可能エネルギーの非系統連系技術を採用する意識レ

ベルが非常に高まってきており、電力に対する支払い意欲も高まってきている（Mainali and Silveira, 2011）。さら

に、インドの家庭用照明、太陽光、及び近代的なバイオエネルギーシステムは、農村部では、灯油を使用した伝統

的な照明に比べ優れた選択肢である（Mahapatra et al., 2009）。 
 
このようなさらに多くの機会が存在する可能性は高いが、再生可能エネルギーの潜在的な利益を突き止め、その効

率を評価するには、ケースバイケースの分析がさらに必要である。こうした分析が行われない限り、再生可能エネ

ルギー技術が化石燃料補助金の段階的撤廃から直接利益を受けるのか、それともこのような段階撤廃が潜在的に有

害であるのかも、明確ではない。 
 
汚染力が強く安定性に劣るエネルギー源への依存を低下させるための幅広い戦略の一環としての再生可能エネル

ギー供給の取引及び関連技術に対する障壁を除去する重要性は、複数の研究及び事象で強調されている。これは特

に、太陽光発電（PV）、風車、及びバイオ燃料に当てはまる（Steenblik, 2005; Lucon and Rei, 2006; OECD, 2006）。

2.4.6.2 節で概要を示したように、バイオエネルギーの市場の浸透及び国際取引に対する障壁には、関税、技術標準、

バイオマスとバイオ燃料を対象にした不適切に制限的な持続可能性の基準と認証システム、物流の障壁、及び衛生

上の要件などがある。より一般的には、取引に対する障壁を除去するか低下させれば、低コストで技術をさらに普

及させることで、再生可能エネルギー及び気候変動の緩和に寄与出来るその他の環境財へのアクセスを円滑化出来

る。クリーンな技術に対する関税障壁及び非関税障壁の双方がなくなれば、これらの製品の取引は潜在的に 14%増

加する可能性がある（WTO, 2010）。 
 
国連気候変動枠組み条約の京都議定書の参加国が、温室効果ガス濃度安定化を達成する政策及び措置を導入するな

か、世界貿易機関（WTO）のルールとの整合性が課題として再燃する可能性があるだろう。より一般的には、気

候変動の枠組みと WTO 内外の投資ルールのつながりに、さらに注意する必要がある（Brewer, 2004）。最も問題に

なる相関関係は、エネルギーの原価の国際間の差異を相殺する幅広い措置を使用する可能性、クリーン開発メカニ

ズム（CDM）、及び WTO の補助金協定に関連する共同実施（JM）プロジェクト、WTO の技術障壁協定に関連す

る効率性の基準、及び WTO の農業協定に関する二酸化炭素回収などがある（Tamiotti et al., 2009）。 
 
環境的外部性及び社会的外部性を内部化する持続可能な開発メカニズム 
 
持続可能な開発には、環境的外部性、社会的外部性を内部化するメカニズムが継続的に必要である。再生可能エネ

ルギー技術の普及は、多額の先行コスト及び公平な競争の場の欠如を克服する政策及び動機により、牽引される

                                                        
29 基礎となる価格ギャップの方法にいくらか制限があったとしても、主要な推定値として機能するだろう。 
30 補助金の率に関する詳細は、www.iea.org/subsidy/index.html 参照。 
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（Rao and Kishore, 2010）。しかしながら、外部コスト（10.6 節参照）が含まれる場合、再生可能エネルギーの相対

的優位が、特に温室効果ガス排出に関して強調される（Onat and Bayar, 2010; Varun et al., 2010）。外部コストの取

り込みには、優れた指標が必要になる。様々なエネルギー生産システムの研究で発見された方法論的な制限は、比

較可能な持続可能性の指標が不十分な数で使用されている点であり、結果として、持続可能性に対するエネルギー

源及び技術のランキングにバイアス及び欠陥が生じかねない（Brent and Kruger, 2009; Eason et al., 2009; Kowalski et 
al., 2009）。多基準決定の分析及びアプローチの貢献は大きいが、持続可能な開発の様々な側面、関連する情報の

不正確性と不確実性、数値のみでは表現不可能な具体化された定性的側面を考慮すると、持続可能な開発に対する

再生可能エネルギーの選択肢の貢献を評価するのは複雑な作業である（Cavallaro, 2009; Michalena et al., 2009; Donat 
Castello et al., 2010; Doukas et al., 2010）。 
 
京都議定書で設立されたクリーン開発メカニズムは、持続可能な開発メカニズムの実例である31。化石燃料を代替

する再生可能エネルギーは、プロジェクトの 61%、クリーン開発メカニズムに基づき推測される 2012 年までの認

証排出削減量の 35%に相当する（UNEP Risø Pipeline, 2011）。クリーン開発メカニズムは、京都議定書の最も革新

的な特徴の 1 つとして広く認識され、開発途上国が 69 か国関与し、これらの国は数十億ドル規模の世界的な炭素

市場を形成している。しかしながら、主催の国々において、持続可能で低炭素の開発の道筋に貢献しているかは疑

わしいことも、広く知られている（Figueres and Streck, 2009）。クリーン開発メカニズムのプロジェクトは、国レ

ベルの持続可能性の審査と承認を受けるため、指定国家機関（DNA; 11.5.3.3, 11.6,11.6.6.1 節も参照）に申請が行わ

れる。ただし、持続可能性を承認する既存システムに見られる短所に対応するための、持続可能性の評価に対する

国際基準はない（Olsen and Fenhann, 2008b）。このため、国家的な持続可能な開発の優先順位の適合、投資の誘発

にあたり、指定国家機関が果たす役割は重要である（Winkler et al., 2005）。クリーン開発メカニズム（Paulsson, 2009）
及び持続可能な開発に対するその貢献（Olsen, 2007）に関する文献のレビューでは、市場メカニズムの主な短所の

1 つとして、より高い持続可能な開発の利益にしばしば繋がるプロジェクトに比べ、費用の安い排出削減プロジェ

クトが好まれる点が挙げられている（Sutter and Parreño, 2007）。Gold Standard and the Climate, Community and 
BiodiversityStandards などの自主基準が設けられている。この目的は、相乗便益を保証することで排出削減に対して

プレミアムを支払う意欲のある投資家を誘発することにある（Nussbaumer, 2009）。Gold Standard は再生可能エネ

ルギー及びエネルギー効率のプロジェクトに適用される。最も一般的な再生可能エネルギープロジェクトは、風力、

バイオガス、バイオマスエネルギー、水力、埋立地、及び太陽熱である。しかしながら、これらの分類されたプロ

ジェクトは、クリーン開発メカニズムのプロジェクト全体から見れば小さな割合でしかなく、自主基準としては、

持続可能性の低いプロジェクトまたは持続不可能なプロジェクトの改善よりもむしろ、質の高いプロジェクトに対

して報奨することに成功している（Wood, 2011）。2012 年以降の気候変動の枠組みを巡る交渉のための情報として、

持続可能な開発のメカニズムの新設や改善をより優れたものとするため、クリーン開発メカニズムの改革方法につ

いて多量の文献が論じている（Hepburn and Stern, 2008; Olsen and Fenhann, 2008a; Wara, 2008; Figueres and Streck, 
2009; Schneider, 2009）。アイディアとしては、低炭素経済の長期的な便益への貢献のため、セクター別に必ず上手

くいく目標（sector no-lose targets）を通じた緩和アクションの拡大（Ward, 2008）、新たな部門別アプローチの導入

（Marcu, 2009）、開発途上国に対するクリーン開発メカニズムのクレジット付与の差別化（Murphy et al., 2008）、

及びクリーン開発メカニズムの構造的変化などがある（Americano, 2008）。 
 
持続可能な開発のメカニズムも、持続可能性評価に比べて幅広い見方から議論されるだろう。開発途上国は先進国

に比べ、より持続可能で低炭素の開発の道筋に追随可能だろうという考えは、特に魅力的である。こうした決定は、

政治的であり社会的でもあるが、リープフロッグの概念の理解に本質的に左右される（Box 9.5 参照）。 
 
 
Box 9.5: リープフロッグ 
 
「リープフロッグ」とは、開発途上国が、工業国が過去に経験した産業開発の汚染集約的な段階を避けて通ること

が出来る機会に関連する（定義については、Annex I 参照）。顕著な「環境のリープフロッグ」は 3 種類ある。全体

的な開発の道筋内のリープフロッグ、産業開発内のリープフロッグ、及び技術の適用と使用におけるリープフロッ

グである。吸収容量の大幅なレベルが、リープフロッグ成功の核心である。これには、変化を誘起し維持する技術

的能力の存在、妥当な国家機関及び国際機関の支援などがある（Sauter and Watson, 2008）。 
 
どのようなリープフロッグ戦略にもリスクは付随するが、新製品開発及び市場設立の初期リスクが「先行」国で生

じている場合、後行国には恩恵がある可能性がある。市場がひとたび設立されれば、開発途上国は、新たな技術の

急速な適用や製造能力の開発を通じて、追い上げが可能である。技術パラダイムのシフトによる、より先鋭的な改

革は、開発途上国に「絶好の機会（windows of opportunity）」をさらに提供可能である。このプロセスの成功に向け、

異なった要素が結び付けて考えられており、開発の標準モデルが存在しないことから、リープフロッグ戦略の一環

として試行錯誤の学習を容認する必要がある（Hobday, 2003; Sauter and Watson, 2008）。再生可能エネルギーの技術

                                                        
31 クリーン開発メカニズムには 2 つの目的がある。開発途上国における持続可能な開発の推進と、先進国の排出削減目
標を費用対効果よく達成するための支援である。 
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的リープフロッグについては、複数の研究で報告されているが（L. Clarke et al., 2007; Moreno et al., 2007; R. Singh, 
2007; Tarik-ul- Islam and Ferdousi, 2007; Karakosta et al., 2010; Reiche, 2010; Saygin and Cetin, 2010）、現在のエネルギー

技術では、エネルギー部門は情報技術などの他部門と同様のリープフロッグにつながらないだろう（World Bank, 
2008a）。結局、根本的によりクリーンな開発の道筋を開始するには、開発途上国、先進国とも、継続的で特定の政

策の支援とガイダンス、制度上の能力の改善、及び思い切った政治的意思も必要になることが、経験から示されて

いる（Perkins, 2003; Gallagher, 2006）。 
 
 
 
再生可能エネルギー及び持続可能な開発の戦略の統合 
 
再生可能エネルギーが持続可能な開発の国家的戦略で役割を果たす機会には、2 つの方法によって着手可能である。

つまり、1）持続可能な開発及び再生可能エネルギーの目標を、予算プロセスや貧困低減戦略計画などの開発政策

及び計画と統合する、2）再生可能エネルギーが、グリーン成長、低炭素、及び持続可能な開発の目標に貢献する

部門別の戦略を開発することである。 
 
持続可能な発展に関する国家戦略（NSDS）のアイディアは、国際レベルで生まれたが、戦略が実際に実施される

のは国家レベルである。2009 年には、国連加盟国の 55%に相当する 106 か国が、持続可能な開発委員会に対し、

持続可能な発展に関する国家戦略を実施したと報告している。持続可能な発展に関する国家戦略のアイディア全般

は、持続可能な開発の原則、つまり持続可能性の三本柱、参加、所有、包括的で調整された政策形成、ならびにタ

ーゲッティング（targeting）、リソーシング（resourcing）とモニタリング（開発結果の測定とモニタリング）など

を、国の既存の開発プロセスに統合することである（George and Kirkpatrick, 2006）。持続可能な発展に関する国家

戦略は、新たな個別の戦略ではなく、持続可能な開発上の懸念を国の既存のガバナンス及び意思決定の枠組みに統

合することを意味する。各国で制度、開発、地理的状況は異なることから、持続可能な発展に関する国家戦略の青

写真はないが、一般には三段階に分類される。1）気候変動とエネルギー安全保障の対処といった主要な目標と政

策分野、2）輸送、エネルギー効率と再生可能エネルギーなどの具体的な目標と課題、及び 3）再生可能エネルギ

ー戦略の実施、エネルギー市場の自由化かクリーン開発メカニズムの使用による小規模な再生可能エネルギー発電

プロジェクトの支援などの目標と行動に分類される（UNDESA, 2008）。しかしながら、持続可能な発展に関する

国家戦略の導入については、進捗の記録は限られている（George and Kirkpatrick, 2006）。Volkery et al.（2006）に

よると、多くの国が依然として学習の初期段階であり、重要な課題は持続可能な発展に関する国家戦略とその他の

戦略プロセス（国家予算、部門別戦略、及び地方公共団体別の戦略のプロセスなど）の調整である。大半の国では、

持続可能な発展に関する国家戦略は、新たな行動を導き刺激する包括的な枠組みとしてよりむしろ、既存の戦略の

概要を提示し、事後の合理化として機能している（George and Kirkpatrick, 2006; Volkery et al., 2006）。経済協調及

び開発についての制度的展望が豊かだであるのと比較して、持続可能性に関する制度的展望依然として比較的小規

模だが、政府が中核をなす持続可能な開発戦略の当事者意識の向上を通じて、改善されるだろう。 
 
低炭素、グリーン、及び持続可能な開発を目指す再生可能エネルギー戦略は、温室効果ガス濃度安定化、エネルギ

ー安全保障、貧困層のエネルギーのアクセス、環境関連の雇用創出などの目標達成の手段として、重要度が高まり

つつある（IEA, 2010b; SARI, 2010; Lund et al., 2011; 9.3 節参照）。再生可能エネルギーの政策目標は、国民と資源

の動員、進捗のモニタリングに役に立つ可能性がある。2010 年までに、世界の 85 か国以上で再生可能エネルギー

の割合に関する政策目標が適用されている。その割合は、電化製品の 5～30%が一般的である。たとえば、最終エ

ネルギーの目標は、中国では 2020 年までに 15%、EU では 2020 年までに 20%、フィジー及びトンガの小規模な島

嶼国家では 2013 年までに 100%である（REN21, 2010）。政策目標は再生可能エネルギー特有のものだが、低炭素、

グリーン、及び持続可能な開発に関する全般において戦略は重要な要素である（UN, 2005b; SARI, 2010; Offer et al., 
2011）。 
 
本質的に、再生可能エネルギー戦略は、持続不可能な化石燃料及び技術を段階的に削減しつつ再生可能エネルギー

システムを段階的に導入するため、課題及び可能性のある解決策を提示する（Lund, 2007; Verbruggen and Lauber, 
2009）。再生可能エネルギー源のポテンシャルを完全に活用するにあたり、エネルギー源及び技術を持続可能な形

で効果的に効率良く確実に使用するための政策及び規制とともに主な技術的変化が必要になる。再生可能エネルギ

ー源及び技術を持続可能な形で確実に使用するには、現場の非常に幅広い多様化を評価するために再生可能電力源

及び技術に関して詳細な科学的区別や定量化が必要になる（Verbruggen and Lauber, 2009）。再生可能エネルギー源

及び技術に関する持続可能性の基準、指標、評価をその属性（種類、密度、変動性、アクセスのしやすさ、規模、

成熟度、コストなど）に基づき方法論的にさらに開発すれば、再生可能エネルギーの持続可能な解決策に対してき

め細かい規制の改善が可能になる（Verbruggen and Lauber, 2009）。ノルウェーでは、環境上の懸念が、より持続可

能な水力の使用を導いた（Box 9.6 参照）。 
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Box 9.6: ノルウェーにおける持続可能な水力 
 
ほぼ一世紀にわたり、水力は「ノルウェーの動力」として、ノルウェーの工業化を強力に牽引している（Skjold, 2009）。
2010 年前半まで、設備された最大出力は約 29GW、年間平均発電量は約 122TWh で、降雨量によるが、ノルウェ

ーの年間電力需要の 98～115%に対応している（NVE, 2009）。1970 年代及び 1980 年代に集中的に活用された後、

新たに環境上の意識が高まったことから、一般に水力発電の開発が比較的停滞した期間があった。1973 年には、

ノルウェー政府は初の国家的な保護計画を承認した（現在は計 4 つの計画がある）。この結果、現在は約 400 の河

川が保護されている。1986 年には、初の水力マスタープランが承認された。このプランでは、経済的、技術的な

実行可能性に従い、可能性のあるプロジェクトを分類しているが、潜在的な環境上の紛争、社会的紛争にも強く注

目している（Thaulow et al., 2010）。ノルウェーの河川に起因する推定上の実行可能な水力のポテンシャル 205TWh
のうち、水力の国家マスタープランでは、122TWh が活用され、46TWh は保護され、約 37TWh は承認可能プロジ

ェクトか不承認プロジェクトに分類されている（Thaulow et al., 2010）。過去 30 年で、環境上の影響及び社会的影

響に関する評価の一連の手順、ガイドラインと基準は改善され、ステークホルダーの関与も高まり、許認可の手続

きも改善された。これらは全て、水力を長期的により持続可能にさせるための取り組みである。 
 
 
 
9.5.2.2 地域、民間、及び非政府の持続可能な開発の取り組み 
 
地域レベルでは、市及び地域政府がビジネスや市民の関心と協力すれば、再生可能エネルギー普及で変化を牽引出

来る（REN21, 2009）。国際的、また国家レベルの実用的な枠組みの条件に応じて、市及び地域政府は、自己の立

法権限及び購買力を独立で使用し、自己の運用とコミュニティーにおいて再生可能エネルギーの取り組みを幅広く

実施可能である（11.6 節参照）。一般的に、地域の政策イニシアチブは、低い温室効果ガス濃度安定化、再生可能

発電の割合、またはエネルギー消費全体といった、持続可能性の目標を動機とする（Ostergaard and Lund, 2010）。

地域の再生可能エネルギーの政策及び持続可能な開発のイニシアチブについては、その他の種類として、再生可能

エネルギーを取り込んだ都市計画、建築基準または建築許可への再生可能エネルギーの取り込み、バイオ燃料の混

合などの規制措置、自治体のインフラ及び運用における再生可能エネルギー、再生可能エネルギーを支え、ビジネ

スと市民の模範となる自発的行動などがある（REN21, 2009）。経験を共有し、地域の行動を刺激するためには、

様々なネットワーク及びイニシアチブが登場している。これらには、世界首長・自治体の気候変動防止合意文書

（World Mayors and Local Governments Climate Protection Agreement）、地方自治体機構ロードマップ（Local 
Government Climate Roadmap, Solar Cities）、再生可能エネルギー100%の地域、イクレイの地域再生可能エネルギー・

イニシアチブ（ICLEI’s Local Renewables Initiative）、ヨーロッパグリーン都市ネットワーク（European Green Cities 
Network）、環境首都賞（Green Capital Awards）など、多数ある。これらのイニシチアブの共通点は、エネルギー

の地域供給、エネルギーと資金の節減、地域の雇用創出、再生可能エネルギーのサービス提供の役割における民間

部門の関与といった、再生可能エネルギーがもたらすだろう地域の持続可能な開発の便益（del Rio and Burguillo, 
2008, 2009）を広く認識していることにある（Hvelplund, 2006）。 
 
コミュニティーを基盤とする組織が関与すれば、地域の当事者意識の円滑化及び便益の共有化で、再生可能エネル

ギー設置に対する地域の反対を緩和することが可能である（Rogers et al., 2008; Zografakis et al., 2009）。地域のエネ

ルギー市場創出で、地域の民間投資家には機会を提供でき（Hvelplund, 2006）、この結果、増加する地域の再生可

能エネルギー設置（風車、太陽光パネル、バイオガスプラントなど）をエネルギーシステムに統合することに関す

る世間の受容を確実なものに出来る。地域経済に対するプラスの影響により、再生可能エネルギー開発に対する世

論の態度はさらに改善される（Jobert et al., 2007; Maruyama et al., 2007; Aitken, 2010; Warren and McFadyen, 2010）。

フランス及びドイツの風力発電プロジェクトの成功を評価したケーススタディでは、開発事業者が地域の状況及び

懸念に精通していること（Jobert et al., 2007）、初期段階からの計画のプロセスの透明性、情報提供、及び地域住民

の参加（Wolsink, 2007a）が、世論の受容には非常に重要な要因であることが示されている。開発途上国では、コ

ミュニティーのエネルギーの需要に最適な解決策を模索するため、農村部の女性のエンパワーメントも含まれる

（Omer, 2003; Oikonomou et al., 2009; A. Singh, 2009）。 
 

9.6 統合 
 
本報告書で論じられている再生可能エネルギー（RE）技術は、今後数十年間にわたって、世界のエネルギーシス

テムにおいてますます重要な役割を担う。化石燃料の燃焼によって引き起こされた気候変動の緩和は、世界のエネ

ルギーシステムの急激な変化への重要な原動力の 1 つとなる。再生エネルギーへの依存拡大という望ましい状況へ

の傾向を示す追加的な要因には、化石燃料資源の不公平な分布及び将来の供給不足に関する懸念、近代的エネルギ

ーのサービスの妥当な供給、及び環境や人間の健康への負担の軽減がある。近代社会の化石燃料への依存度が高い

ことを考慮すれば、提案されたいかなる変化の道筋も、実現可能性及び持続可能な開発へのその影響に関して慎重

に分析されなければならない。  
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いかなるエネルギー技術も、進行中の持続可能な開発として、多くの持続可能な開発目標に貢献しなければならな

い。本報告書では、これらは、社会的及び経済的発展、エネルギーアクセス、エネルギー安全保障、健康及び環境

への悪影響低減として認識されてきた。これまで、再生可能エネルギーは多くの場合、これらの 4 つの目標を促進

することを要求されてきており、この章の評価はこれらの仮定の立証に焦点を当ててきた。以下の節では、分析に

おける理論上のコンセプト及び方法論的なツールが簡潔に紹介されている。それに基づくと、9.3 と 9.4 節のボト

ムアップ評価及び統合評価による結果は、再生可能エネルギーの持続可能な開発への貢献が依然として限定された

ままである場合や、それが重大な潜在性を示す場合を理解する上で、明確な手がかりとなるようまとめられている。  
 

9.6.1 再生可能エネルギー源の理論上のコンセプト及び方法論的なツール  
 
持続可能な開発は主に 3 本柱モデル、つまり経済的発展、社会的発展、及び環境保護への貢献を考慮して形作られ

てきた。持続可能な開発は、持続可能性の弱いパラダイム及び持続可能性の強いパラダイムの連続体に従い方向づ

けられてもいる。それらのパラダイムは、自然資本及び人為的な資本の持続可能性に関する仮定において異なって

いる。再生可能エネルギー技術は、再生可能エネルギーによる 3 本柱モデルの開発目標への貢献、及び弱い持続可

能性枠組みと強い持続可能性枠組みに準じた目的の優先順位付けという両方のコンセプトの範囲内で評価され得

る。同様に、持続可能な開発のコンセプトは、政策決定者が再生可能エネルギーの持続可能な開発への貢献を評価

し、適切な経済的、社会的、及び環境的措置を立案するのに有益な枠組みを提供する。  
 
本章で実施された評価は、帰属的ライフサイクル評価（LCA）またはエネルギー統計に由来するボトムアップ指標、

動学的統計モデルアプローチ、及び定性分析など様々な方法論的なツールに基づいている。当然のことながら、こ

れらの各々の評価技術にはそれぞれの制約が伴う。たとえば、個々のライフサイクル評価の結果からの一般的な結

論は、潜在的なシステム境界問題、技術及び背景的エネルギーシステムの特徴の差異、地理的な位置、データソー

スのタイプ、その他の中心的な手法や仮定により妨げられている。しかし、ライフサイクル評価により、比較の標

準的枠組みが提供され、ボトムアップ証明により、領域全体にわたる様々な技術の環境的性能についての貴重な見

識をもたらし得る。包括的なアプローチにおいて、地球規模の統合モデルのシナリオ結果は、マクロ経済的及び体

系的視野の範囲で分析された。それは、再生可能エネルギー普及が指定された持続可能な開発目標に対して行った

貢献に関する結論を引き出すためである。しかし、これらの結果に対するいかなる解釈にも、現在すでに存在する

統合モデルは比較的具体的な一連のタスクに沿って作成されたという認識が伴わねばならない。これらは、かなり

広範囲にわたる世界の地域におけるエネルギーポートフォリオ、及び時間の経過と共にそれらの変化が暗示する排

出の軌跡、その双方に関する政策または経済性の効果への理解と関連している。これらのタスクを超えたモデルの

拡大が困難な一方で、将来における持続可能性に対する扱いは改善する余地がある。たとえば、エネルギー使用の

文化的次元を正確に示すための統合モデルの能力に関する疑問や、行動や投資に関する非価格政策の影響について

の疑問は解決されていない。 
 
文献評価から生じる主なポイントの 1 つは、（温室効果ガス排出の範疇を超えた）エネルギーシステムの影響の評

価、気候緩和シナリオ、及び持続可能な開発目標はほとんどの場合、ほとんど相互関係もなく進行してきたという

ことである。効果的で、経済的に効率的かつ社会的に容認出来るエネルギーシステムの変換には、これら 3 つのす

べての研究領域の結果をさらに緊密に統合することが必要である。本報告書において実施されている評価は多くの

重要な洞察を導き出した一方で、これらの短所の一部も明らかにした。たとえば、この評価においては、特定の地

域の状況、変動性、または生物物理学的制約の説明を改善するために、統合モデルの枠組みの範囲で、追加的な境

界（環境的境界など）やさらに複雑なエネルギーシステムモデルを包括する必要性があることに焦点が当てられて

いる。しかし、再生可能エネルギーと持続可能な開発の統合という多次元的な課題に関して、地球規模で１つの回

答を導き出すのは不可能であることも明白である。多くの解決法は、地域の文化的状況に大いに左右され、発展途

上国及び先進国のアプローチや重視する事柄も異なる可能性がある。  
 

9.6.2 社会経済の発展 
 
エネルギー部門は一般的に、経済成長とエネルギー消費拡大の間の強い相関関係を持つ経済的発展へのカギとして

認識されてきた。これまでのところ、拡大するエネルギー使用もまた、温室効果ガス排出増加と強い相関関係があ

る。世界各地のエネルギー使用パターンの横断的な相当量の変化は一般的なものであるが、その相関関係は、GDP
のような単一計測の分析と人間開発指数のような複合指標の両方によって確認されている。開発途上及び移行経済

には、低エネルギーかつ低炭素集約型の成長パターンに「リープフロッグ」する機会があるかもしれない。急速な

経済成長は、実例が示すように、いかなるエネルギーの減少または炭素集約度の低下をも上回る可能性があり、こ

れには強固な政策及び制度的枠組みが必要である。  
 
再生可能エネルギーの社会経済の発展に対する貢献は、先進国と発展途上国との間で違いがあるだろう。発展途上

国は、経済的により効率的な再生可能エネルギー技術を導入することによって、費用のかかるエネルギー輸入を避

けることができ、外国為替を地域で生産できないその他の製品の輸入に廻すことが出来る。しかしながら、さらな
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るコスト削減が期待されているにもかかわらず、今日では再生可能エネルギーの生産コストは通常、現在のエネル

ギー市場価格よりも高い。送電系統アクセスが不足する貧しい農村部では、再生可能エネルギーは今日における相

当量のコスト削減にすでにつながっている。再生可能エネルギーの促進をサポートする目的として、特に先進工業

国では、雇用機会の創出や経済における構造変化の積極的な促進が見られる。 
 
シナリオ文献の結果では、長い目で見たコスト効率の高い緩和への取り組み（特に温室効果ガス安定化レベルの低

下）に関する再生可能エネルギーの役割に焦点を当てている。大規模な統合モデルによって、時間とともに地球規

模の再生可能エネルギーの普及割合が高くなることが示唆される開発途上国では、再生可能エネルギーが、低炭素

エネルギーシステムの普及を加速する一助となる可能性がある。再生可能エネルギーの大規模な導入に必要な資金

提供において、気候資金は重大な役割を担うことが期待されている。 
 

9.6.3 エネルギーアクセス 
 
クリーンで信頼性のある、手頃な価格のエネルギー源へのアクセスの強化は、持続可能な開発の重要な部分であり、

再生可能エネルギーがこの目標に大いに貢献する可能性がある。現在、約 14 億人が電力を利用できず、約 27 億人

が調理を伝統的バイオマスに依存している（9.3,2 節）。近代的エネルギーのサービスへのアクセスは、健康、教

育、男女同権、環境安全といった人間開発の多くの基本的な決定要因の重要な前提条件である。基本レベルにおい

てさえ、たとえば、照明、コミュニケーション、または健康管理の機会の改善によって、コミュニティーや家庭に

多大な便益を与えることが出来る。開発途上国では、再生可能エネルギーに基づく分散化した送電系統が拡大し、

国の送電系統から遠く離れた農村部地域におけるエネルギーアクセスを改善してきた。さらに、非電気的再生可能

エネルギー技術は、エネルギーのサービスの直接的近代化の機会を提供し、たとえば給湯や穀物乾燥に太陽エネル

ギーを、輸送にバイオ燃料を、冷暖房、調理、及び照明にバイオガスや近代的バイオマスを、揚水に風力を使用す

る（表 9.3 参照）。近代的分析により、所得の伸びはエネルギーアクセスをもたらす傾向があることが確認された

が、これも社会における所得分配のレベルに依存している。開発途上国がエネルギーのアクセス強化に特化した財

政支援を確保し、適合した政策を適用することができれば、近代的エネルギーのサービスにアクセス出来る人々の

数はさらに急速に増加する可能性がある。  
 

9.6.4 エネルギー安全保障 
 
経済圏のエネルギー安全保障の形成における再生可能エネルギーの役割は複雑であり、特定の国の発展レベルに左

右される。たとえば、発展途上及び移行経済の場合、再生可能エネルギーは外貨準備高を有効に活用することに貢

献し、エネルギーのサービスの信頼性向上に役立つ可能性がある。多くの発展途上国の場合、エネルギー安全保障

の定義は具体的に、あらゆる地域の人々に適切で入手可能なアクセスの提供を含むため、エネルギーアクセスの側

面と強い関連性があることを提示している。よって、エネルギー安全保障の定義、つまり供給分断のリスクは、地

域のエネルギー供給の信頼性を組み込むために、資源の利用可能性、資源分布、供給の変動性によって拡大される。 
 
シナリオ分析によって、再生可能エネルギーはエネルギー供給を多様化するのに役立つため、エネルギー安全保障

を強化する可能性があることが裏付けられている。地域の再生可能エネルギーオプションは、ますます不足する集

中的な化石燃料供給の代わりとなり、エネルギー供給を多様化し、少数の供給者への依存を低下させる。再生可能

エネルギー市場（バイオエネルギーなど）が集中的な供給によって特徴づけられていない限り、価格変動に対する

経済的脆弱性を低減させる一助となる可能性がある。しかし、一部の再生可能エネルギーの変動性のある出力プロ

ファイルが原因となり、地域の状況に適合した技術的及び制度的措置が多くの場合、新たな不安定さを最小化する

ために必要である。また、特定の無機原材料の供給制約も再生可能エネルギーの普及強化に影響を与える可能性が

ある。  
 
再生可能エネルギーが輸送で使用される液体化石燃料とどの程度まで置き換わることが出来るかは、技術、市場、

及び制度開発に依存する。こうした進歩が伴ったとしても、石油及び関連したエネルギー安全保障の懸念は、将来

の地球規模のエネルギーシステムにおいて大きな影響を及ぼす可能性が高い。  
 

9.6.5 気候変動緩和と環境及び健康への影響の軽減 
 
再生可能エネルギー技術は、化石燃料と比較して、温室効果ガス排出削減など、重要な環境的便益を提供すること

が出来る。これらの便益の最大化はほとんどの場合、それぞれの再生可能エネルギープロジェクトに関連する特定

の技術、管理、場所の特徴に左右される。一定の規模で導入されたすべてのエネルギー技術が環境的影響（地域の

設置判断によって大部分が決定される）を生み出す一方で、再生可能エネルギーオプションのほとんどは、すべて

の領域にわたる利点、特に気候、水資源、及び大気質への影響に関する利点をもたらすことが出来る。再生可能エ

ネルギーの他のオプションに対する環境的利点は、いつも明確というわけではない。技術間の大きな差異が存在す

るため、その差異の一部が、厄介な持続可能な開発のトレードオフに潜在的につながる可能性がある。 
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特に、バイオエネルギーは特別な役割を担っている。バイオエネルギーは燃焼に基づく唯一の再生可能エネルギー

であり、大気汚染や冷却水の必要性など関連する負担につながる。バイオエネルギー生産によるその他の影響は、

プラスのものもあればマイナスのものもあり、土地や水使用と同様、水質や土壌の質に関連している。これらの影

響には、バイオエネルギー固有の農業、林業、及び農村部開発への関連性に起因するため、特別な注意が必要であ

る。バイオエネルギー生産の正味の影響は、特にライフサイクル温室効果ガス排出量に関しては、土地やバイオマ

ス資源管理の実施、及び原材料生産に転換された土地のそれ以前の状態に著しく影響される。ほとんどのモデルが

今のところ土地の使用や地球の炭素ストックを含んでいないのに対して、直接的及び間接的土地利用変化に焦点を

当ててきたそれらのシナリオは、持続可能な開発のマイナスの結果を重視している。これらは、適切な政策が実施

されず、大規模な未来型バイオエネルギー市場が存在しない状態での高い成長率に起因するものであるため、森林

減少、土地転換、及び温室効果ガス排出量の増大につながる可能性がある。土地利用の適切な管理、地域分け、バ

イオマス生産システムの選択が、望ましい結果を実現するカギとなる。 
 
再生可能エネルギーは、発電や関連する健康への影響からの地域的な大気汚染を大幅に削減する可能性がある。地

域的な大気汚染物質、たとえば粒子状物質や硫黄排出量などに明確に対処するシナリオによれば、気候政策はその

地域における重要な相乗便益につながる可能性があることが判明した。従来のシステムにおける固体燃料使用によ

って引き起こされる室内空気汚染は、地球規模で大きな健康問題であるが、技術や燃料の改善によって、その他の

持続可能な開発に関する懸念にも対処出来るだろう。確実に水不足が持続可能な開発の障壁にならないようにし、

またエネルギーのサービスへのアクセス増加が地域の水問題を悪化させないようにするためには、地域的な資源に

基づく慎重な判断が必要とされる。非火力利用の再生可能エネルギー技術（風力及び太陽光発電（PV）など）は、

水資源に追加的なストレスをかけることなく、クリーンな電力を提供することが出来る。その一方で、運用に水が

必要なため、火力発電プラントや水力発電は、水の利用可能性における変化に脆弱である。再生可能エネルギー技

術による事故の危険性は無視できない一方で、多くの場合分散したそれらの技術の構造によって、死亡者数の観点

からいえば、悲惨な結果が起こる可能性を大いに抑制する。しかしながら、一部の水力発電プロジェクトに関連す

るダムは、場所により異なる要因に依存する特有のリスクを生み出すかもしれない。 
 
モデルアプローチからの見識によれば、統合評価モデルは、温室効果ガス排出量（たとえば大気汚染物質排出量や

水使用など）に加えて一部の重要な環境指標を含ませるには適しているが、たとえば家庭でのエネルギー選択に関

する影響など局所的な影響に対処することによって疑問を突き付けられる可能性があることが分かっている。結果

のシナリオは、予測不可能の、あるいは定量化されていない環境的便益またはコストを実証するのに役立つだろう。 
 

9.6.6 結論  
前の節では、再生可能エネルギーは、程度は様々であるが、持続可能な開発や本章で評価された 4 つの目標に貢献

出来ることが示された。環境及び健康への影響の低減に関する便益は、より明確であるように思える一方で、たと

えば社会経済の発展への正確な貢献度はより曖昧である。また、発展のレベルに応じて、国々も 4 つの持続可能な

開発目標の優先順位を付ける可能性がある。しかし、ある程度は、持続可能な開発目標も互いに強い相関関係があ

る。気候変動緩和はそれ自体が、多数の開発途上国における社会経済の発展の成功に必要な前提条件である。 
 
この論理に従えば、緩和目標が将来の開発経路の制約として課された場合、気候変動緩和は、強力な持続可能な開

発パラダイムのもとで評価されることが可能である。気候変動緩和が、経済成長または社会経済的基準との釣り合

いを保っている場合、問題は、これらの目標間の相殺を考慮し、これらの優先順位付けにおける指針を提供する目

的で費用と便益タイプの分析を使用しながら、弱い持続可能な開発のパラダイム内で作り上げられる。 
 
しかし、あらゆる発展経路固有の要素としての不安定さや無知の存在と同様、関連するおそらく「受容できないほ

ど高額な」機会コストが存在するため（Neumayer, 2003）、継続的な調整が不可欠となる。将来には、統合モデル

は、意思決定プロセスに関して弱い持続可能な開発パラダイムと強い持続可能な開発パラダイムをより適切に関連

付けるのに有利な立場となりうる。きちんと定義されたガードレールのなかで、統合モデルは、重要かつ適切なボ

トムアップ指標を含むことによって、残りの持続可能な開発目標を考慮しながら、様々な緩和の道筋に関するシナ

リオを探究するだろう。モデルタイプに従い、これらの代替的開発経路は、社会的に有益な結果のために最適化さ

れるだろう。しかしながら同様に、温室効果ガス排出量関連のライフサイクル評価データを組み込むことも、初期

の段階での適切な温室効果ガス濃度安定化レベルの明確な定義に関して不可欠である。 
 
いくつかの技術的、経済的、及び環境的に実現可能な開発経路の潜在的存在にもかかわらず、そのような戦略の成

功を最終的に定義するのは人間的な要素である。特に持続可能な開発における重要な障壁は、社会文化的及び情

報・意識啓発上の側面に関する障壁である。特に、社会的及び個人的価値観と規範に本質的に結びついている障壁

は、個人、グループ及び社会による、再生可能エネルギー技術及び関連する普及の影響の認識と容認に根本的に影

響を与える。特有のコミュニケーションの取り組みは、広範囲の再生可能エネルギー利用と関連するより客観的な

機会と同じ方法でこれらの主観的及び心理的な側面に対処するため、あらゆる変革戦略の不可欠な要素である。都

市、地方自治体、民間組織、及び非政府組織による地域的な持続可能な開発の取り組みは、この状況のもとで、変

化の重要なドライバーとしての役割を果たすことが出来る。 
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しかし、地域の取り組みも、国レベルの首尾一貫した持続可能な開発戦略に組み込まれる必要がある。持続可能な

開発、及び再生可能エネルギーの目標を、開発政策及び再生可能エネルギーの部門ごとの戦略の開発へ明確に統合

することによって、リープフロッギングを含むグリーン成長、低炭素、及び持続可能な開発の目標に貢献する機会

が提供される。 
 

9.7 知見のギャップと将来の研究ニーズ 
 
本章では、持続可能な開発と再生可能エネルギーとの相互関係の一部を説明し、社会経済の発展、エネルギーアク

セス、エネルギー安全保障、気候変動緩和、環境及び健康への影響の軽減など、持続可能な開発目標に焦点を当て

た。これらの目標に関する指標の評価は、知見におけるいくらかのギャップを明らかにした。 
 
持続可能な開発のより概念的な議論に始まり、人間の福祉に関する異時点間措置（持続可能性）と測定可能な副指

標の間には、狭めなければならない途方もないギャップがある。さらに、持続可能性、つまり弱い持続可能性及び

強い持続可能性に関する 2 つの正反対のパラダイムに関する可能性は、調査が必要とされる。1 つの可能性は、非

線形、転換点、及び異時点間措置における非線形性についての不安定さを考慮することであり、また予防原則の考

慮に関する公式な指針を提供することである。本報告書において、これは、真の貯蓄量（genuine savings）、持続

可能な経済福祉指標または真の進歩指標のような弱い持続可能性の特定の指標も意味するが、強い持続可能性の特

定の指標（土地利用境界など）も、統計的、及び論理的に再生可能エネルギー指標に関連している必要がある。 
 
定義及び指標とは別に、持続可能性や再生可能エネルギーを評価するのに必要なデータは入手可能とは言い難い。

非電化世帯、また低価格電力消費者へのエネルギー供給及び消費に関するより適切な情報及びデータに対する明確

な必要性がある。さらに、アクセス向上及び地域的な電力統合のエネルギー安全保障への影響に関する再生可能エ

ネルギーを基盤としたミニグリッドの実例を分析する必要がある。輸送部門の電化と、それがエネルギー安全保障、

環境影響、及び温室効果ガス排出量へ与える影響もまた、注目に値する。 
 
エネルギー技術の環境的影響の評価の多くの側面は、鍵となる科学的問題を解決することや、議論も研究もされて

いないような側面の検証を進めることのための追加的な調査を必要する。エネルギー技術によって引き起こされた

温室効果ガス排出量に関する 2 つの主な問題は、直接的及び間接的土地利用変化である。再生可能エネルギー技術

の場合、これらの問題はバイオエネルギーシステムに関するバイオマス生産や水力発電貯水池に関わっているが、

非再生可能エネルギー技術に関連する土地利用変化は同様に研究に値する（山頂除去採炭によりむき出しになった

土壌からの炭素排出量など）。いくつかのエネルギー技術には、ライフサイクル温室効果ガス排出量（地熱、海洋

エネルギー、及び一部の太陽光発電（PV）電池）の相当量の研究が不足している。水使用は、そのライフサイク

ル全体のいかなるエネルギー技術に関しても、継続的または確実に評価されたことがなかった。土地利用について

の既知知識は、特にライフサイクルベースで検討された場合、水に類似した状態にある。水と土地利用の双方にと

って、定量化のための計量方法は、その方法を用いた相当量の追加的実験を行った上でのコンセンサスを必要とす

る。大気汚染物質については、少なくとも燃料システムの運用では多くのことが分かっているが、ライフサイクル

ベースで議論された知見はない。大気汚染物質の排出についてのライフサイクルベースでの解釈は、汚染の重要な

影響は時間・空間的な合計量で総括出来るものではないので、向上させるべきである。LCA は全体として、手法

や仮定が不統一であることが、異なる研究の推定値についての公平な比較や共用を阻害している。 
 
シナリオ文献の評価は、持続可能な開発経路がどのように再生可能エネルギーと相互作用するか、またはその逆に

関するいくらかの有益な洞察を提供してきた。しかし、これまでモデルは、エネルギー移行や持続可能な開発経路

の評価についての技術的・マクロ経済的な側面に焦点を当ててきており、多くの場合、いつも有効ではないような

代理物に依存する必要がある。1 つの主要な問題は、モデルのマクロ的見方であり、また一方で、持続可能な開発

の一部の問題は、マクロ及び地域レベルで関連性がある。よって、特に様々な持続可能な開発基準に焦点を合わせ

た場合、それらのすべてに関する主要な欠点が見受けられる。 
 

・ 持続可能な社会経済の発展について、シナリオ文献は、消費や GDP を重視する。たとえモデルが福祉に

ついての複数の基準に対処するとしても、分布の問題について告知するには、通常十分に明確ではない。

所得層、都市人口と農村部人口などの区別を行うのは難しい。 
 
・ エネルギーのサービスの供給及び利用可能性、及びそれらが時間と共にどのように変化するかは、これま

でほとんどのエネルギー経済モデルには広く含まれていない側面である。そのため、エネルギーアクセス

の評価が難しくなっている。 
 
・ エネルギー安全保障に関して、ほとんどのモデルにおける系統構造の現在の概念は、再生可能エネルギー

の大規模な統合に関連する起こり得る問題の徹底的な分析を考慮していない。可能性のある蓄電及び変動

性の問題を考えた場合、起こり得る障壁は、ほとんどが問題なく克服出来ると考えられている。たとえば

燃料供給リスクは通常モデルに考慮されていないように、供給の多様化と農村部地域に電力を供給する可
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能性の拡大など、再生可能資源の起こり得る相乗便益も、ほとんど文献に取り上げられていない。 
 
・ 既存のシナリオ文献は、たとえば水使用、生物多様への影響、エネルギー選択が世帯レベルのサービスま

たは室内の大気質に与える影響など、持続可能なエネルギー開発の多くの無排出関連の側面について、明

確に対処していない。さらに、本章の 9.3.4 節に関して、排出量は通常、技術オプションのライフサイクル

にわたって処理されていない。これは将来の研究の興味深い側面となるだろう。 
 
結論として、特に持続可能な開発と再生可能エネルギーの間の相互関係に関する知識は、依然として非常に限定さ

れている。効果的かつ経済効率がよく、社会的に受容されるエネルギーシステムの変革をどのようにすれば実現出

来るかという疑問に答えるには、持続可能性の持つ多様な面を反映するために、社会科学、自然科学、経済学の洞

察を（たとえばリスク分析手法を通して）さらに緊密に統合することが求められる。これまで、ナレッジベースは、

特定の研究分野からの非常に偏狭な見解に限定されている。これは、この問題の複雑さを十分には説明してはいな

い。 
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